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厚生労働行政推進調査事業費補助金 （新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）
総合研究報告書

新興・再興感染症の発生に備えた感染症サーベイランスの強化と
リスクアセスメント

研究代表者：松井 珠乃　　国立感染症研究所 感染症疫学センター

研究要旨
　「感染症発生動向調査の評価と改善法の提案」、「感染症発生動向調査の利用の促進」、「新興・再
興感染症発生への準備」 の 3 つの主テーマについて、中央感染症情報センター （国立感染症研究所
感染症疫学センター）、地方感染症情報センター、地方衛生研究所、医療機関等に所属する研究分
担者・研究協力者によって検討を行った。
　「感染症発生動向調査の評価と改善法の提案」 については、感染症発生動向調査は、様々な事例
を通して、その有用性は確認されているところではあるが、疾患疫学の変化・医療体制の変化・新
たな検査法の開発・受診動向の変化・社会の新たなニーズ等を考慮して、システムの評価を継続的
に行うことが重要である。特に、改正感染症法に関連して、インフルエンザ病原体サーベイランス
の運用状況については、そのデータの解釈にも影響を与える可能性があるため引き続き注意を払う
必要がある。
　「感染症発生動向調査の利用の促進」 については、感染症発生動向調査の情報をよりよく解釈で
きるための様々な技術的な検討を継続していく必要がある。その際には、感染症発生動向調査以外
の情報を合わせた解析について、その手法や有用性、枠組みについて検討を重ねる必要がある。
　「新興・再興感染症発生への準備」 については、医療機関からのイベントベースサーベイランス
のさらなる強化と地方自治体におけるリスク評価の能力強化が必要であり、これは、東京オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会に向けたサーベイランス＆レスポンスの能力強化にも役立つことが期
待される。

研究分担者
● 砂川富正　国立感染症研究所 感染症疫学セン

ター
● 岸本　剛　埼玉県衛生研究所 （平成 27 年度）
● 中村廣志　神奈川県衛生研究所 企画情報部
● 永井正規　埼玉医科大学 （平成 27 年度）
● 村上義孝　東邦大学医学部 社会医学講座医療

統計学分野
● 有馬雄三　国立感染症研究所 感染症疫学セン

ター　
● 西藤成雄　西藤小児科こどもの呼吸器・アレル

ギークリニック 

● 齋藤玲子 新潟大学大学院医歯学総合研究科 国
際保健学分野

● 中野貴司　川崎医科大学 小児科学

● 石黒信久　北海道大学病院 感染制御部
● 島田智恵　国立感染症研究所 感染症疫学セン

ター
● 谷口清州　国立病院機構三重病院 臨床研究部
● 佐多徹太郎　富山県衛生研究所 （平成 27 年度）
● 小渕正次　富山県衛生研究所
● 和田耕治　国立国際医療研究センター 国際医

療協力局
● 高山義浩　沖縄県立中部病院 感染症内科

A . 研究目的
● 感染症発生動向調査の評価と改善法の提案 : 感
染症サーベイランスは、統計学的な観点からの
評価とともに、ステークホルダーの合意のもと
にシステムを継続的に評価し、改善のための方
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策がとられなければならない。感染症発生動向
調査は、日本における法律に基づく包括的な感
染症サーベイランスシステムであり、疾患疫学
の変化・医療体制の変化・新たな検査法の開発・
受診動向の変化・社会の新たなニーズ等に対応
した改善のための検討を継続して実施していく
必要がある。

● 感染症発生動向調査の利用の促進 : 感染症発生
動向調査は大きく分けると、定点サーベイラン
スと全数サーベイランスに分類され、定点サー
ベイランスは疾患の発生傾向の継続的な観察の
ために、一方、全数サーベイランスは疾患ごと
により様々な利用目的で運用されている。また、
定点サーベイランス・全数サーベイランスとも
に、病原体サーベイランス情報と連動した運用
が進みつつあるところである。今後は、疾患ご
とに、感染症発生動向調査にその他の情報源
（例：地域の医療機関におけるパイロットサー
ベイランス）を合わせて解釈する方法について
検討を重ねていく必要がある。

● 新興・再興感染症発生への準備 : 2009 年のパン
デミックインフルエンザや、海外における中東
呼吸器症候群や鳥インフルエンザ A（H7N9） の
発生、西アフリカにおけるエボラ出血熱の流行
など、また、日本においては SFTS 症例の探知、
国内発生のデング熱の流行などの例を引くまで
もなく、新興・再興感染症発生への対応準備は
常に怠ってはならない。それにあたっては、急
性健康危機事例の探知とリスクアセスメント、
地方衛生研究所における体制整備、病原体診断
の手法の開発、医療機関と公衆衛生分野の連携
などが重要であり、これらは、通常の感染症発
生動向調査の強化の延長線上にある。
　なお、「感染症の予防及び感染症の患者に対す
る医療に関する法律（感染症法）」 の一部を改正す
る法律 （改正感染症法） が平成 26 年 11 月21日に公
布され、その中には感染症に関する情報の収集体
制の強化が盛り込まれている （平成 28 年 4 月 1 日
施行）。平成 29 年度においては、引き続き、改正
感染症法の影響の評価を行うこと、感染症発生動
向調査のシステム評価を行うこと、当研究班で開
発されたシステムをふくむ複数の情報源を用いて
リスクアセスメントを行う手法について一定の結

論を出すこと、東京オリンピック・パラリンピッ
ク競技大会 （以下、東京大会） に向けてイベント
ベースサーベイランスを含む強化サーベイランス
の手法を検討することが、重点的な活動項目とし
た。
　また、平成29年度の追加交付によって、避難民
が流入した場合の感染症対策等の公衆衛生上の課
題について、過去の海外事例等の調査・検討を行
うこととなった。

 B . 研究方法
1） 中央感染症情報センターの立場からの感染症
発生動向調査システムの評価と改善 （研究分担
者  :  砂川富正ら）
　以下の 4 点について検討を行った。
　1） 改正感染症法実施に伴う、地方衛生研究所
（以下、地衛研）におけるインフルエンザ病原体
サーベイランスの運用状況に関する調査の実施と
課題の抽出。
　2） 「感染症発生動向調査事業における届出の質
向上のためのガイドライン」、 「病原体検出情報シ
ステム業務の運用に関する手引き」 の要改訂箇所
の確認。
　3） NESID 移行・更改：推計受診患者数におけ
る補助変量の導入に向けた課題の抽出と運用。
　4） NESID で得られる情報公開の在り方に関す
る検討。

2） 地方感染症情報センター・地方衛生研究所の
立場からの感染症発生動向調査の評価と改善
（研究分担者  :  中村廣志ら）
　首都圏の地方感染症情報センターホームページ
に掲載されている情報の種類、内容、提供形式、
掲載時期等に関して情報提供の現状を調査した。
また、患者報告数等が一覧できるホームページを
研究分担班が運用を行っている Web サイト 「感染
症豆知識」 （http://www.idsi-net.org/） 上に作
成した。2015 年～2017 年度の 3 年間、随時、ホー
ムページデザインの見直しを行い、掲載コンテン
ツの充実やツールの機能追加を行い、解析機能の
強化として、疾患別の過去 5 週間の報告数や平均
値の集計表及び 3 週間の保健所別、都道府県別グ
ラフを表示する 「近況把握」 機能を、情報発信面
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では、感染症情報の週報自動作成機能や利用者か
らの要望があった全数把握疾患の疾患別グラフ及
び定点把握疾患 （基幹定点 ＜月報告＞） の疾患別
集計表とグラフの作成機能を追加した。さらに、
感染症情報の公開、資料作成状況及びツールの利
用状況を把握するため、ツールの利用状況等に関
する調査を平成 29 年度に、68自治体の地方感染症
情報センター担当者を対象にアンケート調査を
行った。

3） 地方衛生研究所における病原体サーベイラン
スの評価と改善に関する研究 （研究分担者  :  中
村廣志、研究分担者・研究協力者  :  岸本　剛ら）
　平成 28 年 4 月に感染症に関する情報の収集体制
の強化を目的とした 「感染症の予防及び感染症の
患者に対する医療に関する法律 （感染症法） の一
部を改正する法律」 が施行された。この改正を受
け、地方衛生研究所のウイルス検査実施の視点か
ら、法改正の円滑な実施、実施後の状況調査、そ
の評価と課題検討、課題解決の方向性の提案まで
を研究目的とした。
　地域性及び設置自治体を考慮して地方衛生研究
所を全国から選び、埼玉県内の中核市保健所、国
立感染症研究所感染症疫学センターも加えて、調
査検討を行った。
　平成 27 年度は施行前の準備状況も勘案したグルー
プ内での現状調査と協議を行った。特に中核市の
検査を受け入れている県型衛生研究所についての
問題や、受け入れている検体の臨床診断名が多様
である状況において、法改正の目的である 「標準
化」 に対しどのように対応するのかという課題を
まとめた。

4） 疫学的・統計学的なサーベイランスの評価と
改善 （研究分担者  :  村上義孝ら）
　警報・注意報の発生状況に関する検討、定点把
握対象疾患の罹患数の推計、インフルエンザの型
別罹患数の推計、性感染症の罹患数推計、補助変
量を用いた罹患数推計、基幹定点対象疾患の検討、
全数把握対象疾患の検討の 7 点について、疫学的・
統計学的な視点から、感染症サーベイランスを評
価し、必要な改善点・方法を検討・提案すること
を目的とし、3 年間のグループ研究を実施した。

5） 疾患別のサーベイランスのシステム評価 （研
究分担者  :  有馬雄三ら）
　わが国における定点・全数のサーベイランス対
象の疾患を実例の Case examples として、横断
的に、サーベイランスシステムの現状把握、問題
点、改善案を検討した。定点把握対象疾患に於い
ては、定点サーベイランスの代表的な例であるイ
ンフルエンザと RS ウイルス感染症を、全数把握
対象疾患としては、アメーバ赤痢、HIV/AIDS、
レプトスピラ、ムンプス、デング熱を中心に評価
した。他国の取り組み （最新のサーベイランスア
セスメント方法、教訓・提言等） の情報収集も行
い、ステークホルダーとの意見交換を定期的に
行った。これらの情報を参考に、わが国のコンテ
キスト・現状を考慮した上で、サーベイランスデー
タ解釈のアプローチに関して、合理的と思われる
手法を検討した。
　インフルエンザサーベイランスについては、近
年の海外に於いては、より公衆衛生に資する意
思決定を目的とした、新たなリスクアセスメン
ト手法が活用されており、Pandemic Inf luenza 

Severity Assessment （PISA）、 Influenza Risk 

Assessment Tool （IRAT） について、手法を詳
細に検討した。

6） リスクアセスメントに資するインターネット
による医師からの感染症情報の解析法の開発 

（研究分担者  :  西藤成雄ら）
　臨床医師が参加するメーリングリストにて、迅
速診断キットの結果を元にインフルエンザや RS

ウイルスの検出を自主的に報告する医師を募り、
症例登録のための Web 入力フォームを準備し、
その報告数と感染症週報との比較検討を行った。

7） RS ウイルスサーベイランスの手法の開発 （研
究分担者  :  齋藤玲子ら）
　2015-2016，2016-2017，2017-2018年の 3 シー
ズンに 12 地域 （北海道、青森、新潟、東京、静岡、
三重、滋賀、奈良、香川、山口、熊本、沖縄） の
小児科医療機関 （外来および入院） の臨床医に調
査を依頼した。急性呼吸器症状を呈して外来を受
診した小児に対し、保護者に対し十分なイン
フォームドコンセントを得た上で、主治医が RS
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ウイルス迅速診断キットによるスクリーニングを
行い、鼻腔検体を採取した。検体は、新潟大学に
輸送され、リアルタイム PCR により A 型、B 型
の型別を行い、G 蛋白第二可変領域をターゲット
にしたコンベンショナル PCR 産物を使い遺伝子
シークエンスを行った。遺伝子型分類は、樹形図
解析 （NJ 法） により行った。

8） 病院小児科の感染症情報によるリスクアセス
メント （研究分担者  :  中野貴司、研究協力者  :

田中敏博ら）
　静岡県内の小児科医による 「静岡小児感染症サー
ベイランス研究会」 を立ち上げ、この活動の一つ
という位置づけで、平成 25 年 9 月より小児細菌性
髄膜炎サーベイランスシステムを稼働している。
対象は、静岡県内の有床の病院小児科で入院加療
された 15 歳以下の細菌性髄膜炎症例。該当する施
設・専門科は 40 超であり、全施設から協力を得る
ことを目標としている。登録された症例は自動的
に分析され、専用のホームページで一般に公開さ
れている。また、施設ごとのデータは、各施設で
活用可能な形でフィードバックされている。

9） マクロライド耐性肺炎マイコプラズマ感染症
に対する抗菌薬の有効性に関する研究 （研究分
担者  :  石黒信久ら）
　① 2013 年 7 月から2015 年 8 月までの期間、肺炎
マイコプラズマによる肺炎患者の鼻咽頭ぬぐい液
を採取してマクロライド （ML） 耐性の有無を検査
すると同時に、各種抗菌剤の治療効果を検討した。
② 2016 年 7 月から2017 年11月まで肺炎マイコプラ
ズマ抗原検査あるいは LAMP 法によるマイコプ
ラズマ核酸検出検査を行ない、検査で陽性となっ
た検体の残り液を用いて ML 耐性の有無を検査し
た。

10） 急性健康危機事例に対するリスク評価の手法
に関する研究 （研究分担者  :  島田智恵ら）
　感染研で行っている急性の感染症事例に関して
のリスク評価の手順について、標準化を試みるた
めの第一歩として手順書の作成を試みた （平成 27

年度）。さらに、国立感染症研究所実地疫学専門家
養成コース （FETP: f ield epidemiology training 

program） で実施している感染症に関する情報収
集 （EBS: Event-based surveillance） と、その情
報に基づくリスク評価までの概要について 「FETP

向け EBS 概要説明書」を作成した （平成 29 年度）。
　また、外務省領事局 （以下領事局） の協力のも
と、感染症による健康危機事例のためのリスク評
価について、複数の医務官の協力を得て在外公館
の医務官及び領事向けの手順書 （以下医務官・領
事向け手順書） を作成した （平成 28 年度）。

11） イベントにおける感染症リスクアセスメント
（研究分担者  :  谷口清州ら）
　2016 年 5 月26～27日に三重県伊勢志摩地方で開
催された G7 伊勢志摩サミットにおける感染症対
策のため、プレイベントのリスクアセスメントを
行った。今後のマスギャザリングイベントに備え、
本サーベイランスの有効性、代表性、サミットの
地域医療への負荷等を評価すべく、志摩医師会の
所属医療機関を対象にアンケート調査を実施し
た。感染症法に基づく疑似症サーベイランスが十
分に機能していない理由として、その症例定義の
曖昧さが指摘されたため、症例定義について検討
を行った。

12） 急性呼吸器感染症の病原体サーベイランスの
手法の開発 （研究分担者  :  小渕正次ら）

　富山県内 3 カ所の小児科医院において、ARI で
受診した小児から、鼻腔ぬぐい液を採取した （イ
ンフルエンザ迅速診断陽性例は除く）。25 種類の
呼吸器ウイルス （ライノウイルスA・B・C （平成
28 年度改良）、RS ウイルス A・B、パラインフル
エンザウイルス 1・2・3・4 型、A・B・C 型イン
フルエンザウイルス、ヒトメタニューモウイルス、
コロナウイルス OC43・229E・NL63・HKU1 株、
エンテロウイルス、アデノウイルス B・C・D・E、
ヒトボカウイルス、パレコウイルス （平成 28 年度
追加）、サフォードウイルス （平成 28 年度追加）） 
を対象とした duplex リアルタイム （r） RT-PCR

法によりウイルスを検出・同定した。さらに、重
症急性呼吸器感染症 （SARI） についてもウイル
ス検索を行うため、小児入院例を対象に加えた 

（平成 28-29 年度）。
　RS ウイルスおよびライノウイルス陽性検体に
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ついて、RT-PCR 法によりウイルス遺伝子を増
幅し、ダイレクトシークエンス法により PCR 増
幅産物の塩基配列を決定して詳細な解析を行っ
た。

13） 避難民に対する公衆衛生対策 （研究分担者  :

和田耕治ら）
　WHO、欧州疾病センター （ECDC）、イングラ
ンド公衆衛生庁 （PHE）、カナダ、オーストラリ
アの情報を収集し、必要な事項を抽出した。

14） 避難民に対する医療提供体制に関する研究
（研究分担者  :  高山義浩ら）
　本研究では、避難民の流入における公衆衛生上
必要な医療提供体制について海外事例をとりまと
めた。

15） サーベイランスのシステム評価の優先度づけ
についての検討 （研究協力者  :  Matthew Griff ith

ら）
　平成 27 年度には、ECDC （European Center for 

Disease Prevention and Control） により2014 年
にとりまとめられた Data Quality Monitoring and 

Surveillance System Evaluation に記載されてい
るサーベイランスシステム評価を実施するトリ
ガークエスチョン等をベースに、システム評価を
行う対象疾患 （全数・定点把握対象疾患） の優先
度付けについて検討した。

16） 全数報告対象疾患のリスク因子にかかる情報
収集の検討 （研究協力者  :  都築慎也ら）
　平成 27 年度には、全数把握対象疾患について、
リスク因子をモニターする上で、必要な情報が収
集できる体制が整えられているかどうか、患者情
報の届出票の項目について検討を行った。

17） 幼児施設に関連した腸管出血性大腸菌感染症
のアウトブイレクについての検討 （研究協力者  :

金山敦宏、八幡裕一郎）
　平成 27 年度には、2010 年から2013 年の期間に
NESID に登録された腸管出血性大腸菌感染症の
症例について、幼児施設に関連したアウトブレイ
クに着目して解析を行った。

18） 感染症発生動向調査についてのサーベイラ 

ンスのシステム評価 （研究協力者  :  Matthew 

Griff ithら）
　平成 27 年度の本研究班の検討により、サーベイ
ランスのシステム評価の優先度が高いと考えられ
た劇症型溶血性レンサ球菌感染症、侵襲性髄膜炎
菌感染症、カルバペネム耐性腸内細菌科細菌感染
症、薬剤耐性アシネトバクター感染症の 4 疾患に
ついて、平成 28 年度に、米国 CDC のガイドライ
ンに従ってシステム評価を実施した。

19） 避難所で探知された感染症事例のリスク評価 

の手法について （研究分担者  :  島田智恵、研究 

協力者：川口辰也、研究代表者  :  松井珠乃ら）
　平成  28 年 4 月に発生した熊本地震において、
探知された感染症事例 （インフルエンザ、感染性
胃腸炎、水痘、ムンプス） をもとに、実際の対応
にあたった感染管理専門家とともに、平成 28 年 8

月にリスク評価のツールを作成するワークショッ
プを開催した。1） 変か？ 2） ひどいか？ 3） 拡が
るか？の 3 つのキーワードを設定し、キーワード
ごとに、評価のポイントを列挙し、対応方針を整
理したツールを作成した。

20） 学校欠席者情報収集システムの自治体におけ
る感染症リスクアセスメントへの有用性 （研究
代表者  :  松井珠乃ら）

　学校欠席者情報収集システムは、感染症で欠席
する児童生徒等の発生状況をリアルタイムに把握
し、情報を共有するためのツールとして公益財団
法人日本学校保健会が運用している。今回、平成
28 年後半期における感染性胃腸炎の流行を例と
して、自治体の感染症部局において、同システム
からの情報が感染症のリスク評価にどのように利
用されているかを、平成 29 年 1 月にワークショッ
プ形式で、複数自治体で検討した。

21） 日本の感染症サーベイランスについてのまと
め作成 （研究分担者  :  砂川富正、有馬雄三、研
究協力者  :  西島　健、高橋琢理、木下一美、加
納和彦、吉川昌江、新城雄士、新城アシュリー
ら）
　平成 29 年度には、感染症発生動向調査に関する
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各種資料を参照し、また関係者へのインタビュー
等による情報収集も行った上で、日本の感染症
サーベイランスについてのまとめの文書を作成し
た。

22） 感染症発生動向調査についてのサーベイラ
ンスのシステム評価 （研究協力者  :  Matthew 

Griff ith、渡邊愛可ら）
　サーベイランスのシステム評価の手法は、Up-

dated Guidelines for Evaluating Public Health 

Surveillance Systems MMWR July 27, 2001/50

（RR13）; 1-35） に示されているものが定型的であ
ると認知されており、世界の公衆衛生の現場にお
いて広く使われている。しかし、評価者自身がプ
ログラム評価の経験がない場合や、attributes と
表記されている評価指標自体の理解が不十分であ
る場合は、この文書を使いこなすことが困難であ
る。よって、平成 29 年度には、研究協力者は、日
本の FETP に対するサーベイランスシステム評
価の指導経験に基づき、サーベイランスシステム
評価を行う上で学ぶべき項目やその具体的な手順
をガイダンスとして英語でまとめた。

23） 学校等欠席者・感染症情報システムのデータ
を用いたインフルエンザ欠席者情報解析 （研究
協力者  :  菖蒲川由郷ら）
　公益財団法人日本学校保健会が運用する学校等
欠席者・感染症情報システム （旧  :  学校欠席者情
報収集システム） を用いて、平成29年度には、三
重県津市の 2015/2016 シーズンのインフルエンザ
データから、地域におけるインフルエンザ発生を
迅速に検知できる視覚化システムの構築を検討し
た。また、小学校と保育園等のデータを、後方視
的に検討することで地域におけるインフルエンザ
の拡大様式の検討を試みた。

24） 東京大会に向けての感染症のリスク評価の手
順書 （自治体向け） 作成 （研究代表者  :  松井珠
乃ら）
　平成 29 年度には、自治体関係者の研究分担者、
研究協力者にコンサルトをし、東京大会に向けて
の自治体向けのリスク評価の手順書を作成した。

25） 広域的に開催されるマスギャザリングイベン
トにおける疑似症サーベイランスの運用マニュ
アル （案） の検討 （研究代表者  :  松井珠乃ら）

　平成 29 年度には、感染症法に基づく症候群サー
ベイランスである疑似症サーベイランスは、現状
の報告状況を見る限り、都道府県ごとに運用状況
が大きく異なることが推定される。ただし、広域
的に開催されるマスギャザリングにおいては、関
連自治体において、一定程度、疑似症サーベイラ
ンスの運用方法を共通化することが望ましいこと
から、広域的に開催されるマスギャザリング時に
限定したマニュアルとして自治体関係者等の研究
分担者、研究協力者にコンサルトをして技術的な
文書として案文を作成した。G7 伊勢志摩サミッ
トの経験に基づき、リスク評価のための具体的な
質問を複数挙げ、それに一つずつ答える形式をと
ることで、各疑似症定点医療機関において一定レ
ベルのリスク評価が行える形式を考えた。

  C  .  研究結果
1） 中央感染症情報センターの立場からの感染症
発生動向調査システムの評価と改善 （研究分担
者  :  砂川富正ら）
　毎年開催される全国衛生微生物技術協議会を目
途とした全国の地方衛生研究所対象のアンケート
より、改正感染症法施行に伴う NESID のシステ
ム運用面の課題等に関して情報収集を行ってき
た。研究班最終年度である平成 29 年度において
は、平成 28 年 4 月の改正感染症法実施に伴う、全
国の地方衛生研究所におけるインフルエンザ病原
体サーベイランスの運用状況に関する調査の実施
と課題の抽出を試みた。多くの地方衛生研究所が
業務変更を要しつつも、検査体制切り替えは比較
的スムーズである一方で、インフルエンザ様疾患
の取り扱いについては課題があることがうかがわ
れた。これらは、平成 30 年 3 月の NESID 移行・
更改という大きな節目を迎えるにあたり、患者
サーベイランスとしての感染症発生動向調査にお
ける 「感染症発生動向調査事業における届出の質
向上のためのガイドライン」 とともに 「病原体検
出情報システム業務の運用に関する手引き」 の改
訂・公開として対応への一定の期待となっている
ことが分かった。NESID 移行・更改 : 推計受診
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患者数における補助変量の導入に向けた課題の抽
出と運用については対応継続中である。NESID

で得られる情報公開の在り方に関する検討につい
ては次の NESID 更改時の重要なポイントになる
ことが予想されることから、注意深い情報収集と
対応が必要である。

2） 地方感染症情報センター・地方衛生研究所の
立場からの感染症発生動向調査の評価と改善 

（研究分担者  :  中村廣志ら）
　週報等の情報提供の現状 : 週報は毎週水曜日も
しくは木曜日に更新されており、2016 年の時点で
更新日が金曜日であった自治体も木曜日までに掲
載されるようになった。情報の利用には数値デー
タとしてダウンロードすることができれば有用と
なるが、PDF 形式にとどまっている自治体も多
かった。さらに公表内容、形式も一定ではなく近
隣自治体間の感染症流行状況を比較することが困
難であった。
　情報提供の取り組み （ホームページの作成） : 定
点把握対象疾患は 1 都 5 県 （東京都、神奈川県、
埼玉県、千葉県、群馬県、山梨県） の患者報告数
が一覧できるよう、2015 年にインフルエンザ、
2016 年に RS ウイルス感染症、感染性胃腸炎、
2017 年に咽頭結膜熱、Ａ 群溶血性レンサ球菌咽
頭炎、手足口病、ヘルパンギーナのページを作成
した。全数把握疾患は 1 都 7 県 （東京都、神奈川
県、埼玉県、千葉県、群馬県、山梨県、栃木県、
茨城県） の患者届出数が一覧できるよう、2015 年
に腸管出血性大腸菌感染症、2016 年に梅毒のペー
ジを作成し、2017 年には人口 10 万人あたりの患者
届出数の情報を追加した。
　ツールの利用状況 : 回答のあった 65 自治体のう
ち、13 自治体 （20％） で利用中、8 自治体 （12％） 
で利用を検討中であった。ツールを利用していな
い理由については、独自のシステム （Microsoft 

Excel のマクロ等を含む） を利用している自治体
が最も多く （36）、業務多忙により時間的余裕が
ない （5）、Microsoft Access を所有していない
（6）、その他として感染症情報の公表形式が決まっ
ている、過去のデータとの引き継ぎ、データ容量
が大きく処理速度が遅いため等の意見があった。

3） 地方衛生研究所における病原体サーベイラン
スの評価と改善に関する研究 （研究分担者  :  中
村廣志、研究分担者・研究協力者  :  岸本　剛ら）
　平成 28 年度は、各自治体における感染症検査状
況の法改正による変容を調査した。調査は、10月
末段階でのインフルエンザ及び 5 類小児科定点把
握対象のウイルス性疾患について行った。その結
果、インフルエンザでは、過去 2 年間の同時期と
比べ法改正によるとみられる検体数の増加が認め
られた。また、その他の小児科定点把握対象疾患
では、その増減は各機関により異なる傾向を示し
たが、対象疾患の流行に一致した検体数の増減が
観察された。このことから、制度の改正はインフ
ルエンザ検体数の増加の点で一定の成果があった
と考えられた。
　平成 29 年度は平成 28 年度全国調査等で各機関か
ら挙げられた課題の協議を行い、自治体側のウイ
ルス病原体サーベイランスの脆弱性の改善と強靭
な機能強化への方策を検討した。その結果、病原
体サーベイランスの対象や方法については、自治
体の地域特性を生かして進めていくことの重要性
が確認された。
　 3 年間の研究を通して得られた、今後の取り組
むべき具体的な課題を、業務量増大に伴う予算、
人員、人材などの制約を前提とした上で、①法改
正主旨の認知度の低さ、②サーベイランス自体の
理解不足、③季節性インフルエンザとそれ以外の
疾患の法的取扱いの格差、④地域医療等への連携
や貢献、⑤不明や重大疾患への対応、⑥県型衛生
研究所と検査機能に制限のある中核市との連携の
6 つとした。さらに、課題解決のためには、①疫
学的・統計学的な調査研究を継続的に実施してい
る研究班からの助力、②衛生研究所による関係者
への説明、③ 「地域特性」 の視点での医療との連
携、④中核市と衛生研究所の連携が必要であり、
次期見直しに向けての継続的な実態把握と建設的
な工夫が求められると提案した。

4） 疫学的・統計学的なサーベイランスの評価と
改善 （研究分担者  :  村上義孝ら）
　本グループの 3 年間の検討の結果、1） 水痘の
警報基準値 （定点あたり報告数） を開始：7 から 2 、
終息 : 4 から 1 に変更すること、2） 罹患数推計に
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必要な医療施設調査データを 2014 年のものに更
新すること、3） 補助変量を用いた罹患数推計の
NESID へ導入すること、などが提案された。

5） 疾患別のサーベイランスのシステム評価 （研
究分担者  :  有馬雄三ら）
　複数の疾患別サーベイランスデータの評価を行
い、他国の取り組みと最新のアプローチも考慮し
た結果、サーベイランスバイアスの影響を抑える
為には、以下の対策が適切であると考えられた ; 1） 
バイアスの影響が無い、或いは少ないと考えられ
るデータに限定した解析 ; 2） 適切な分母情報を考
慮した解釈 ; 3） 他・複数の情報源と併せた解釈。
1） 限定法に於いては、RS ウイルス感染症、E 型
肝炎とアメーバ赤痢のサーベイランスデータ解釈
に有用である事が分かり ; 2） 適切な分母に於い
ては、デング熱、マラリアに於いて渡航者数の活
用がより適切なデータ解釈を可能とし、検査数・
陽性率の有用性に於いては、HIV/AIDS、レプ
トスピラ、ムンプス、インフルエンザで見られた。
3） 他・複数の情報源に於いては、RS ウイルス感
染症、インフルエンザ、ムンプス、アメーバ赤痢
のサーベイランスデータ解釈に有用である事が判
明した。
　IRAT は、複数の情報源を用いた包括的なリス
ク評価であり、3 つのリスクカテゴリー （ウイル
スの特性、宿主の属性、ウイルスの生態系と疫学） 
と10 のリスク評価項目を用いて、1） ヒト-ヒト感
染持続の可能性と 2） 公衆衛生へのインパクトを
複数の情報源を併せてウイルス同士を相対的に比
較する手法であり、客観的、系統的なアプローチ
であることがわかった。また、PISA のTrans-

mission の閾値設定法に於いても、インフルエン
ザのわが国の罹患数推計患者数を基に、暫定的な
seasonal threshold、moderate threshold、high 

threshold、そして alert threshold の上限を算出
し検討した結果、過去のデータに基づいた閾値は、
パンデミックの発生に備えた感染症サーベイラン
スの強化と季節性インフルエンザのリスクアセス
メントの一環として、わが国のインフルエンザ
サーベイランスシステム強化において重要である
と認識した。

6） リスクアセスメントに資するインターネット
による医師からの感染症情報の解析法の開発 

（研究分担者  :  西藤成雄ら）
　流行期の報告数推移を感染症週報と比較する
と、決定係数でインフルエンザは 0.9836～0.9981、
RS ウイルスは 0.8347と高い相関が認められた。
本法でも感染症週報の報告と一致し、なおかつ質
的な情報も集計表示する Web サイト運用は有益
であった。

7） 急性健康危機事例の探知とリスク評価の手法
の開発 （研究分担者  :  島田智恵ら）
　在外公館の医務官及び領事向けの手順書 （以下
医務官・領事向け手順書） を作成した （平成 28 年
度）。さらに今後の改定に活用すべく、その使用
状況と使用感を把握すべく質問票を用いた調査を
行った （平成 29 年度）。その結果、手順書の需要
と使用する機会はあるものの、現状の手順書は難
解であるとの意見が多く、演習やケーススタディ
を通じて、感染症による健康危機事例におけるリ
スク評価の基本的な考え方と実際の運用を理解し
ていただくこと、手順書の利用者を明確にしたう
えでの改定が今後の課題と考えられた。

8） イベントにおける感染症リスクアセスメント
に関する研究 （研究分担者  :  谷口清州ら）
　G7 伊勢志摩サミットの感染症強化サーベイラ
ンスにおいて、感染症アウトブレイクは認めな
かった。志摩医師会の所属医療機関を対象にアン
ケート調査を実施したところ、感染症法に基づく
疑似症の報告はゼロであったが、アンケートでは
94 症例が疑似症一号に該当すると回答され、疑似
症サーベイランスの目的や届出基準が十分理解さ
れていなかった可能性があった。疑似症サーベイ
ランスの現状の定義に基づく入院例数とそのなか
での本来の目的である重症例を調査したところ、
定義を明確化することによって適正な報告が期待
出来ることが示唆されたため、これに基づき症例
定義を提言した。

9） RS ウイルスサーベイランスの手法の開発 （研
究分担者  :  齋藤玲子ら）
　2015 年 7 月から2017 年 12月までに、925 症例が
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収集された。リアルタイム PCR の結果では、RS

ウイルス陽性 674 例 （72.9％）、陰性 251 例 （27.1％） 
であった。A 型が 229 件 （44.3％）、B 型が 318 件 

（47.2％）、不明 57 件 （8.5％） と判定された。1 年
目 （2015-2016年） は全国的に A 型と B 型が混合
流行で RS ウイルスのピークは 10月にあり、2 年
目 （2016-2017年） は B 型優位の流行でピークは 9

月であり、3 年目 （2017-2018年） は全国的に A 型
優位の流行でピークは 8 月であった。
　RS ウイルスの G 蛋白第二可変領域の遺伝子解
析を行ったところ、A 型は、1 年目の 2 株が NA1

遺伝子型に属していたが、残りの株は全て ON1

型に属し、3 年間を通じ A 型は ON1 遺伝子型が
占めたことが判明した。ON1 型には特に大きな
変異が認められず、地域やシーズンによる集族は
認められなかった。B 型 RSV はすべて BA9 型に
属した。

10） 急性呼吸器感染症の病原体サーベイランスの
手法の開発 （研究分担者  :  小渕正次ら）
　平成 25 年10 月～平成 29 年12 月において、ARI

罹患小児 860 名から検体を採取し、呼吸器ウイル
スを検出・同定した。その結果、860 検体から21

種類のウイルスが検出された （計 985 株）。ウイル
ス別ではライノウイルスが 289 例と最も多く検出
され、全体の 29.3％を占めた。ライノウイルス A

は平成 27、28 年においてそれぞれ 20 種類、18 種
類の遺伝子型がみられたが、平成 27 年では A78、
A82、A40 が、平成 28 年には A28、A58 が多かっ
た。ライノウイルス C においても多くの遺伝子型
の流行が認められたが、ライノウイルスAと同様
に平成 27 年と平成 28 年では主流行株の遺伝子型は
異なっていた。
　改正感染症法の施行に伴い、地衛研ではインフ
ルエンザ非流行期においても検体の収集とウイル
ス検査を実施することとなり、インフルエンザウ
イルス陰性例も検査結果の報告が義務付けられ
た。本研究で開発した duplex rRT-PCR 法はイ
ンフルエンザを含む呼吸器ウイルスを網羅的に検
出できる実験室内診断法であることから、インフ
ルエンザ非流行期の ARI 病原体検査にも有用で
あると思われる。

11） 病院小児科の感染症情報によるリスクアセス
メント （研究分担者  :  中野貴司、研究協力者  :

田中敏博ら）
　静岡県内における小児細菌性髄膜炎サーベイラ
ンスについては、平成 30 年 2 月現在、32 の施設の
小児科および専門科が参加 （資料 2-1） し、計 257

例が登録されている。2006 年以降のデータ （190

例分） をグラフにして公開している （資料 2-2/

https://www.evermedica01.jp/zuimakuen/

share/graph.aspx）。症例数自体は年々減少して
おり、中でもインフルエンザ菌と肺炎球菌を原因
とするものは激減した。2017 年は登録症例がな
かった。近年の症例の中心は、乳児における GBS

を原因とするものとなっている。登録された症例
の半数以上が 0 歳児であった。GBS を原因とする
症例は全例 0 歳児である。

12） マクロライド耐性肺炎マイコプラズマ感染症
に対する抗菌薬の有効性に関する研究 （研究分
担者  :  石黒信久ら）
　ML 耐性肺炎マイコプラズマ感染症に抗菌薬開
始から解熱までの日数を比較すると、MINO 使
用群で抗菌薬開始日から解熱までの日数が有意に
短かったが、その他の 3 剤 （AZM, CAM, TFLX） 
使用群では抗菌薬開始日から解熱までの日数に有
意差はなかった。また、ML 耐性率には地域によ
る大きな偏りが存在した。

13） 避難民に対する公衆衛生対策 （研究分担者  :

和田耕治ら）
　欧州では 2015 年のシリア難民危機の際に難民の
受け入れ体制が見直され、ガイドラインなどが出
されている。また難民を積極的に受け入れている
カナダ、オーストラリアでも積極的に難民の健康
に関する公衆衛生対応の検討が行われている。感
染症に関しては、国によっては入国前や入国時の
結核のスクリーニングが行われ、また入国後に医
療機関を訪問した際に、B/C 型肝炎、HIV、性
感染症、ワクチンで予防可能な疾患、コレラ、マ
ラリア、蠕虫感染症、腸寄生虫感染症、シャーガ
ス病に対するスクリーニングが行われている。
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14） 避難民に対する医療提供体制に関する研究 

（研究分担者  :  高山義浩ら）
　UNHCR や赤十字等においては、海外からの
避難民保護施設における医療提供体制について、
ガイドライン等が出されている。このガイドライ
ン等では、感染症のサーベイランス体制の確立、
ワクチンの接種、医療通訳を含めた保健医療人材
の確保等について掲げられていた。

15） サーベイランスのシステム評価の優先度づけに
ついての検討 （研究協力者  :  Matthew Griff ith

ら）
　サーベイランスのシステム評価を行う対象疾患
の優先度を決定するための因子として以下の項目
を設定した。1） 総合的に重要である （例 : 市民の
関心が高い、専門家の関心が高い）、2） 疫学の変
化が観察されている （過去 5 年以内に、時・場所・
人に変化がある）、3） 公衆衛生的なインパクトが
高い （患者数、死亡者数、致命率、予防可能性等
についての検討）、4） 公衆衛生的な緊急性が高く、
予防対策を早急に策定する必要がある、5） サー
ベイランスが 5 年以内に新規導入された、6） ア
ウトブレイクを見逃している （過去 10 年でアウト
ブレイクを見逃した事例があるか）、7） 仕組みの
変更 （例 : 新しい診断方法の導入、症例定義の変
更）、8） データの質が悪い。

16） 全数報告対象疾患のリスク因子にかかる情報
収集の検討 （研究協力者  :  都築慎也ら）

　 5 類の全数把握対象疾患については、年齢・性
別・感染経路・感染地域の情報はとられているが、
職業は、麻しん、侵襲性髄膜炎菌感染症のみにつ
いて収集されているだけである。5 類の全数把握
対象疾患のうち、職業が潜在的なリスク因子とな
りうる疾患については、職業についての記載欄を
設け、リスク因子の解析を系統的に行うことが望
ましい。ワクチン歴については、国内でワクチン
が利用可能な疾患のうちでは、黄熱、侵襲性髄膜
炎菌感染症については、ワクチン歴の項目がない
ことから、項目の追加が望ましいと考える。その
他、国籍集団生活の有無については、これらがリ
スク因子となりうる疾患については、情報収集項
目に含めることが望ましい。

17） 幼児施設に関連した腸管出血性大腸菌感染症
のアウトブレイクについての検討 （研究協力者  :

金山敦宏、八幡裕一郎）
　2010 年から2013 年の期間では、幼児施設に関連
して 68 のアウトブレイク （症例数 1,035 例） が探
知された。29 のアウトブレイクの血清型は O26、
22 のアウトブレイクは O157 によるものであった
が、傾向としては、O26 や O111 によるもの増加
傾向が観察された。

18） 感染症発生動向調査についてのサーベイラ 

ンスのシステム評価 （研究協力者  :  Matthew 

Griff ithら）
　サーベイランス情報は、IDWR や IASR による 

疫学情報還元や、地方自治体における対応に利用 

されており、有用性があると評価できる。ただし、 
個別の疾患レベルでのサーベイランスの目的が明 

記されていないことは、今回、システム評価をす
る上での困難さとなった。届出項目については、 
今回のシステム評価の結果や、検査体制の整備状
況を考慮し、適宜見直すことが必要である。

19） 避難所で探知された感染症事例のリスク評価 

の手法について （研究分担者  :  島田智恵、研究 

協力者  :  川口辰也、研究代表者  :  松井珠乃ら）
　疾患ごとに評価における重点ポイントが異なる
が、今回開発したツールは各疾患に共通のものと
して有効であるということが確認できた。また、 
行政と感染管理専門家の役割分担についても協議 

を行った。今後の災害に備える観点からは、行政
と感染管理専門家の間での事例対応における共通
認識の醸成、また、組織的な協力体制の構築を行っ 

ていく必要がある。

20） 学校欠席者情報収集システムの自治体におけ
る感染症リスクアセスメントへの有用性 （研究 

代表者  :  松井珠乃ら）
　ワークショップによって提示された自治体の実 

績に基づいた本システムの有用性は以下のとおり 

であった。1） 集団発生探知の迅速な探知、2） 地
域の流行状況のリアルタイムでの把握、3） コミュ
ニケーションの促進、4） 関係者の能力向上と連
携強化。
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21） 日本の感染症サーベイランスについてのまと
め作成 （研究分担者  :  砂川富正、有馬雄三、研
究協力者  :  西島　健、高橋琢理、木下一美、加
納和彦、吉川昌江、新城雄士、新城アシュリー
ら）
　章立ては、1. 日本における感染症サーベイラン
スの成り立ち、2. 発生動向調査事業の歴史、3. 

発生動向調査事業の実施体制、4. 感染症発生動向
調査事業のデータの質管理の方法、5. 発生動向調
査事業の対象疾患、6. 定点把握対象疾患の報告に
おける定点医療機関の選定、7. 病原体サーベイラ
ンス、8. 新感染症について、9. 発生動向調査事業
における情報発信とした。この成果は、国立感染
症研究所感染症疫学センターのウエブサイトにお
いて公開されている。https://www.niid.go.jp/niid 

/ja/nesid-program-summary.html

22） 感染症発生動向調査についてのサーベイラ
ンスのシステム評価 （研究協力者  :  Matthew 

Griff ith、渡邊愛可ら）
　第一章 : Introductions, 第二章 : Beginning the 

evaluation, 第三章 : Surveillance system attrib-

utes, 第四章 : Quantitative methods for surveil-

lance evaluation、第五章 : Qualitative research 

methods for surveillance evaluation, 第六章 : Com- 

bining f inding to conclude and recommend, 第
七章 : Sharing f indings とし、タスクを明示しな
がら、順次進めていくことができる構成となって
いる。

23） 学校等欠席者・感染症情報システムのデータ
を用いたインフルエンザ学校欠席者情報解析 

（研究協力者  :  菖蒲川由郷ら）
　地域流行の迅速な把握の観点からは、ウエブ
マップ上に情報を提示することで、利用者にとっ
てより直感的な情報提供が可能になることが示さ
れた。ただし、目的によって適切な表現方法が異
なることや、データの security、費用負担など、
利用者等、関係者の意見を聴取することがまず大
事である。また、蓄積するデータを用いて、後方
視的な検討による将来への対策立案における有用
性も示唆された。

24） 東京大会に向けての感染症のリスク評価の手
順書 （自治体向け） 作成 （研究代表者  :  松井珠
乃ら）
　研究班としては、ステップ 1 として、情報の収
集と整理 （当該自治体における東京大会に関連す
る事項、各自治体の感染症対応体制、平時におけ
る感染症の発生状況、ワクチン予防可能疾患に関
する抗体保有状況の評価、感染症発生動向調査以
外に自治体において運用されている感染症関連の
サーベイランス・対応のシステム） と、ステップ
2 としてリスク評価 （東京大会により訪日客から
の持ち込みが増加する可能性の高い感染症、東京
大会により国内で広がりやすいと考えられる感染
症、一度に多数の患者が発生する可能性がありか
つ重症度が高い感染症、臨床診断や病原体診断が
難しい感染症、東京大会時積極的疫学調査や健康
監視など感染拡大防止のための行政対応上の負荷
が多いことが懸念される感染症） に分けて評価を
行うことが合理的であろうと結論した。この検討
結果は、国立感染症研究所感染症疫学センターと
しての 「2020年東京オリンピック・パラリンピッ
ク競技大会に向けての感染症のリスク評価～自治
体向けの手順書」 として取りまとめられ、平成 29

年 10 月 5 日に厚生労働省から自治体へ通知され
た。

25） 広域的に開催されるマスギャザリングイベン
トにおける疑似症サーベイランスの運用マニュ
アル （案） の検討 （研究代表者  :  松井珠乃ら）
　疑似症定点医療機関の設定：重症例を効率的に
探知するという観点からは、少なくとも地域の基
幹的病院は含まれていることが望ましい。ポリク
リニックなど、特設の診療所・病院が設置される
場合は、想定される診療内容も考慮した上で、疑
似症定点医療機関に設定することを考慮する。
　疑似症定点医療機関におけるリスク評価のプロ
セス （以下の図参照） : 疑似症の症例定義に当て
はまる症例かどうかの評価、当該患者がマスギャ
ザリングに参加しているかどうかの評価、重症で
あるかどうかの評価 （クラスター形成など医師が
異常と思う場合も含む）、テロやその他の異常な
事態に該当するかどうかの評価、保健所への報告
とした。
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　保健所における対応：ステップ 5 まで到達した
事例があった場合、当該医療機関からの情報収集
と検体検査の必要性についての検討、積極的症例
探索の必要性についての検討、事例の公表、追加
的な調査、対応についての検討と進む。
　報告と情報還元 : 基幹的医療機関等について
は、ゼロ報告を求めることも検討する。また、関
係者に対して日報等で定期的に情報還元を行うこ
とも重要である。
　なお、現時点では、研究班として、技術的な検
討を行った段階であり、実運用に向けては、厚生
労働省や関係自治体との協議、加えて、医療現場
の声をよく聞くことが必要である。

 

 D . 考察
● 感染症発生動向調査の評価と改善法の提案
　感染症法改正の影響に関して、地方感染症情
報センターの立場から、今後の取り組むべき具
体的な課題は、業務量増大に伴う予算、人員、
人材などの制約を前提とした上で、①法改正主
旨の認知度の低さ、②サーベイランス自体の理
解不足、③季節性インフルエンザとそれ以外の
疾患の法的取扱いの格差、④地域医療等への連
携や貢献、⑤不明や重大疾患への対応、⑥検査
機能に制限のある中核市と県型衛生研究所の連
携の 6 つが挙げられた。さらに、課題解決のた
めには、①疫学的・統計学的な調査研究を継続
的に実施している研究班からの助力、②衛生研
究所による関係者への説明、③ 「地域特性」 の
視点での医療との連携、④中核市と衛生研究所
の連携が必要であり、次期見直しに向けての継
続的な実態把握と建設的な工夫が必要であると
結論された。
　インフルエンザの罹患数推計については、単
純に医療施設数で割り戻す現行の方法では、医
療機関の規模が反映出来ず、インフルエンザ罹

患数推計が過大となる傾向が明らかであること
から、当研究班としては、補助変量として、外
来患者延数を用いて推計する方法に改めること
を提案してきた。なお、医療施設調査において、
医療機関における外来患者延数が定期的に収集
されている。平成 30 年のシステム改更に合わせ
て、この補助変量が感染症発生動向調査のシス
テムに組み込まれることとなったのは、研究班
活動の一つの大きな成果である。あわせて都道
府県別の罹患数推計もシステム上で提供するこ
ととなり、自治体の対策立案にとって、有益な
情報が提供できることとなった。
　感染症発生動向調査については、今年度、日
本が Joint External Evaluation  の評価ミッショ
ンを受け入れることになったことを契機に、各
種文書を整理したところである。強みとしては、
法律根拠をもつ仕組みで、事業として継続的に
運用されていること、情報収集項目については、
全国共通の届け出票を基本とし、かつ地方自治
体における一部の自由度を持たせる仕組みもあ
ること、包括的な疾患リストでありながらその
疾患の特性に合わせて定点と全数の二本立てで
探知することの合理性、医療アクセスの良さと
高い医療レベルを基盤とした質の高い情報、医
師に課せられた報告義務、感染症法上の類型と
対応 （例 : 器物対応） が連動していること、地
方衛生研究所と地方感染症情報センターの貢献
をあげた。一方、課題としては、自治体の規模
が様々であり感染症事例に対応する職員数やそ
の経験値に差があること、他の自治体の症例発
生情報は、都道府県別の集合データ （＝公開情
報） しか閲覧することができないことなどをあ
げた。弱みとしては、法律に基づく病原体情報
の収集強化は開始されたばかりで、自治体ごと
にその取り組みに差があること、また、疑似症
サーベイランスの運用については、自治体ごと
に大きなばらつきがあること、感染症発生動向
調査以外の情報を積極的に利用する枠組みが整
えられていないこと、感染症発生動向調査シス
テムへの入力は自治体の手作業に依存しており
大規模な集団発生があると入力の滞りが発生し
うること、感染症発生動向調査システムに搭載
されている患者情報と病原体情報を紐づけする

ステップ1 : 擬似症一号・二号の定義を満たす

ステップ2 : マスギャザリングに参加しているかどうか

ステップ3 : 重症であるかどうか

ステップ4 : テロやその他の異常な事態に該当する

ステップ 5 : 保健所への報告

yes

no

yes

yes

no

no

no

yesもしくは不明

医療機関における
経過観察
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機能の利用や病原体サーベイランスシステムの
利用状況は自治体によって差があることを挙げ
た。
　来年以降は、自治体の規模と経験値が様々で
あることについては、自治体間でのリスク評価
の共通認識の醸成、自治体での解析を補助する
ツールについての技術的検討の継続、他の自治
体の症例発生情報閲覧についての制約があるこ
とについては、自治体間での情報共有方法につ
いての技術的検討は、行うべきであると考える。
また、法律に基づく病原体情報の収集強化につ
いては、特にインフルエンザ様疾患の病原体情
報の収集強化は引き続きの課題であると考え
る。疑似症サーベイランスの運用法については、
運用マニュアルの開発、マスギャザリングに特
化した運用についての検討を行うべきである。
　また、サーベイランスのシステム評価につい
て、実務者向けの包括的なガイダンスを作成し
た。米国人の研究協力者の協力を得て、英語で
作成されたガイダンスであるというところを利
点に、国内外のネットワークの中で、積極的に
活用してもらえるように取り組みたい。

● 感染症発生動向調査の利用の促進
　本研究班において作成した 「感染症発生動向
調査支援ツール」 は、自治体における作業の利
便性が向上することが期待される。また、感染
症発生動向調査のデータを CSV 形式でダウン
ロードできることにより、利用者のサーベイラ
ンスデータ利用が促進されることが期待され
る。今後は、公衆衛生当局者、医療関係者、大
学関係者、企業関係者、メデイア、一般市民な
ど、それぞれの意図で、感染症発生動向調査の
データを積極的に利用したいとする動きが出て
くることも想定され準備を始めておくことが必
要である。また、東京大会に向けて、海外向け
の情報発信強化も考慮すべき事項である。
　わが国の感染症サーベイランスは、前述のと
おり、事業として長く運用され、また医療現場
や自治体の能力が高いことから質の高い感染症
情報を得ていると考える。また、国民皆保険に
より医療のアクセスがよいことも、医療機関を
首座とすることは合理的な仕組みであるといえ
る。しかし、そのような条件でありながらも、

「受診」、「検査」、そして 「報告」 の 「サーベイ
ランスピラミッド」 の影響は、一定程度受けて
いることが想定される。これらのサーベイラン
スバイアスの影響を抑える為には、1） バイア
スの影響が無い、或いは少ないと考えられる
データに限定した解析 ; 2） 適切な分母情報を
考慮した解釈 ; 3） 他・複数の情報源と併せた
解釈の 3 つの手法を、疾患によって、また解析
の目的によって適宜使い分けていくことが有用
であると結論した。感染症発生動向調査のデー
タを解釈していく上で、他の情報と合わせて解
釈する場合、その情報のオーナーシップへの配
慮が欠かせず、まずは、実例を積み重ねること
を通じてその有用性の技術的検証の継続してい
くことが重要であると考える。
　季節性インフルエンザ以外の急性呼吸器感染
症については、現行では包括的な病原体サーベ
イランスが行われておらず、本研究班で開発を
進めている検査系が実運用に供されることが期
待される。
　また、本研究班において、季節性インフルエ
ンザの実地診療家をネットワークしたオンライ
ンサーベイランス、RS ウイルスの遺伝子化型
のサーベイランス、静岡県における病院小児科
をネットワークした細菌性髄膜炎のサーベイラ
ンス、薬剤耐性マイコプラズマ感染症などの
サーベイランスが運用された。それぞれが現行
の感染症発生動向調査にない特性をもってお
り、公衆衛生当局や、医療現場にとって有用な
情報を提供していることが確認された。今後は、
安定的に運用するための仕組みづくりの検討が
必要である。

● 新興・再興感染症発生への準備
　日本は、これまでに、SARS、MERS、エボ
ラ出血熱の確定例を国内で経験しておらず、
我々が構築してきた感染症事例の探知メカニズ
ム、事例発生後の対応の枠組みについて、これ
らの疾患の実例を通じて検証する機会がなかっ
たことは、弱点の一つとして認識をしておくべ
きである。
　この中で、国際的に注目されるイベントであ
る東京大会を 2020 年に開催することとなった。
高い医療水準と、医療と行政の連携を基盤に成
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り立っている感染症発生動向調査が、感染症事
例の探知と対応において、先進国の中でも比類
ないほどパワフルなシステムであることは認識
しながらも、医療機関からのイベントベース
サーベイランスのさらなる強化と地方自治体に
おけるリスク評価の能力強化が必要であると指
摘したい。
　島国という特殊な環境もあり、日本において
は、多くの新興・再興感染症は、海外からもた
らされる可能性が高いということを考慮すれ
ば、海外の感染症発生事例の探知と評価にも、
さらに力を注ぐ必要がある。

● 東京大会に向けて
　自治体向けのリスク評価の手順書に加えて、
疑似症サーベイランスの運用法について、具体
的な技術的検討を開始したところである。東京
大会に向けての検討が、国内の健康危機管理体
制のさらなる強化という観点からレガシーとな
ることを期待したい。

 E . 結論
● 感染症発生動向の評価と改善法の提案  :  感染症
発生動向調査は、様々な事例を通して、その有
用性は確認されているところではあるが、疾患
疫学の変化・医療体制の変化・新たな検査法の
開発・受診動向の変化・社会の新たなニーズ等
を考慮して、システムの評価を継続的に行うこ
とが重要である。特に、改正感染症法に関連し
て、インフルエンザ病原体サーベイランスの運
用状況については、そのデータの解釈にも影響

を与える可能性があるため引き続き注意を払う
必要がある。

● 感染症発生動向調査の利用の促進  :  感染症発生
動向調査の情報をよりよく解釈できるための
様々な技術的な検討を継続していく必要があ
る。その際には、感染症発生動向調査以外の情
報を合わせた解析について、その手法や有用性、
枠組みについて検討を重ねる必要がある。

● 新興・再興感染症発生への準備  :  医療機関から
のイベントベースサーベイランスのさらなる強
化と地方自治体におけるリスク評価の能力強化
が必要であり、これは、東京オリンピック・パ
ラリンピック競技大会に向けたサーベイランス
＆レスポンスの能力強化にも役立つことが期待
される。

 F . 健康危険情報
　　なし

 G . 研究発表
　　各研究分担者の報告書参照

H. 知的財産権の出願・登録状況
1 .  特許取得
　　なし
2 .  実用新案登録
　　なし
3 .  その他
　　なし
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厚生労働行政推進調査事業費補助金 （新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）
総合分担研究報告書

中央感染症情報センターの立場からの感染症発生動向調査の評価と改善

研究分担者　砂川 富正　　国立感染症研究所 感染症疫学センター
研究協力者　高橋 琢理　　国立感染症研究所 感染症疫学センター
　　　　　　齊藤 剛仁　　国立感染症研究所 感染症疫学センター
　　　　　　木下 一美　　国立感染症研究所 感染症疫学センター
　　　　　　有馬 雄三　　国立感染症研究所 感染症疫学センター
　　　　　　加納 和彦　　国立感染症研究所 感染症疫学センター
　　　　　　駒瀬 勝啓　　国立感染症研究所 感染症疫学センター
　　　　　　吉川 昌江　　国立感染症研究所 感染症疫学センター
　　　　　　大竹 由里子　国立感染症研究所 感染症疫学センター
　　　　　　加藤 信子　　国立感染症研究所 感染症疫学センター
　　　　　　小林 祐介　　国立感染症研究所 感染症疫学センター
　　　　　　舟越 　優　　国立感染症研究所 感染症疫学センター

研究要旨
　中央感染症情報センターとしての当センターが取り組むべき今後の課題として、①如何に望まし
い情報ポータルを提案出来るか、②データベースとして集積される情報量増大に対して、感染研内
については病原体部とどのように連携し、どのような分析を行っていくか、③どのような情報発信
が重要か、の 3 点が重要であると考えてきた。複数年に渡る情報収集より、導入に向けての現場 （自
治体の NESID ユーザー） の要望が大きい項目を整理し、平成 28 （2016） 年度の改正感染症法の施行
において実現が期待される部分と、平成 30 （2018） 年 3 月の NESID 更改に向けた検討事項となる
部分について、連続的に検討を行ってきた。全体的な検討方法として、中央 NESID ユーザーとし
ての当センター、当所内関連病原体専門部、地研等の自治体ユーザーの意見をバランスよく集約し、
厚生労働省への提案を行っていく必要がある。
　特に毎年度の全国衛生微生物技術協議会を目途とした全国の地方衛生研究所対象のアンケートよ
り、改正感染症法施行に伴う NESID のシステム運用面の課題等に関して情報収集を行ってきた。
研究班最終年度である平成 29 （2017） 年度においては、平成 28 （2016） 年 4 月の改正感染症法実施
に伴う、全国の地方衛生研究所におけるインフルエンザ病原体サーベイランスの運用状況に関する
調査の実施と課題の抽出を試みた。多くの地方衛生研究所が業務変更を要しつつも、検査体制切り
替えは比較的スムーズである一方で、インフルエンザ様疾患の取り扱いについては課題があること
がうかがわれた。これらは、平成 30 （2018） 年 3 月の NESID 移行・更改という大きな節目を迎え
るにあたり、患者サーベイランスとしての感染症発生動向調査における 「感染症発生動向調査事業
における届出の質向上のためのガイドライン」 とともに 「病原体検出情報システム業務の運用に関
する手引き」 の改訂・公開として対応への一定の期待となっていることが分かった。NESID 移行・
更改 : 推計受診患者数における補助変量の導入に向けた課題の抽出と運用については対応継続中で
ある。NESID で得られる情報公開の在り方に関する検討については次の NESID 更改時の目玉にな
ることが予想されることから、注意深い情報収集と対応が必要である。以上の課題については今後
も継続的に検討を行い、中央 NESID ユーザーとしての当センター、当所内関連病原体専門部、地
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A . 研究目的
　わが国の今後の感染症サーベイランスのあり方
を左右する複数の契機がここ数年の間に以下のよ
うに予定されてきた。まず、「感染症の予防及び
感染症の患者に対する医療に関する法律 （感染症
法）」 の一部を改正する法律 （以下、「改正感染症
法」 と略す。） が平成 26 （2014） 年 11月21日に公布
され、その中には感染症に関する情報の収集体制
の強化が盛り込まれ、平成 28 （2016） 年 4 月 1 日に
施行された。具体的には、病原体サーベイランス
を強化し、1 類、2 類、新型インフルエンザ等感
染症、新感染症以外では、5 類である季節性イン
フルエンザ検体の指定提出機関制度を創設するも
のであり （感染症法第 15 条⇒同第 14 条の 2 ）、都
道府県等への検体提出、検査体制、国への報告基
準については省令等で規定することとなった。次
に、平成 30 （2018） 年 3 月を目途としてわが国の
感染症サーベイランスシステム （National Epide-

miological Surveillance of Infectious Diseases: 

NESID） の政府共通プラットフォームへの移行・
更改が予定されている。NESID は 1） 感染症発生
動向調査 （患者） サブシステム、2） 病原体検出情
報システム、3） 感染症流行予測調査システム、4） 
疑い症例調査支援システム、5） 結核登録者情報
システム （セントラル）、6） 症候群サーベイラン
スシステムなどが一つのデータサーバーに含まれ
る形で、形成されている。平成 28 （2016） 年度の
改正感染症法施行により強化される病原体サーベ
イランスを具体的に支えるものとして、上記 2） 
病原体検出情報システムが含まれる。NESID 全
体の特徴として、地方自治体と国の行政機関を結
ぶネットワークであること、入力後のリアルタイ
ムな情報共有が可能であること （保健所⇔地方/

中央感染症情報センター）、都道府県を超えたデー
タアクセスは基本出来ないこと、中央における情
報のデータベース化が出来ること、CSV データ
の利用が可能であること、現状で柔軟な運用は必
ずしも可能ではないこと、が挙げられる。なお
NESID については、現在の厚生労働省 WISH デー

タセンター内に設置したサーバーによる運用から、
新しいデータセンター （政府共通プラットフォー
ム） に移行することになる （2018 年 3 月 1 日～）。
患者情報サブシステムの基本は変更ない。病原体
検出情報システムにおいてはグラフなどの一部
データ （定型帳票/図表） を公開用ウェブサー
バーに転送 （ウェブ公開） などの改修が行われ
る。また、URL、トップページデザインが変更
となる。必須項目は赤字で （※必須） 表示される。
日付入力が簡単になる （カレンダー）、等の改修
が目新しいところである。さらには、ワクチン接
種歴・海外渡航歴が入力可能となる。また、医療
機関選択が簡単になる （検索・絞り込み機能）。
　本研究グループでは、「感染症発生動向調査の
有用性を日常業務に連携した研究活動の知見を踏
まえつつ高める」 ことを大目標として、先に挙げ
た二つの大きな感染症サーベイランスに関するイ
ベントを中心に、中央感染症情報センターの立場
から感染症発生動向調査の評価と改善に関する実
地研究に取り組んできた。研究グループの大きな
活動の目的としては、具体的なサーベイランスの
運用面の改善を目指した情報の分析と提言であ
る。

 B . 研究方法
　 3 年間を通して、主に以下の複数の項目につい
ての作業にあたってきた。
1） 改正感染症法実施に伴う、地方衛生研究所 

（以下、地衛研） におけるインフルエンザ病原
体サーベイランスの運用状況に関する調査の実
施と課題の抽出。

2） 「感染症発生動向調査事業における届出の質
向上のためのガイドライン」、 「病原体検出情報
システム業務の運用に関する手引き」 の要改訂
箇所の確認。

3） NESID 移行・更改 : 推計受診患者数におけ
る補助変量の導入に向けた課題の抽出と運用。

4） NESID で得られる情報公開の在り方に関す
る検討。

研等の自治体ユーザーの意見をバランスよく集約し、厚生労働省への提案を行っていき、
Surveillance for action への貢献をすべく業務に関連した活動を行っていく所存である。
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（倫理面への配慮）
　上記研究では個人の症例に関する情報を利用せ
ず、倫理上の問題が発生する恐れはない。

  C  .  研究結果
1） 改正感染症法実施に伴う、地衛研におけるイ
ンフルエンザ病原体サーベイランスの運用状況
に関する調査の実施と課題の抽出
　改正感染症法施行に伴う現場の状況について
は、平成 29 （2017） 年度衛微協アンケートまと
めの一部として、以下のような情報を得ている
（詳細は年度報告書を参照のこと）。
・業務の変更があったところは 8 割。
・NESID 情報入力業務増、標準作業書、内部
精度管理等。
・検査体制切り替えは比較的スムーズ。
・季節性インフルエンザについて一部、病原体
定点との連絡、流行期・非流行期の切り替え
判断、定点への周知に苦慮。
・HI 試験廃止、型・亜型・系統の同定は PCR

に切り替え。
・インフルエンザ以外の感染症の検査数減少あ
るいは増加 （多様）。

・インフルエンザ様疾患の取り扱いはやや混乱
したところあり。

2） 「感染症発生動向調査事業における届出の質
向上のためのガイドライン」、 「病原体検出情報
システム業務の運用に関する手引き」 の要改訂
箇所の確認。
　現在適宜作業中である。主に NESID 移行・
更改に伴う事項に対する対応と、NESID 移行
とは直接無関係の届出基準・発生届出の変更等
に即した改訂が行われる。
　なお、届出基準、発生届については、平成 29 

（2017） 年度は百日咳 （2018 年 1 月より全数化）、
風しん （予防指針の改訂に伴う） の改訂があ
り、現在それぞれの疾患に対する届出等ガイド
ラインの整備が進んでいる。それらの状況に応
じたアップデートを行う予定である。

3） NESID 移行・更改 : 推計受診患者数における
補助変量の導入に向けた課題の抽出と運用。
　政府共通プラットフォームに移行する際、感
染症発生動向調査定点データを用いたインフル

エンザ罹患数推計の見直しを行うことになった
ものである。現在のインフルエンザ定点からの
外来受診者数がやや多めのことから来る過大推
計の指摘への対応と位置付けられる。本グルー
プにおける取り組みはあくまで運用に関する課
題の整理であり、理論的背景については触れな
い。シーズン的には 2018/19 シーズンからの開
始が予定される。また、都道府県ごとの計算が
できるようにしていく予定である。

4） NESID で得られる情報公開の在り方に関す
る検討。
　感染症法に基づいて集められたサーベイラン
ス情報の提供については多くの要望がある。一
部は情報開示請求などとして、かなり強力な要
求である。なお、情報を必要な人・グループに
ついては、これまでのところ国内の研究者、企
業、医療従事者、公衆衛生関係者等が多いと考
えられる。

 D . 考察
　平成 29 年度も NESID を活動の中心として、平
成 28 （2016） 年 4 月の改正感染症法施行及び以後
の全国の地衛研における病原体検出情報システム
の状況に関する調査や提案、特にインフルエンザ
病原体サーベイランスの運用状況に関する調査の
実施と課題の抽出を中心に取り組んできた。現在、
一つの指標としてのインフルエンザ様疾患の取り
扱いについては、まだ安定した状況ではない現状
がうかがわれた。平成 30 （2018） 年 3 月の NESID

移行・更改におけるシステム上の変更箇所の把握
や周知も重要であることから、「感染症発生動向
調査事業における届出の質向上のためのガイドラ
イン」 とともに、「病原体検出情報システム業務
の運用に関する手引き」 の要改訂箇所の確認及び
実際の改訂に関する自治体のニーズがあるものと
思われた。NESID 移行・更改：推計受診患者数
における補助変量の導入に向けた課題の抽出と運
用については、自治体レベルにおいても推計受診
患者数の情報に関する需要の高まりも見られたと
考える。運用開始のための、各都道府県における
定点医療機関における延べ外来受診者数に関する
情報収集や入力に関する課題が明らかとなってく
ることが予想され、その分析と対応は重要と考え
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る。
　NESID で得られる情報公開の在り方に関する
検討は従来的にケースバイケースで対応されてき
たが、近年、情報を必要な人・グループとして、
国内の研究者、企業、医療従事者、公衆衛生関係
者等を中心とするものの、一般国民をも対象に含
めた情報公開の在り方への議論が盛んになってき
たと感じられる。他省庁も含めた国としてのデー
タ公開の在り方にも準拠しているべきだと思われ
るが、必要な情報を手軽に取り出せる仕組みとし
て、厚生労働省としてのルール作りとダッシュ
ボードなどを含めたシステム改修に向けた動きを
開始する時期だと思われる。実際の法律の枠組み、
省内、都道府県等の行政機関、研究機関等を中心
に需要に関する整理と法律の枠組み整理、最新の
技術的なバックボーンの整理などを、海外におけ
る実情なども含めて行っていくべきである。次
の NESID 更改での目玉になることが予想される
ほか、様々な解決すべき課題 （どの範囲までが公
表可能な情報か等々） の抽出やシステム変更を含
む対策案の提示と実装は、もはや、研究としての
枠組みを超えているかもしれない。必要な議論の
場についての検討も注意深く行っていく。
　以上、この 3 年間の間には改正感染症法施行や
NESID 移行・更改という大きなイベントが発生
し、その都度の対応や課題の整理を行ってきたも
のである。さらに、ラグビーワールドカップ （2019

年） や東京オリンピック、パラリンピック （2020

年） という国際的なイベントを控え、サーベイラ
ンスが現実のツールとしてどのように公衆衛生に

役立てられるか、という点でチャレンジングな状
態が続いていく。本研究グループとしては、運用
面の課題の解決、特に情報公開等に関するイン
プットの需要増大を見込んだ対応を行っていくこ
ととしたい。

 E . 結論
　サーベイランスをめぐる様々なイベントが相次
いだ中、本研究グループでは、「感染症発生動向
調査の有用性を日常業務に連携した研究活動の知
見を踏まえつつ高める」 ことを大目標として、中
央感染症情報センターの立場から感染症発生動向
調査の評価と改善に関する実地研究に取り組んで
きた。今後も NESID を中心に据えた具体的な
サーベイランスの運用面の改善を目指した情報の
分析と提言を行っていく。

 F . 研究発表
 1  .  論文発表
　　なし
 2  .  学会発表
　　なし

 G . 知的財産権の出願・登録状況
1 .  特許取得
　　なし
2 .  実用新案登録
　　なし
3 .  その他
　　なし
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厚生労働行政推進調査事業費補助金 （新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）
総合分担研究報告書

地方感染症情報センター・地方衛生研究所の立場からの
感染症発生動向調査の評価と改善

（地方感染症情報センターの立場からの感染症発生動向調査の評価と改善）

 研究分担者　中村 廣志　　神奈川県衛生研究所
 研究協力者　神谷 信行　　感染症サーベイランス情報ネットワーク研究会
 　　　　　　中野 道晴　　北海道立衛生研究所（平成27－28年度）
 　　　　　　　　　　　　 （感染症サーベイランス情報ネットワーク研究会　
 　　　　　　　　　　　　　平成29年度）
 　　　　　　市橋 大山　　北海道立衛生研究所
 　　　　　　丸山 　絢　　川崎市健康安全研究所
 　　　　　　三﨑 貴子　　川崎市健康安全研究所
 　　　　　　鈴木 智之　　滋賀県衛生科学センター
 　　　　　　児玉 洋江　　石川県保健環境センター
 　　　　　　森屋 一雄　　佐賀県唐津保健福祉事務所（平成28－29年度）
 　　　　　　蔡 　国喜　　長崎県環境保健研究センター
 　　　　　　小野塚 大介　九州大学大学院医学研究院
 　　　　　　林 　志直　　東京都健康安全研究センター（平成27－28年度）
 　　　　　　灘岡 陽子　　東京都健康安全研究センター （平成29年度）
 　　　　　　高橋 智恵子　神奈川県衛生研究所（平成27－28年度）
 　　　　　　大屋 日登美　神奈川県衛生研究所（平成29年度）
 　　　　　　片山 　丘　　神奈川県衛生研究所

研究要旨
　1999 年 4 月より 「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 （感染症法）」 が施行
され、2006年からは全国レベルで情報を一元的に管理する感染症サーベイランスシステム（以下、
NESIDという） の運用が開始された。現在、地方感染症情報センターは中央感染症情報センターと
の緊密な連携のもと、地域をはじめ全国の感染症対策に大きな役割を果たしている。
　一方、地方感染症情報センターが開設するホームページでは当該自治体の情報のみが提供される
ことから、近隣自治体の情報を包括的に俯瞰することができない。本研究では一般利用者へ向けた
情報提供の現状について調査し、近隣自治体の情報を一覧できるホームページの作成を通して効果
的な情報提供の取り組みについて検討した。平成 26 年度には地方感染症情報センターの情報発信業
務を支援する 「感染症データ分析ツール」 （以下、ツールと略記） を開発し全国の地方感染症情報セ
ンターに提供した。本ツールは、NESID 還元データを定期的に取り込むことで、感染症発生動向
調査の対象となっている疾患ごとに分割提供されるNESID 還元データを一括集積 CSV ファイルに
まとめて出力する機能を有し、感染症情報の解析及び発信力の強化の取り組みをした。
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A . 研究目的
　感染症法の主要な柱である感染症発生動向調査
は患者の発生状況、病原体検査情報などを迅速に
把握することによって、感染症の予防と拡大防止
を図るとともに、住民や医療機関等に正確な情報
を的確に提供することを目的としている。これら
の情報を効率よく収集し、必要に応じて解析する
ための情報ネットワークシステムとして、保健所、
地方感染症情報センター、地方衛生研究所、中央
感染症情報センターを結ぶ NESID が構築されて
いる。本システムのデータは中央感染症情報セン
ターが一元的に管理するデータベースに蓄積され
ている。このことにより還元情報の利用や情報共
有が進み、効率的な事業運営や各地方感染症情報
センターの機能強化、情報連携等に大きな成果を
あげている。しかし、地方感染症情報センターが
開設するホームページでは当該自治体の情報のみ
が提供されることから、近隣自治体の情報を包括
的に俯瞰することができないなど、関心のある一
般の利用者が NESID に集積された感染症情報を
利用するための情報還元の仕組みは、未だに十分
とは言い切れない。本研究では一般利用者へ向け
た情報提供の現状と近隣自治体の情報を一覧でき
るホームページを作成し、効果的な情報提供の取
り組みについて検討する。また、地方感染症情報
センターでは、NESID の還元データを基に、地
域の感染症発生動向をホームページなどにより情
報発信しているが、多くの自治体が少数かつ非専
任職員によって運営されており、疫学的解析を
伴った情報発信は必ずしも十分ではない。一方、
各感染症情報センターが毎週行っている集計・解
析は共通する作業も多いため、定型的作業を効率
化、迅速化することを目的として、ツールの改良・
機能追加を行い、地方感染症情報センターにおけ
る感染症情報の解析及び発信力の強化を図り、
ツールの利用状況の確認及び今後の機能追加のた
め、地方感染症情報センターを対象としたアン
ケート調査を行った。

 B . 研究方法
　感染症対策を行う上で隣接する地域の状況を迅
速かつ的確に把握することは重要である。現在、
感染症情報は原則として各自治体単位で集計、公

表されており、隣接地域の情報を閲覧する場合は
各地方感染症情報センターのホームページを個別
に参照して情報を収集する必要がある。そこで、
首都圏の地方感染症情報センターホームページに
掲載されている情報の種類、内容、提供形式、掲
載時期等に関して情報提供の現状を調査した。ま
た、患者報告数等が一覧できるホームページを研
究分担班が運用を行っているWebサイト 「感染症
豆知識」 （http://www.idsi-net.org/） 上に作成
した。2015 年～2017 年度の 3 年間、随時、ホーム
ページデザインの見直しを行い、掲載コンテンツ
の充実やツールの機能追加を行い、解析機能の強
化として、疾患別の過去 5 週間の報告数や平均値
の集計表及び 3 週間の保健所別、都道府県別グラ
フを表示する 「近況把握」 機能を、情報発信面で
は、感染症情報の週報自動作成機能や利用者から
の要望があった全数把握疾患全数把握疾患の疾患
別グラフ及び定点把握疾患 （基幹定点＜月報告＞） 
の疾患別集計表とグラフの作成機能を追加した。
さらに、感染症情報の公開、資料作成状況及びツー
ルの利用状況を把握するため、ツールの利用状況
等に関する調査を平成 29 年度に、68自治体の地
方感染症情報センター担当者を対象にアンケート
調査を行った。

  C  .  研究結果
 1  .  週報等の情報提供の現状
　週報等のホームページへの掲載状況を表 1 、表
2 に示した。週報は毎週水曜日もしくは木曜日に
更新されており、2016 年の時点で更新日が金曜日
であった自治体も木曜日までに掲載されるように
なった。全数把握疾患全数把握疾患は東京都、埼
玉県、千葉県、群馬県、栃木県、茨城県の 1 都 5

県が当該年の累計を含む疾患別集計表のみの提供
であった。神奈川県はその週の届出のあった疾患
のみの掲載 （累計を含む） に留まり、山梨県では
ホームページに掲載されていなかった。過去の週
報は埼玉県が最も古く1999 年以降の情報が掲載
されており、以下、東京都 （2000 年）、神奈川県 

（2001 年）、栃木県 （2003 年）、茨城県 （2008 年）、
千葉県 （2012 年）、山梨県 （2017 年） が PDF 形式
で掲載されていた。情報の利用には数値データと
してダウンロードすることができれば有用とな
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る。埼玉県、千葉県は 1999 年以降、茨城県は 2009

年以降のデータが表計算ソフト等で利用可能な
CSV （エクセル） 形式のファイルで提供されてい
た。また、東京都では 2000 年以降のデータがデー
タベースで提供されており、利用者が期間や疾患
名等の検索条件を指定することで、CSV 形式で
ダウンロードすることが可能である。ツール利用
アンケート調査の結果でも全国 65のうち 21自治
体で情報提供が PDF 形式にとどまっていた。さ
らに公表内容、形式も一定ではなく近隣自治体間
の感染症流行状況を比較することが困難であっ
た。
 2  .  情報提供の取り組み （ホームページの作成）
　定点把握対象疾患は 1 都 5 県 （東京都、神奈川
県、埼玉県、千葉県、群馬県、山梨県） の患者報
告数が一覧できるよう、2015 年にインフルエンザ、
2016 年に RS ウイルス感染症、感染性胃腸炎、2017

年に咽頭結膜熱、Ａ 群溶血性レンサ球菌咽頭炎、
手足口病、ヘルパンギーナのページを作成した。
全数把握疾患は 1 都 7 県 （東京都、神奈川県、埼
玉県、千葉県、群馬県、山梨県、栃木県、茨城県） 
の患者届出数が一覧できるよう、2015 年に腸管出
血性大腸菌感染症、2016 年に梅毒のページを作成
し、2017 年には人口 10 万人当たりの患者届出数の
情報を追加した。2017 年にはアクセシビリティ向
上のため、デザインの大幅な変更を行いスマート
フォンへの対応を行った。
 3  .  ツールの機能追加
1） 「近況把握」 機能
　全数把握疾患は疾患ごとの当該週の報告数と過
去 5 週間の報告数と平均、当該週と過去 5 週の平
均または前週との比較、年間の累計報告数を全国
または県 （市） ごとに一覧表として出力し、対人
口当たり報告数の出力を追加し、都道府県別の発
生動向を比較できるようにし、定点把握疾患は、
週単位報告の小児科定点、眼科定点、基幹定点
＜週報告＞ はまとめて 1 つの集計表とし、当該週
の定点当たり報告数と過去 5 週間の定点当たり報
告数と平均、当該週と過去 5 週の平均または前週
との比較を表示した。月単位報告は、性感染症と
薬剤耐性菌感染症をまとめて 1 つの集計表とし、
それぞれ当該月の定点当たり報告数と過去 5 カ月
の定点当たり報告数と平均、当該月と過去 5 カ月

の平均または前月との比較を表示し、都道府県別
及び保健所管内別の報告数を表とグラフで表示し
た。
2） 週報自動作成
　基本的なページ構成は、1 ページ目は、各地方
感染症情報センター独自のページ作成が出来るよ
うに、2 ページ目は県 （市） の全数把握疾患につ
いて、疾患ごとの当該週の報告数と過去 5 週間の
報告数と平均、当該週と過去 5 週の平均または前
週との比較、年間の累計報告数が表示される。3

ページ目は県 （市） の定点把握疾患について、週
単位報告の小児科定点、眼科定点、基幹定点 ＜週
報告＞ はまとめて 1 つの表とし、当該週の定点
当たり報告数と過去 5 週間の定点当たり報告数と
平均、当該週と過去 5 週の平均または前週との比
較を表示した。4 、5 、6 ページ目はそれぞれ全数、
定点週報告、定点月報告のデータを保健所管内ご
とに疾患別に表示した。
3） 疾患別グラフ作成機能
　全数把握疾患は当該年の全国の週ごとの報告数
を棒グラフで、県 （市） または、保健所別の週ご
との報告数を年別の折れ線グラフで表示する機能
を追加した。これまでの集計表に加え経年変化を
表示できるグラフを作成することが可能となっ
た。また、定点把握疾患 （基幹定点 ＜月報告＞） 
は当該年の全国の月ごとの定点当たり報告数を棒
グラフで、県 （市） または保健所別の月ごとの報
告数を年別の折れ線グラフで表示する機能を追加
した。
 4  .  ツールの利用状況等に関する調査
1） 回答状況
　調査票を送付した68自治体のうち65自治体から
回答があった。
2） 地方感染症情報センターからの情報発信
　週報等の公表状況は、地方衛生研究所 45、本庁
10、資料の作成と公表を地方衛生研究所と本庁で
行っている 7 、その他 （保健所等） 3 であった。
週報等の公表方法は、様々であるが、回答のあっ
たすべての自治体でホームページによる公表を
行っていた。公表内容は全数把握疾患 63、定点把
握疾患 （週報告） 65、定点把握疾患 （STD） 62、定
点把握疾患 （基幹定点＜月報告＞） 59、感染症情
報年報 42、その他として病原体検出情報や学級閉
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鎖等の発生状況、インフルエンザ入院サーベイラ
ンス等であった。週報等を作成する自治体ごとの
担当者の人数は 2 人が最も多く22、1 人 20、3 人
18、4 人以上 5 で、兼任のみの自治体が 32 であっ
た。公表資料の作成に要する時間は自治体ごとに、
1 時間未満 2 、1 ～ 2 時間 4 、2 ～ 3 時間 17、4 ～ 5

時間16、6 ～ 9 時間14、10 時間以上 10であった。
3） ツールの利用状況
　回答のあった 65 自治体のうち、13 自治体 （20％） 
で利用中、8 自治体 （12％） で利用を検討中であっ
た。また、利用目的は、感染症情報 （週報） の作成、
ホームページや事業報告・会議資料の作成、デー
タ解析であった。改善点として、週報作成機能の
表示に関すること、近況把握機能の基準期間の可
変化等の意見があった。また、全数把握疾患のグ
ラフ作成、定点把握疾患 （基幹定点 ＜月報告＞） 
の疾患別出力、週報出力に全数把握疾患の感染経
路などの詳細情報や定点把握疾患の注意報・警報
表示といった機能追加の要望があった。また、ツー
ルを利用していない理由については、独自のシス
テム （Microsoft Excel のマクロ等を含む） を利
用している自治体が最も多く（36）、業務多忙によ
り時間的余裕がない （5）、Microsoft Access を所
有していない （6）、その他として感染症情報の公
表形式が決まっている、過去のデータとの引き継
ぎ、データ容量が大きく処理速度が遅いため等の
意見があった。

 D . 考察
　 1  .  各地方感染症情報センターが感染症週報と
して公開している情報を利用しようとする場合に
は、それぞれの地方感染症情報センターのホーム
ページ等から取得する必要がある。また、その後
の患者報告数の追加、修正をホームページで公開
されることはほぼなく、NESID を利用できる関
係者以外は、翌年に公開される感染症発生動向調
査事業報告書 （年報） まで情報の入手を待たなく
てはならない。一部の自治体では年報がホーム
ページで公開されていない。一方、国立感染症研
究所からは全国の情報がホームページで公表され
るが、公表日が調査対象の翌々週の火曜日で地方
感染症情報センターの公表日から 5 日～ 6 日程度
遅くなっている。その後の患者報告数の追加、修

正を随時、ホームページで公表することも行われ
ていない。後年、公表される感染症発生動向調査
事業報告書 （感染症年報） を待つ必要がある。こ
れらの情報を再利用可能なフォーマットでホーム
ページに掲載されることが重要である。この様な
利用に対応するためには、CSV （エクセル） 形式
のファイル提供や、公開可能な情報をデータベー
ス化し、利用者が目的に応じて必要な情報をダウ
ンロードできるシステムの構築が有効である。
NESID 利用者は追加、修正済みの最新情報が随
時、データベースからダウンロード可能となって
おり、公開可能なデータであれば、誰もがデータ
ベースからダウンロードできる環境の構築が望ま
れる。東京都感染症情報センター （WEB 感染症
発生動向調査 1 ）） や川崎市感染症情報センター
（川崎市感染症情報発信システム 3 ）） の Web サイ
トで提供されているページが 1 つのモデルとなる
と思われる。
　 2  .  ツールの機能追加は、地方感染症情報セン
ターにおける感染症情報の解析作業の効率化及び
発信力の強化を目的として、過去週と当該週の 6

週分の増減を集計表として、また 3 週分をグラフ
として表示することで、自らの県 （市） だけでな
く、近接県を含む全国の流行状況を俯瞰すること
が可能となった。また、全数把握疾患の対人口当
たりの報告数を表示することで、都道府県別の状
況を容易に比較でき、データの取り込みに要する
時間を加えても、作業時間は30分未満となり、大
幅な効率化が実現した。さらに、すべての疾患に
ついてグラフを作成することができるようになっ
た。
　ツールの利用状況等に関する調査では、感染症
情報の公表については、回答のあったすべての自
治体でホームページを利用していたが、21 の自治
体で PDF ファイルのみによる公開となっており、
過去データの比較やユーザーによるデータの利用
には不向きである。また、掲載内容としては、定
点把握疾患 （週報告） についてはすべての自治体
で、全数把握疾患、定点把握疾患 （STD）、定点
把握疾患 （基幹定点 ＜月報告＞） に関しても 90％
以上の自治体で掲載されていたが、病原体検出情
報や学級閉鎖等の発生状況、インフルエンザ入院
サーベイランス等はツールには出力機能が備わっ
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ておらず、今後の機能追加の課題と考えられる。
また、過去データの閲覧については、週報は 90％
以上の自治体で可能となっているが、個別の疾患
のデータが閲覧できるのは 60％程度であった。
　地方感染症情報センターが提供する資料は、1

人～ 3 人の担当者で作成されており、32 の自治体
では兼務職員のみで作業が行われている。過去の
担当者からの操作方法の継承や新しい疾患の追
加、疾病区分の変更、保健所統廃合の変更時の対
応が困難、独自開発した集計システムの機能更新
に際して予算を確保できないとの意見も見られ
た。
　ツールの利用状況については、利用中及び今後
利用を考えている自治体は全体の 30％となってい
る。ツールの利用を増やすためには、操作方法や
利用例に関する情報発信を行う必要がある。
　現在、感染症情報の発信状況は自治体ごとでば
らつきがあり、住民や医療機関等の利用者が他の
自治体の発信する感染症情報を参照し比較するこ
とが難しい状況にある。地方感染症情報センター
において、本ツールの利用が増加すれば、自治体
間で同じ規格の集計表やグラフを比較することも
可能となる。また、これまで地域への情報発信が
不十分であった自治体においても、本ツールの利
用により、より広域な動向を含めた情報の提供が
期待される。さらに今後、首都圏での例を参考に、
ツール機能を利用した各自治体の全数、定点の集
計表、グラフを圏域ごとにまとめて公表すること
により、近隣自治体間の感染症流行状況を提供す
る検討が望まれる。

 E . 結論
　NESID の運用開始から11 年が経過した。この
間、各地方感染症情報センターの機能強化が進み、
地域住民への感染症情報の提供は当然のことと
なった。また、インターネットが幅広く普及した
ことで、感染症情報はホームページでの掲載に大
きく舵を切った。しかし、各地方感染症情報セン
ターによって掲載されている情報の内容、形式、
種類はまちまちであり、今後の課題となっている。
統一フォーマットによる CSV （エクセル） 形式の
ファイル提供、NESID と連携したデータベース
の構築を進める必要がある。なお、一部のデータ

については、本研究で作成した感染症データ分析
ツール （ID-Data Analysis） を利用することで同
一フォーマットでの情報還元が可能となる。

 F . 研究発表
 1  .  論文発表
　　なし
 2  .  学会発表

地域における感染症情報提供の現状と課題, 

神谷信行, 中野道晴, 中村廣志, 丸山　絢, 三
﨑貴子, 鈴木智之, 児玉洋江, 第76回日本公衆
衛生学会総会 （2017年）

 G . 知的財産権の出願・登録状況
1 .  特許取得
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2 .  実用新案登録
　　なし
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図 1 .  インフルエンザ流行状況 図 2 .  腸管出血性大腸菌感染症の流行状況

表 1 .  週報のホームページへの掲載状況 表 2 .  週報の集計項目別掲載状況（ホームページ）
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 　　　　　　山田 文也　　埼玉県衛生研究所

研究要旨
　平成 28 年 4 月に感染症に関する情報の収集体制の強化を目的とした 「感染症の予防及び感染症の
患者に対する医療に関する法律 （感染症法） の一部を改正する法律」 が完全施行された。この改正
を受け、地方衛生研究所のウイルス検査実施の視点から、法改正の円滑な実施、実施後の状況調査、
その評価と課題検討、課題解決の方向性の提案までを研究目的とした。
　地域性及び設置自治体を考慮して地方衛生研究所を全国から選び、埼玉県内の中核市保健所、国
立感染症研究所感染症疫学センターも加えて、調査検討を行った。
　平成 27 年度は施行前の準備状況も勘案したグループ内での現状調査と協議を行った。特に中核市
の検査を受け入れている県型衛生研究所についての問題や、受け入れている検体の臨床診断名が多
様である状況において、法改正の目的である 「標準化」 に対しどのように対応するのかという課題
をまとめた。
　平成 28 年度は、各自治体における感染症検査状況の法改正による変容を調査した。調査は、10月
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末段階でのインフルエンザ及び 5 類小児科定点把握対象のウイルス性疾患について行った。その結
果、インフルエンザでは、過去 2 年間の同時期と比べ法改正によるとみられる検体数の増加が認め
られた。また、その他の小児科定点把握対象疾患では、その増減は各機関により異なる傾向を示し
たが、対象疾患の流行に一致した検体数の増減が観察された。このことから、制度の改正はインフ
ルエンザ検体数の増加の点で一定の成果があったと考えられた。
　平成 29 年度は平成 28 年度全国調査等で各機関から挙げられた 4 つの課題の協議を行い、自治体側
のウイルス病原体サーベイランスの脆弱性の改善と強靭な機能強化への方策を検討した。その結果、
病原体サーベイランスの対象や方法については、自治体の地域特性を生かして進めていくことの重
要性が確認された。
　 3 年間の研究を通して得られた、今後の取り組むべき具体的な課題を、業務量増大に伴う予算、
人員、人材などの制約を前提とした上で、①法改正主旨の認知度の低さ、②サーベイランス自体の
理解不足、③季節性インフルエンザとそれ以外の疾患の法的取扱いの格差、④地域医療等への連携
や貢献、⑤不明や重大疾患への対応、⑥県型衛生研究所と検査機能に制限のある中核市との連携の
6 つとした。さらに、課題解決のためには、①疫学的・統計学的な調査研究を継続的に実施してい
る研究班からの助力、②衛生研究所による関係者への説明、③ 「地域特性」 の視点での医療との連
携、④中核市と衛生研究所の連携が必要であり、次期見直しに向けての継続的な実態把握と建設的
な工夫が求められると提案した。

A . 研究目的
　平成 28 年 4 月に改正された感染症法が完全施行
され、情報収集体制の強化が図られた。我々は、
地方衛生研究所におけるウイルス性疾患の病原体
サーベイランスについて、改正後の運用状況の変
容を研究グループ内及び全国的に調査し、その結
果を踏まえた具体的な課題と解決の方向性につい
て将来的な提案を行うことを目的とした。

 B . 研究方法
　研究グループは、地方衛生研究所全国協議会感
染症対策部会を中心とした11機関である。 これ
にわが国の感染症サーベイランス （National Epide-

miological Surveillance of Infectious Diseases: 

NESID） 実務を担当している国立感染症研究所感
染症疫学センターの担当者を加えた協議の場を設
定して行った。なお、3 年の研究期間に、参加機
関には一部変更 （28 年度より山形県衛生研究所か
ら東京都健康安全研究センター） があったが、研
究グループで計画を確認、協議していく手法は継
続した。基本的には事前にテーマを協議して、グ
ループ内でのアンケート調査を行い、その内容を
ベースにした討議を一堂に会して行い、検討を行
うスタイルとした。ただし、平成 28 年度は改正後

の全国機関の状況を把握する必要性があるとした
ため、地方衛生研究所全国協議会参画全機関に対
しての状況調査を行った。さらに、当初から制度
上の実施主体とウイルス検査実施機関が異なる中
核市についての課題を検討するため、県域、政令
市、中核市の存在する埼玉県をモデルとして適宜
討議する方法も取った。
　 3 年間の調査は、平成 27 年度は改正前の実態、
予想される課題把握及び計画準備状況の調査を
行った。平成 28 年度は改正後の実態調査として、
要綱、要領の改正点など検査環境を含めた詳細な
状況 （指定定点数、検査機器整備状況、組織人員・
予算、小児科定点把握対象疾患の選択状況、検体
数の変化、作業書等の整備及び管理者の設置状況、
精度管理、情報還元の 7 項目） について 11 機関を
対象とした調査を行い、さらに小児科定点把握対
象疾患の選択状況と検体数の変化について、10月
末までの状況の全国調査を行った。平成 29 年度は
全国調査等から浮かび上がった 4 課題 （①インフ
ルエンザ様疾患、②非流行期のインフルエンザ検
体、③対象外診断名の検体の取り扱い、④インフ
ルエンザ陰性時の検査） についての整理と解決の
方向性を検討した。
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（倫理面への配慮）
　本研究では、個人情報を取り扱わないため、個
人情報保護に関係する問題は生じない。

  C  .  研究結果
　平成 27 年度の新制度導入前の調査検討では、全
体として、法改正への対処は充分とは言えず、中
核市の問題、保健所との関係、提出医療機関の確
保への関与等の共通課題があげられた。
　平成 28 年度の実態調査では、対象とした 11 機関
の状況は様々であったが、全体的に対応は現在進
行形であった。5 類定点把握対象疾患のうち、イ
ンフルエンザ及び小児科定点報告対象疾患の病原
体サーベイランスについて、その変容を全国調査
した。その結果は、インフルエンザについては、
法施行後の各月で検体数が増加しており、流行終
期に当たる 4 月に最も大きな変化が観察された。
この変容は、11 機関を対象とした調査でも、全国
の地方衛生研究所を対象とした調査でも認められ
た。さらに、法改正以前と同様、当該疾患の流行
規模が小児科定点医療機関における病原体サーベ
イランス対象疾患の収集検体数に大きな影響を及
ぼしているところが多かった。
　平成 29 年度の調査検討の結果では各機関で対応
はまちまちであった。共通する課題として、協議
の中で、業務量増大に伴う予算、人員、人材など
の制約を前提とした上で、具体的な課題に①法改
正主旨の認知度の低さ、②サーベイランス自体の
理解不足、③季節性インフルエンザとそれ以外の
疾患の法的取扱いの格差、④地域医療等への連携
や貢献、⑤不明や重大疾患への対応、⑥県型衛生
研究所と検査機能に制限のある中核市との連携が
挙げられた。その解決の方向性として、制度改正
により、環境が急変した埼玉県の取り組みを試行
的モデルとして提示し、①疫学的・統計学的な調
査研究を継続的に実施している研究班からの助
力、②衛生研究所による関係者への説明、③ 「地
域特性」 の視点での医療との連携、④中核市と衛
生研究所の連携が必要と提案した。

 D . 考察
　調査実施時点においては、今回の改正は、イン
フルエンザ検体の収集強化という点で一定の成果

があったものと考えられる。しかし、5 類定点把
握ウイルス疾患のうち、法令上最も明確な位置づ
けがなされたインフルエンザ検体の収集に、法改
正がどのような影響を及ぼしているかについては
現段階においても不明な部分が多く、考慮すべき
問題である。また、法改正前の先行的研究である 

「科学的根拠に基づく病原体サーベイランス手法
の標準化に関する緊急研究」 （研究代表者　調　恒
明山口県環境保健センター所長） の中で 2 点強調
されていることがある。1 点目は感染症サーベイ
ランスへの取り組みにおける自治体間の大きな格
差である。この点については、十分に行えていな
い自治体のボトムアップの必要性が指摘されてい
る。2 点目は 「感染症危機管理のためには、決め
られた検査だけでなく常に最新の技術を取り入
れ、専門的知識による柔軟な検査対応が必要とな
る。地方衛生研究所においては、原因不明の発熱
疾患、急性呼吸器感染症などの類型にとらわれな
い検査能力を培い、健康危機に備えることが重要
である」 と結んでいることである。この 2 点につ
いて、現実的に各地方衛生研究所で強化されたか
については、本研究では結論は見えてないため、
今後も慎重に検討していくべきである。NESID

関連の病原体サーベイランスは、今後各機関が他
の関係部局等の理解を得ながら地方の実情に合わ
せて 「強化」 への取り組みを実施していくことが
望ましいと考える。さらに、病原体サーベイラン
スを法定事業と認定した国の立場を考慮しつつ、
地方衛生研究所は 「地域特性」 を重視してより効
果的な改善が継続的に行われていくための実態把
握と建設的な提案を行うための連携を深める必要
がある。

　謝辞
　本研究を遂行するにあたり、アンケートの実施
等に多忙ななかご協力いただきました地方衛生研
究所全国協議会加盟機関の御担当者様に深謝申し
上げます。

 E . 研究発表
 1  .  論文発表
山田文也, 内田和江, 篠原美千代, 岸本　剛 :

感染症法改正による地方衛生研究所, 病原体
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サーベイランスへの影響, 感染症学雑誌 （投
稿中）

 2  .  学会発表
1） 内田和江, 山田文也, 篠原美千代, 岸本　剛 :

法改正による地方衛生研究所のウイルス検査
への影響－分担研究 「地方衛生研究所の立場
からの感染症発生動向調査の評価と改善」 班
会議報告－, 平成28年度地方衛生研究所全国
協議会第31回関東甲信越支部ウイルス研究部
会 （千葉県）

2） 岸本　剛 : 感染症法改正と病原体サーベイラ
ンスについて, 第75回日本公衆衛生学会自由
集会 （大阪府）

3） 岸本　剛, 篠原美千代, 山田文也, 内田和江, 

中村廣志, 松井珠乃 : 感染症法改正後の感染
症情報機能の強化について－病原体サーベイ
ランスを中心に－, 第30回公衆衛生情報研究
協議会研究会 （福島県）

4） 小川泰卓, 富岡恭子, 鈴木典子, 峯岸俊貴, 中
川佳子, 青沼えり, 内田和江, 篠原美千代 : 埼
玉県におけるRSウイルス検出状況, 第32回関
東甲信静支部ウイルス研究部会 （横浜市）

5） 青沼えり, 富岡恭子, 鈴木典子, 峯岸俊貴, 小
川泰卓, 中川恭子, 内田和江, 篠原美千代 : 埼
玉県におけるアデノウイルス検出状況－咽頭
結膜熱を中心として－, 第32回関東甲信静支
部ウイルス研究部会 （横浜市）

 F . 知的財産権の出願・登録状況
1 .  特許取得
　　なし
2 .  実用新案登録
　　なし
3 .  その他
　　なし
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厚生労働行政推進調査事業費補助金 （新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）
総合分担研究報告書

疫学的・統計学的なサーベイランスの評価と改善

 研究分担者　永井 正規　　埼玉医科大学
 　　　　　　村上 義孝　　東邦大学医学部社会医学講座医療統計学分野
 研究協力者　橋本 修二　　藤田保健衛生大学医学部衛生学
 　　　　　　川戸 美由紀　藤田保健衛生大学医学部衛生学
 　　　　　　大庭 真梨　　東邦大学医学部社会医学講座医療統計学分野
 　　　　　　太田 晶子　　埼玉医科大学医学部社会医学
 　　　　　　谷口 清州　　国立病院機構三重病院臨床研究部
 　　　　　　砂川 富正　　国立感染症研究所感染症疫学センター

研究要旨
　本研究グループの目的は感染症発生動向調査を疫学的・統計学的な面から評価し、有効利用につ
いての改善を考え、必要な提言を行うことである。本グループの 3 年間の検討の結果、1） 水痘の
警報基準値 （定点あたり報告数） を開始 : 7 から 2 、終息 : 4 から 1 に変更すること、2） 罹患数推計
に必要な医療施設調査データを 2014 年のものに更新すること、3） 補助変量を用いた罹患数推計の
NESID へ導入すること、などが提案された。

A . 研究目的
　疫学的・統計学的な視点から、感染症サーベイ
ランスを評価し、必要な改善点・方法を検討・提
案することを目的とし、3 年間のグループ研究を
実施した。具体的な課題は以下の 7 つである。

1 .  警報・注意報の発生状況に関する検討
2 .  定点把握対象疾患の罹患数の推計
3 .  インフルエンザの型別罹患数の推計
4 .  性感染症の罹患数推計
5 .  補助変量を用いた罹患数推計
6 .  基幹定点対象疾患の検討
7 .  全数把握対象疾患の検討

 B . 研究方法
　感染症発生動向調査で収集されているデータを
使用した。一部検討については、医療施設調査を
統計法第 33 条に基づき申請し利用した。

 （倫理面への配慮）
　本研究では、個人情報を含むデータを取り扱わ

ないため、個人情報保護に関係する問題は生じな
い。「疫学研究に関する倫理指針」 の適用範囲で
はないが、資料の利用や管理など、その倫理指針
の原則を遵守した。

  C  .  研究結果
　個々の課題の詳細については、別途報告する。
主な結果は以下のとおりである。

 1  .  警報・注意報に関する検討
　2014 年は、新データを加え、これまでと同様に、
警報・注意報について発生状況を確認した。都道
府県警報についても発生状況を確認した。水痘、
流行性耳下腺炎については警報発生頻度が継続的
に低くなっていた。水痘については基準値を変更
し、警報発生を定点あたり 3 、警報終息および注
意報発生を定点あたり 1 にすることを提案した。
流行性耳下腺炎については変動の範囲内と考え、
基準値を変更しないこととした。
　2015 年は、新データを加え、警報・注意報の発
生状況の把握および基準値の確認を行った。その
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結果、手足口病は流行年であり警報頻度が高いこ
と、基準値変更が議論されている水痘を除き特別
な問題はないことが示された。水痘の警報基準値
については、近年の水痘の警報発生割合が 1 ％以
下と低く、基準値変更の必要性が提案された。警
報開始、警報終息、注意報の基準値を （7,4,4） か
ら （3,1,1） （2,1,1） に変更した場合、警報発生割
合は 2015 年 2.0％、4.7％に増加することが確認さ
れた。今後水痘は増加傾向に転じる可能性が低い
こと、昨年度基準値変更を提案したことをふまえ、
警報の開始、終息基準値を （2,1） に変更すること
が提案された。
　2016 年は、新データを加えて警報・注意報の発
生状況の把握および基準値の確認を行った。その
結果、1999-2015年と比較すると、インフルエン
ザ、感染性胃腸炎、A 群溶血性レンサ球菌咽頭炎
で警報発生割合が高く百日咳で低かった。水痘の
警報基準値が昨年変更されたが （警報開始、警報
終息、注意報の基準値を （2,1,1） とした）、これ
について 2016 年データで検討したところ、警報
発生割合は 3.0％であり適切であることが確認され
た。
 2  .  定点把握対象疾患の罹患数の推計
　2014 年は、これまでの罹患数推計値に 2014 年の
ものを加え検討した。その結果、2006 年-2014 年
の推計値の長期推移、年齢別推移を示し、有用な
解析であることを確認した。
　2015 年は、インフルエンザ、小児科定点および
眼科定点対象疾患の推計結果を前年に引き続き検
討した。また推計に利用する医療施設調査のデー
タを 2011 年から2014 年に更新する準備を完了し
た。この更新データを国立感染症研究所に提供し、
2017 年度内の推計に利用することを提案された。
　2016 年は、インフルエンザ、小児科定点および
眼科定点対象疾患の推計を引き続き検討した。
2016 年の罹患数推計値の傾向として、水痘は半減
後に一定、手足口病と伝染性紅斑が 2015 年の流行
後に低下、流行性耳下腺炎は 2016 年に流行傾向で
あった。
 3  .  インフルエンザの型別罹患数の推計
　2014 年は、2014 年流行シーズンのデータを加え
解析し、2010 年第 36 週からの 5 年間の型別患者数
の推移を示した。また流行の初期・終期の病原体

情報の変動が大きいことに配慮した適切な推定方
法を検討した。
　2015 年は、2015 年流行シーズンの型別罹患数推
計を追加し、6 カ年の結果を示した。2015-2016

年シーズンでは A（H1）pdm と B が多かった。今
年は型別罹患数の推計で問題となる、流行初期の
不安定な病原体割合に対し、基礎的検討を実施し
た。週別の型別割合をそのまま使用した場合、累
積した値を用いた場合、当該週、前週、前々週の
3 週を用いた場合、階層ベイズモデルによる割合
について推定値を示した。
　2016年は、2016 年流行シーズンの型別罹患数推
計を追加し、7 カ年の結果を示した。2016-2017

年シーズンでは A（H1）pdm 非流行期のシーズン
と同様の推移が観察された。インフルエンザ型別
推計に必要な病原体情報により型別割合の推計に
ついては、数種の手法を試した結果、当該週の前々
週・前週の情報を利用した加重平均が適している
と考えられた。
 4  .  性感染症の罹患数推計
　2014 年は、性感染症の罹患数推計について、基
礎的検討を行い、その実施可能性を評価した。
　2015 年は、性感染症罹患数推計のために必要な
性感染症定点の対象診療科の施設数を、2014 年医
療施設調査データから求めた。産婦人科系、泌尿
器科系の比は全国の定点数が 1.12 倍であったが、
都道府県によりその比は大きく異なっていた。
　2016 年は、性感染症の2015 年の罹患数推計を補
助変量による方法で実施した。その結果、補助変
量を用いない方法に比べ、その値の比は 0.91-0.95

となった。
 5  .  補助変量を用いた罹患数推計
　2014 年は、補助変量を用いた方法の提案と新し
いデータを用いた吟味・点検を行った。
　2015 年は、補助変量に各施設の外来患者延べ数
を用い罹患数推計を実施した。その結果、インフ
ルエンザ 0.66 倍、その他疾患で 0.8 倍程度であり、
この比は一年を通じて一定であることが確認され
た。感染研としては、既に NESID のシステム変
更要求の作業リストには記載されていることか
ら、引き続き補助変量を用いた方法を採用するよ
う働きかけることが確認された。
　2016 年は、昨年度に引き続き補助変量による推



–  31  –

計の検討を行った。その結果、2015 年の結果につ
いて現行法 （補助変量なし） と補助変量による推
計結果を比較すると、インフルエンザで 0.66、そ
の他疾患で 0.8 倍程度であった。補助変量を用い
た都道府県別の罹患数推計では、インフルエンザ
では標準誤差率が 10-20％、大きいところでも
33％であるのに対し、小児科定点対象疾患では
100％を大きく超えるものもあった。
 6  .  基幹定点対象疾患の検討
　 3 年間、基幹定点対象疾患の推移を記述した。
定点数に変化はなく、マイコプラズマ肺炎、クラ
ミジア肺炎は減少傾向であった。
 7  .  全数把握対象疾患の検討
　3 年間、4 類感染症、5 類感染症の全数把握対
象疾患のデータを整理し、日本紅斑熱について都
道府県と診断週と発生頻度を図示した。

 D . 考察
　2014 年-2016 年の感染症発生動向調査データを
入手し、現存データに追加することで、前述した
各テーマについて検討した。これまでの本グルー
プの研究で得られた知見から、国の感染症発生動
向調査システム （NESID） の仕様に求められる変
更・改善点を、具体的に提案することができた。

 E . 結論
　本年度の検討の結果、感染症発生動向調査シス
テム （NESID） の仕様に求められる 3 つの変更・
改善点を具体的に提案することができた。

 F . 研究発表
 1  .  論文発表

Murakami Y, Hashimoto S, Kawado M, 

Ohta A, Taniguchi K, Sunagawa T, 

Matsui T, Nagai M. Estimated Number of 

Patients with Inf luenza A（H1）pdm09, or 

Other Viral Types, from 2010 to 2014 in 

Japan. PLoS One. 2016;11（1）:e0146520.

 2  .  学会発表
Murakami Y, Hashimoto S, Kawado M, 

Ohta A, Taniguchi K, Sunagawa T, 

Matsui T, Nagai M. Estimated Number of 

Patients with Influenza A（H1）pdm09, or 

Other Viral Types, from 2010 to 2014 in 

Japan. Society for epidemiologic research 

2016 Florida, USA.

大庭真梨, 村上義孝, 橋本修二, 川戸美由紀, 

谷口清州, 太田晶子, 砂川富正, 永井正規. 感
染症発生動向調査を用いたインフルエンザの
週別型別分布の推定方法の検討. 第76回日本
公衆衛生学会総会. 鹿児島. 2017/11/1.

 G . 知的財産権の出願・登録状況
1 .  特許取得
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2 .  実用新案登録
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3 .  その他
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厚生労働行政推進調査事業費補助金 （新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）
総合分担研究報告書

疾患別のサーベイランスのシステム評価

研究分担者　有馬 雄三　　国立感染症研究所感染症疫学センター

研究要旨
　わが国の感染症サーベイランスは、歴史が長く、ラボと自治体の能力が比較的高い事から、質の
高い感染症情報が得られる。発生動向把握が大きな目的であるが、サーベイランスデータは届出に
よるものであり、そのデータの解釈には、「受診」、「検査」、「報告」 の要素に関連したバイアスも
考慮する必要がある。サーベイランスは、公衆衛生上、エビデンスに基づく意思決定の観点から重
要であるが、わが国に於いては、現在この様なバイアスの可能性に対して対応するガイダンスが無
い。
　複数の疾患別サーベイランスデータの評価を行い、海外の取り組みと最新のアプローチも考慮し
た結果、サーベイランスバイアスの影響を抑える為には、以下の対策が適切であると考えられ
た : 1） バイアスの影響が無い、或いは少ないと考えられるデータに限定した解析 : 2） 適切な分母
情報を考慮した解釈 : 3） 他・複数の情報源と併せた解釈。これらは、疫学的な概念に基づいており、
疾患を問わず応用出来るメリットがある。サーベイランスからの情報は、意思決定の材料となる為、
その解釈には、出来る範囲バイアスの影響を除外する事が必要である。
　また、パンデミックの懸念から、世界的に重要度の高いインフルエンザに於いては、海外ではイ
ンフルエンザに特化した新たなリスクアセスメント法も積極的に取り入れられている。これらの
サーベイランス評価 （現状把握、問題点、教訓）、海外の体制・アプローチの情報収集のプロセス
から、わが国のサーベイランスシステムの強みと弱みも浮かび上がってきた。

A . 研究目的
　わが国の感染症サーベイランスは、歴史が長く、
ラボと自治体の能力が高い事から、質の高い感染
症情報が得られる。また、感染症法に基づいて運
営されている感染症発生動向調査事業から、症
例・事例探知と発生動向のモニタリングが可能で
ある。全数サーベイランスは、迅速な対応を必要
とする事例探知と言うevent-based surveillance 

（EBS） の目的もあるが、定点と共に 「時」、「人」、 
「場所」 のトレンド・分布のモニタリングの役割
も果たしている。これらのサーベイランス情報は、
継続的な現状把握とリスクアセスメントに重要な
材料である。
　ただし、サーベイランスデータは届出によるも
のであり、その背景には、「受診」、「検査」、そし
て 「報告」 の 「サーベイランスピラミッド」 から成
り立っており、サーベイランスデータの解釈には、

これらの変化による可能性も考慮する必要があ
る。よって、サーベイランスデータに見られるト
レンド・分布が、実際の疫学状況を反映している
か、それとも真の発生状況とは異なる他の要因 

（サーベイランスバイアス） による現状を反映し
ているか、評価を可能にするサーベイランスシス
テム・体制が求められる。これは、公衆衛生上、
エビデンスに基づく意思決定の観点から重要であ
り、信頼性の高いサーベイランスデータ解釈を行
う為の合理的なアプローチを検討した。
　疾患別サーベイランス評価と併せて、横断的、
網羅的にわが国のサーベイランスシステムを評価
し、システム全体の強みと弱みの整理も重要であ
る。想定外の新興･再興感染症等の脅威が存在す
る現代、また、2020年の東京オリンピック・パラ
リンピック競技大会に向けて、わが国のサーベイ
ランスシステムの総合的なアセスメントを行う事
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は、より強化なシステム構築と体制に繋げる為に
重要である。

 B . 研究方法
　エビデンスに基づく意思決定の観点から、信頼
性の高いサーベイランスデータ解釈・評価は重要
である。わが国における定点・全数のサーベイラ
ンス対象の疾患を実例の Case examples として、
横断的に、サーベイランスシステムの現状把握、
問題点、改善案を検討した。定点に於いては、定
点サーベイランスの代表的な例であるインフルエ
ンザと RS ウイルス感染症を、全数としては、ア
メーバ赤痢、HIV/AIDS、レプトスピラ、ムン
プス、デング熱を中心に評価した。他国の取り組
み （最新のサーベイランスアセスメント方法、教
訓・提言等） の情報収集も行い、ステークホルダー
との意見交換を定期的に行った。これらの情報を
参考に、わが国のコンテキスト・現状を考慮した
上で、サーベイランスデータ解釈のアプローチに
関して、合理的と思われる手法を検討した。
　とりわけ、歴史の長いインフルエンザサーベイ
ランスについては、近年の海外に於いては、より
公衆衛生的な意思決定を目的とした、新たなリス
クアセスメント手法が活用されている事が知ら
れている。世界保健機関 （WHO） は、2009 年の
パンデミックの経験から （パンデミックの 「重症
度」 を適時に評価出来なかった教訓も含め）、
Pandemic Inf luenza Severity Assessment （PISA） 
を提案し、その一環として、平時から季節性イン
フルエンザのリスク評価を行うことを推奨してい
る。また、近年多くの動物由来のインフルエンザ
ウイルスが患者から報告されているが、個々のウ
イルスのリスクアセスメントが重要であることが
専門家の間で認識されている。ワクチン開発、検
査診断等、個々のウイルスへの対応が必要な為、
それぞれのインフルエンザウイルスに対して、米
国疾病予防管理センター （ＣＤＣ） は、Inf luenza Risk 

Assessment Tool （「IRAT」） を開発した。わが
国においても、インフルエンザは重要度の高い疾
患であり、パンデミックの懸念もある事から、こ
れらの手法を詳細に検討した。
　また、疾患別のサーベイランス評価、そして海
外に於いての体制・アプローチの情報収集のプロ

セスから、わが国のサーベイランスシステム全体
の強みと弱みも浮かび上がり、これらの総合的な
精査・整理を行った。

（倫理面への配慮）
　本調査・研究は、個人を特定する情報は対象と
せず、倫理面での問題が生じることは無い。

  C  .  研究結果
　サーベイランスに於いて報告数に変化 （増減） 
が見られる場合、サーベイランス従事者は、まず、
その増減が実際の疫学状況を反映しているか、そ
れとも真の発生状況とは異なる他の要因による現
状を反映しているかを確認する必要がある。これ
は、従来から重視されてきたステップであり、真
の増加か、「偽陽性」 の現象か、まず評価・確認
する事が必要である。例えば、ある疾病の症例報
告数の増加が観察された時に、その疾病に対する
検査が同時期に保険適用となっていたとしたら、
疾病の発生状況 （罹患率） に変化が無くても、そ
の疾病の発生頻度が増加したと解釈してしまう可
能性がある。報告数が増加した時期と保険適用と
なった時期が重なっている為、発生頻度が増加し
たのか、保険適用によって増加したのか、切り分
けて評価する事が困難になってしまう。
　この様な状況に対して、海外に於いて実施され
ている現状等と併せ、定点・全数のサーベイラン
ス対象の Case examples （RS ウイルス感染症、
インフルエンザ、アメーバ赤痢、HIV/AIDS、
レプトスピラ、ムンプス、デング熱等） から、サー
ベイランスデータ解釈に於いては、以下の 3 つの
アプローチが有用であると考えた :

 1  .  バイアスの影響が無い、或いは少ないと考え
られるデータに限定した解析 （Restriction）

 2  .  適切な分母情報を考慮した解釈 （Denominator）
 3  .  他・複数の情報源と併せた解釈 （Consistency, 

repetition of f indings）
　実際に、わが国のサーベイランスデータから、
1） 限定法に於いては、RS ウイルス感染症、E 型
肝炎とアメーバ赤痢のサーベイランスデータ解釈
に有用である事が分かり : 2） 他・複数の情報源に
於いては、RS ウイルス感染症、インフルエンザ、
ムンプス、アメーバ赤痢のサーベイランスデータ
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解釈に有用である事が判明し : 3）適切な分母に於
いては、デング熱、マラリアに於いて渡航者数の
活用がより適切なデータ解釈を可能とし、検査数・
陽性率の有用性に於いては、HIV/AIDS、レプ
トスピラ、ムンプス、インフルエンザで見られた。
　これは、従来からの疫学概念をサーベイランス
データ解釈に活かしたアプローチである。1） 限
定した解析に於いては、そのバイアスとなる要因
が存在しない、或いは影響が少ないと思われる集
団に限定する方法である。そのバイアスの要因を
取り除く事によって、独立した形で検討を行う事
が可能になる。また、2） 母集団と分母に於いては、
疫学に於いては常に念頭に置いておく必要がある
が、「適切な」 分母と言う概念は、サーベイラン
スデータの性質上、特に丁寧に考える必要がある。
わが国のサーベイランスでは、殆ど 「分子」 情報 

（「届出数」） のみが報告される （従来のサーベイ
ランスデータからの 「罹患率」 （ある一定の地域と
期間においての人口当たり報告数） では、このバ
イアスには対応できない）。輸入感染症であれば、
その感染症がエンデミックな地域に渡航する人数
の変化によって感染者数は影響を受ける可能性が
ある。例えば、渡航者数が増えれば、渡航者数当
たりの感染リスクが一定であっても、感染者数は
増加してしまう。よって、「渡航者」 の分母を考慮
せずに解釈してしまうとその地域での感染リスク
が増加したと誤った解釈をしてしまう可能性があ
る。また、同様に、ラボ検査によって探知され届
出基準を満たす疾病であれば、発生頻度に変化が
無くても、検査体制・関心・行動等の変化によっ
て報告数も影響を受けてしまう。つまり、検査数
の分母の変動を考慮せずに検査陽性数の変動のみ
でサーベイランスデータを解釈してしまうと、
誤った解釈をしてしまう可能性がある （感染リス
クは、実は変化していない可能性がある）。検査
数と検査陽性率を併せて、この様な適切な分母を
考慮する事によって、そのバイアスの影響をある
程度 「調整」 する事が可能になる。最後に、3） 他・
複数の情報源と併せた解釈に於いては、他のデー
タソースでも共通してそのバイアスが影響を及ぼ
す可能性は低いと想定した場合、有用である。す
なわち、共通するバイアスの存在が無い、或いは
少ないと考えられる情報程、理想的な情報源であ

り、また、その様な情報源が多ければ多い程、よ
り信頼性が高いリスク評価になる。
　とりわけ、3） の複数の情報源を精査した上で
のリスク評価と意思決定に於いては、特に近年海
外では重視されている傾向が見られた。これは、
世界保健機関 （Early detection, assessment and 

response to acute public health events: Imple-

mentation of Early Warning and Response with 

a focus on Event-Based Surveillance, 2014）、欧
州疾病予防管理センター （「ECDC Long-term 

surveillance strategy 2014-2020」, 2013）、米国疾
病予防管理センター （「Updated Guidelines for 

Evaluating Public Health Surveillance Systems」, 
2001） も推奨している。実際に、世界保健機関西
太平洋地域事務局 （WPRO） のサーベイランスシ
ステム評価と対応強化に関するインフォーマルコ
ンサルテーション （2015 年） に於いても、複数の
情報ソースを使うことは、「適切な意思決定への
有用性」 として重要視された。また、感染症サー
ベイランスの代表的な教科書 「Infectious Disease 

Surveillance （Mikanatha et al. 2013）」 や、「Trans-

forming Public Health Surveillance （McNabb 

et al. 2016）」、Public Health Intelligence （Regmi 

and Gee 2016） 等の最新のサーベイランス教科書
に於いても、Multiple sources of informationは、
リスク評価と意思決定には必須と扱っている。近
年、サーベイランス以外のデータの入手がより容
易になり、それらの 「ビッグデータ」 を活用した
評価が可能になってきた （渡航者数等、分母情報
を含め）。更に、近年に於いては、想定外の新興･
再興感染症等の脅威も継続して出現しており、従
来のサーベイランスのガイダンスから、迅速な探
知とリスク評価、意思決定 （そして対応） に結び
付ける事をより可能にする Public Health Intel-

ligence の観点で、複数の情報源を重要としてい
る。
　この Public Health Intelligence に直接繋がる
サーベイランスが EBS である。EBS に於いては、
わが国では、法に基づくあらゆる既知の感染症を
含む網羅的な全数報告システム、臨床的に疑わし
い段階で届出を求める体制 （全ての 1 類感染症、
大部分の 2 類感染症、複数の 5 類感染症 : 急性出
血熱、急性呼吸器症候群、急性発熱発疹症候群等
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を含む）、そして all-hazards アプローチの感染症
法第 15 条等により、運用されている。感染症発生
動向調査事業は、国の法律に基づく仕組みであり、
国及び地方自治体によって、予算事業として運用
されているのは、継続性・安定運用の観点からは、
利点である （制度化に基づく持続可能性がある）。
また、サーベイランスの届出について、同じ届出
基準が全国で使用されている為、EBS に限らず、
トレンドや分布モニタにおいても、強みである 

（全国統一のシステムで有る）。また、国に規定さ
れた届出票 （すなわち最小限のデータ要件） があ
るが、地方が追加的な情報収集を行う余地を残し
ており、適切な柔軟性もある。
　これらの強みを認める一方、EBS の概念的な
重要性については、明文化された文書や指針がな
い為、EBS の実際の運用は自治体によって異なる
場合がある。また、多くの全数把握対象疾患は医
療施設や地方衛生研究所によって確定検査が行わ
れ、特異度の高いシステムとなっているが、症例
は医師によって報告されなければならないので、
医師の知識、意識、報告に関する動機は届出に影
響する。この実態を理解する為にも、医療に関連
する情報の他のデータと比較する事は、サーベイ
ランスデータの解釈に役立つが、必ずしもその様
な体制は整備されていないのが現状である。また、
わが国では、サーベイランスデータがラボ検査の
保険適用範囲等の要因によって影響を受ける事が
ある為、前述の様に傾向の解釈は時に困難な場合
がある。適切な分母となる検査数及び陽性率は有
用な指標であるが、これらのデータも、現在、容
易に入手できる状況ではない。また、現在、法的
に明文化されたメカニズムを通じて、特定の症候
群を有する未診断症例が、全数把握対象疾患の
サーベイランスによって検出され得るが、ラボ診
断を含む除外基準が有り、マニュアル作業による
負荷が多く、リアルタイム性に乏しく、データの
解釈が困難である。
　最後に、パンデミックの懸念から、インフルエ
ンザに於いては、新たなリスクアセスメント法が
積極的に推奨されており、今後わが国に於いても
丁寧に検討するのが重要である。毎年季節的に流
行し、常に新型の出現の可能性があるインフルエ
ンザに於いては、より適切と思われるリスクアセ

スメントとそれにマッチした意思決定が、特に近
年重視されてきている。インフルエンザサーベイ
ランスに於いても、上記の 1）～3） の手法と Public 

Health Intelligence と EBS のアプローチは勿論
該当するが、インフルエンザに特化した具体的な
手法も有用である。米国疾病予防管理センターは、
インフルエンザウイルスのパンデミックポテン
シャルの新しいリスクアセスメント手法 （IRAT） 
として、複数の情報源を用いた包括的なリスク評
価を推奨している。本手法は、3 つのリスクカテ
ゴリー （ウイルスの特性、宿主の属性、ウイルス
の生態系と疫学） と10 のリスク評価項目を用いて、
1） ヒト-ヒト感染持続の可能性と 2） 公衆衛生へ
のインパクトを複数の情報源を併せてウイルス同
士を相対的に比較する手法であり、従来より、客
観的、系統的なアプローチである。
　また、WHO が推奨する PISA の Transmission

の閾値設定法に於いても、インフルエンザに特化
したアプローチが推奨されている。季節性インフ
ルエンザの例年並みの推移をベースラインとし、 
「平均的」 な流行曲線を基に流行入り閾値、流行
レベル閾値を設定する事を推奨している。わが国
の罹患数推計患者数を基に、暫定的な seasonal 

threshold、moderate threshold、high threshold、
そして alert threshold の上限を算出し検討した
結果、過去のデータに基づいた閾値は、パンデミッ
クの発生に備えた感染症サーベイランスの強化と
季節性インフルエンザのリスクアセスメントの一
環として、わが国のインフルエンザサーベイラン
スシステム強化において重要であると認識した。

 D . 考察
　わが国のサーベイランスは、実施体制、データ
の管理・解析、病原体のサーベイランス、地方自
治体との連携体制・実施体制・ガバナンス、そし
て情報還元・発信が、国の法律に基づいており、
比較的強力な体制を維持してきた。感染症法によ
り運営されている定点と全数サーベイランスから
は、時系列的トレンド・地域的分布・リスク集団
等のモニタリングが可能であり、この情報は、現
状把握とリスク評価に於いて重要な役割を果たし
ている。一方、届出によるデータである為、「受
診」、「検査」、そして 「報告」 の流れから成り立っ
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ており、現在のサーベイランスシステムでは、こ
れらに対して容易に対応するのが困難で有る事も
認めざるを得ない。サーベイランスバイアスは、
多岐に渡る課題であり、その影響を考慮した上で
の解釈は、より適切な情報に基づいたリスク評価
と意思決定を可能にする為、重要な課題である。
この現状と課題と意義を認識する必要がある。
　また、サーベイランスバイアス評価が重要であ
る事を認める一方 （バイアスによる影響の検討、
或いはバイアスを除外、考慮した上での解釈）、
現在わが国に於いては、具体的・系統的に対応す
るガイダンスが無いのが現状である。サーベイラ
ンスの観点から、現場でも可能な、合理的なアプ
ローチが必要である。複数の疾患別サーベイラン
スデータの評価を行い、他国の取り組みと最新の
アプローチも考慮した結果、共通する課題と教訓
が明らかになった。サーベイランスバイアスの影
響を抑える為には、以下の対策が適切であると考
えられた : 1） バイアスの影響が無い、或いは少
ないと考えられるデータに限定した解析 : 2） 適
切な分母情報を考慮した解釈 : 3） 他・複数の情
報源と併せた解釈。どれも、疫学概念を活かした
手法であり、サーベイランス従事者が、疾患を問
わず使用出来る事がこのアプローチの利点であ
る。また、既存のデータとその他の情報源へのア
クセス等、体制やキャパシティ （人材、資金等含
め） も考慮し、複数のアプローチから選択が可能
である事も、当手法のメリットである。相対的、
質的な評価法である為、SOP 的なガイドライン
としては運用が困難であると考えるが、重要な技
術的ガイダンスのツールになり得る為、ステーク
ホルダーと更に検討し、わが国のサーベイランス
システム・体制の改善に繋げる事が可能だと考え
る。
　実際に、1）～3） の概念については、病原微生
物検出情報 （IASR）、感染症発生動向調査週報 

（IDWR）、FETP 初期導入研修、JICA 能力強化
研修、自治体対象の研修会等で行政施策に携わる
自治体に情報共有を行ってきた。また、現在のシ
ステムを改善する為の措置が計画されており、最
新のシステム改訂では、インフルエンザの検査結
果に関係なく、2016 年から検査データが取得され
る様になった （（2） の適切な分母情報の確保）。こ

の様な陰性データは、症例がいないことと検査
を実施していない事を区別し、検査数と陽性率の
傾向を確認することは、検査行動の変化による
サーベイランスバイアスを考慮した解釈を可能に
する。また、症候群サーベイランスに於いては、
Multiple sources of information の概念と、現在
海外に於いて推奨されている症候群サーベイラン
スの考え方に基づいて、既存のサーベイランスシ
ステムを補完するものとして、 疾患の増加の無い
事の再確認等の状況把握 （Situational awareness） 
として活用が検討され始めている。
　また、常にパンデミックの可能性のあるインフ
ルエンザに於いては、合理的で意思決定に結び付
くリスクアセスメントを行う事は、世界的にもわ
が国に於いても大事である。よって、IRAT と
PISA と言った新たなアプローチが推奨されるよ
うになってきたが、これらの概要に於いては、「イ
ンフルエンザの最近の疫学状況と国際的な監視体
制」 として、平成 27 年度感染症危機管理研修会で
も自治体等に情報還元を行った （IRAT に於いて
は、IASR Vol. 36 p. 221-223: 2015 年 11月号でも
共有）。IRAT は、従来の手法より客観的であり、
政策立案者の情報共有手段と意思決定の根拠等、
実用的なアプローチと考えられた。今後、わが国
においても、この様な複数の情報を合わせた、包
括的かつ系統的なリスクアセスメント法が重要だ
と考えられる。また、PISA の閾値設定法につい
ては、既に稼働しているサーベイランスシステム
とデータを、平時にもパンデミック時にも活用出
来る、合理的なアセスメント法である事がわが国
のデータにおいても示された。明確な閾値を設定
する事によって、意思決定の根拠となるが、絶対
的な実数が求められる為、閾値設定に於いては、
より詳細な精査が必要とされる。実用化までは、
今後の課題であるが、わが国のパンデミックの発
生に備えたサーベイランス強化と季節性インフル
エンザのリスク評価の一環として重要な議題であ
る。
　また、総合的に、横断的なサーベイランス評価、
海外に於いての体制・アプローチの情報収集のプ
ロセスから、わが国の感染症サーベイランスシス
テム全体の強みと弱みも複数浮かび上がってき
た。これらは、日本のサーベイランスシステム・
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体制の改善と強化に向けて、重要な今後の課題で
ある。

 E . 結論
　わが国の感染症サーベイランスは歴史が長く、
制度化に基づく継続性、全国統一のシステム、ラ
ボと地方自治体の強力な能力等、複数の強みを認
める。一方、あらゆる要因により影響を受けるサー
ベイランスデータに於いて、その様なバイアスに
必ずしも対応が出来ておらず、データ解釈が現状
では困難である事の共通認識が必要である。サー
ベイランスデータをより信頼性の高いリスクアセ
スメントと意思決定に繋げる為に、3 つの具体的
なアプローチを提案した。これらは、従来からの
疫学的な概念に基づいており、疾患を問わず応用
出来る事が、大きなメリットである。また、予測
が困難なパンデミックインフルエンザに対して
も、既存の情報や複数の情報を系統的に評価する
事によって、より有意義で合理的なリスクアセス
メントを行うことが出来ると考えられる。今後、
これらのツールに関して、自治体を含むステーク
ホルダーと意見交換を通して、わが国のサーベイ
ランスシステムの改善と更なる強化に繋げる事が
重要である。
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リスクアセスメントに資するインターネットによる
医師からの感染症情報の解析法の開発

 研究分担者　西藤 成雄　　西藤小児科こどもの呼吸器・アレルギークリニック
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 　　　　　　有馬 雄三　　国立感染症研究所感染症疫学センター
 　　　　　　松井 珠乃　　国立感染症研究所感染症疫学センター

研究要旨
　医師が参加するメーリングリストにて、迅速診断を元にインフルエンザや RS ウイルスの検出を
自主的に報告する医師を募り、症例登録のための Web 入力フォームを準備し、その報告数と感染
症週報との比較検討を行った。流行期の報告数推移を感染症週報と比較すると、決定係数でインフ
ルエンザは 0.9836～0.9981、RS ウイルスは 0.8347と高い相関が認められた。本法でも感染症週報の
報告と一致し、なおかつ質的な情報も集計表示する Web サイト運用はきわめて有益であった。

A . 研究目的
　臨床医家にインターネット （INET） を通じて、
迅速診断キットを元に診断されたインフルエンザ 

（f lu） と RS ウイルス （RSV） の診断情報の提出
を呼びかけ、迅速な情報収集とその集計の還元を
実現する。また本法による任意の情報提供と感染
症週報 （IDWR） との相関を明らかにする。

 B . 研究方法
 1  .  対象
　主に 「小児科医フリートークメーリングリスト
（Ped-ft）」 と、「日本小児科医メーリングリストカ
ンファレンス （JPMLC）」 の 2 つのメーリングリ
スト （ML） に本調査の協力を呼びかけた。前者
は 1,130 名、後者は 4,460 名の参加がある。
 2  .  システム構築
　本法を実施するに必要な Web データベースシ
ステムの URL は以下である。
・インフルエンザ … 「MLインフルエンザ流行前
線情報データベース」（以下、ML-f luと略す）
http://ml-f lu.children.jp

・RS ウイルス … 「RSウイルス・オンラインサー
ベイ+hMPV」 （以下、RSV-OS と略す）
http://rsv.children.jp

（1） 入力構造
　症例登録は、一症例が 1 レコードとして登録で
きるデータベース構造を準備し、指定された URL

の報告 Web ページから行う。同ページの URL と
ログインアカウントは、前述した ML にて日・週
集計報告の文中に記載した。パスワード認証にて、
臨床医家以外の情報操作を防いだ。
（2） 出力構造
　図 1 は、都道府県毎の報告を集計した Web サ
イトの先頭ページである。集計の配列は、日本地
図に見立てた配列で表示し、地域的広がりを表現
した。各都道府県の背景色は、1 週間当たりの報
告数に応じて変化させ、流行の視認性を高めた。

  C  .  研究結果
 1  .  報告状況と報告者数
　方法で述べた ML で呼びかけたところ、f lu の
報告には 184-207 名、RSV には 249 名の自主的に
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検出を報告する有志医師がいた。総報告数は f lu

に 28,057～50,345 件、RSV に 1,693 件であった。
 2  .  感染症週報との相関
（1） ML-f lu

　図 2 の図上は感染症週報 （IDWR） の報告数を
縦棒で、ML-f lu の報告数を点線に描いたグラフ、
図下は IDWR を縦軸に ML-f lu の報告数を横軸に
した相関図である （図 2a は 2015/16 年と2016/17

年、図 2 b 2017/18 年）。y を IDWR の報告数、x

を ML-f lu とした場合の線形近似式を表 3 に示
す。その場合の決定係数 （R2） は 0.9836～0.9981

と、極めて高い相関が認められた。
（2） RSV

　図 4 は、RSV の報告数を IDWR は縦棒で、RSV- 

OS は折れ線で描いたグラフである。図 5 は IDWR

を縦軸に RSV-OS の報告数を横軸にした相関図で
ある。y を IDWR の報告数、x を RSV-OS とし
た場合、線形近似式は 「y=69.739x」 で表され、
決定係数 （r2） は 0.8347となった。

 D . 考察
　調査・研究の呼びかけに、全国から毎年 180 か
ら300 名程度の臨床医から協力が得られた。ML

にて日々臨床で困った症例についての意見交換を
行うなど意思の疎通が図れていた事が大きな理由
である。そして 2009 年に AH1pdm09 が出現し診
療現場での感染症の流行に関心が高い事も理由と
して挙げられる。
　また情報の還元が極めて早く行われた事には、
重症度や臨床症状が明らかでない新型インフルエ
ンザが流行する事態で、特に大きな意義がある。
報告数だけではなく、発生した市町村、タイプ 

（A/B 型） や年齢・性別、治療薬剤、ワクチンの
接種歴など、報告されたすべての質的情報がすべ
てリアルタイムに集計され、情報提供者は速やか
に臨床に役立てることができた。
　以上の理由により、全国から多くの調査協力者
が現れ、全国の集計では IDWR と極めて高い相

関を持つ流行速報 Web サイトを構築できる事が
判明した。

 E . 結論
　INET にf luならびに RSV の検出情報を入力・
出力するシステムを準備し、検出情報の提出を
ML で呼びかけたところ、f luで 184～207 名、RSV

で249 名の情報提供者が現れた。その報告数は
IDWR の報告数推移と高い相関を認めた。なお
かつすべての情報がリアルタイムで解析表示さ
れ、臨床症状などの質的情報の迅速な還元も実現
できた。

 F . 研究発表
 1  .  論文発表
　　なし
 2  .  学会発表
1） 西藤成雄 : シンポジウム 2 : インターネット
を利用した臨床的広域サーベイランス （イン
フルエンザ, RS ウイルス）.  第56回日本臨床
ウイルス学会 （2015 年 06月14日・岡山大学鹿
田キャンパス Junko Fukutake Hall）

2） 西藤成雄 : 教育セミナー 2 : 迅速診断を元に
した外来診療医によるオンライン・インフル
エンザ・サーベイランス “MLインフルエン
ザ流行前線情報データベース” の運用につい
て. 第44回 日本小児臨床薬理学会 学術集会 

（2017 年 10月 7 日・ホテルアソシア静岡）

 G . 知的財産権の出願・登録状況
1 .  特許取得
　　なし
2 .  実用新案登録
名称 : 「感染症公開システム」
出願日 : 平成 18 年 1 月27日
出願番号 : 特願 2006－019186

3 .  その他
　　なし
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RS +hMPV

図 1 .  Webサイト 先頭ページ

図 2a .  IDWRとML-f luの比較　2015-2016年, 2016-2017年

図 2b .  IDWRとML-f luの比較　2017-2018年
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表 3 .  IDWRとML-f luの報告数の比較

図 4 .  IDWRとRSV-OSの報告数推移

図 5 .  IDWRとRSV-OSの報告数の相関
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厚生労働行政推進調査事業費補助金 （新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）
総合分担研究報告書

RSウイルスサーベイランスの手法の開発
－（2015-18年シーズンの本邦におけるRSウイルスの分子疫学研究）に関する研究－

研究分担者　齋藤 玲子　　新潟大学大学院医歯学総合研究科 国際保健学分野
研究協力者　日比野 亮信　新潟大学大学院医歯学総合研究科 国際保健学分野
　　　　　　田邊 郁望　　新潟大学大学院医歯学総合研究科 国際保健学分野
　　　　　　小田切 崇　　新潟大学大学院医歯学総合研究科 国際保健学分野

研究要旨
　全国12地域の小児科と協力し、RS ウイルスの垂直サーベイランスを行った。

A . 研究目的
　RS ウイルス感染症は、乳幼児に 「かぜ」 を引き
起こす呼吸器ウイルス感染症であり、感染症発生
動向調査の 5 類定点疾患 （小児科） として全国の
患者発生動向が把握されている。しかしながら、
現行では RS ウイルス感染症は、病原体サーベイ
ランスの対象となっていないため、全国的な病原
体動向が把握されていない。我々は、全国各地の
小児科医と協力し、感染症発生動向調査を補完す
るべく RS ウイルスの病原体の垂直サーベイラン
スを行ったため、結果を報告する。

 B . 研究方法
　2015-2016、2016-2017、2017-2018 年の 3 シー
ズンに 12 地域 （北海道、青森、新潟、東京、静岡、
三重、滋賀、奈良、香川、山口、熊本、沖縄） の
小児科医療機関 （外来および入院） の臨床医に調
査を依頼した。急性呼吸器症状を呈して外来を受
診した小児に対し、保護者に対し十分なインフォー
ムドコンセントを得た上で、主治医が RSV 迅速
診断キットによるスクリーニングを行い、鼻腔検
体を採取した。検体は、新潟大学に輸送され、リ
アルタイム PCR によりA 型、B 型の型別を行い、
G 蛋白第二可変領域をターゲットにしたコンベン
ショナル PCR 産物を使い遺伝子シークエンスを
行った。遺伝子型分類は、樹形図解析 （NJ 法） に
より行った。

（倫理面への配慮）
　新潟大学医学部倫理委員会にて承認を受け、各
医療機関にて保護者から承諾を得た。

  C  .  研究結果
　2015 年 7 月から2017 年 12月までに、925 症例が
収集された。リアルタイム PCR の結果では、RS

ウイルス陽性 674 例 （72.9％）、陰性 251 例 （27.1％） 
であった （表 1 ）。A 型が 229 件 （34.0％）、B 型が
318 件 （47.2％）、不明が 57 件 （8.5％） と判定され
た。
　 1 年目 （2015-2016 年） は全国的に A 型と B 型
が混合流行で RS ウイルスのピークは 10月にあり、
2 年目 （2016-2017 年） は B 型優位の流行でピー
クは 9 月であり、3 年目 （2017-2018 年） は全国的
に A 型優位の流行でピークは 8 月であった （図
1 ）。感染症発生動向調査 （IDWR） のピークは、
11月、10月、9 月と我々の調査よりやや遅かった
が全体として一致していた。
　RS ウイルスの G 蛋白第二可変領域の遺伝子解
析を行ったところ、A 型は、1 年目の 2 株が NA1

遺伝子型に属していたが、残りの株は全て ON1

型に属し、3 年間を通じ A 型は ON1 遺伝子型が
占めたことが判明した （図 2 ）。ON1 型には特に
大きな変異が認められず、地域やシーズンによる
集族は認められなかった。B 型 RSV はすべて BA9

型に属した （図 2 ）。
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 D . 考察
　 3 シーズンを通じ全国的に A 型、B 型がほぼ 1

年ごとに入れ替わり流行していたが、どの型が最
初に流行したか、又は前年度の流行による集団免
疫が影響していると考えられた。
　疫学曲線を見ると、我々の調査による数と、定
点発生動向調査での患者発生数は、流行のピーク
に約 1 ヶ月のずれがあったが、推移はおおむね一
致していた。流行の立ち上がりの時期には臨床医
の関心も高く検体採取がさかんになること、我々
の教室の検査体制が流行最盛期に追いつかず検体
受け入れ制限をしたためと考えられるので、今後
は当教室の検査態勢の整備を進めることでずれが
解消する可能性がある。
　RS ウイルスの流行時期については、2017 年は
明らかに流行が早期化しており、全国的に 9 月に
ピークがあった。主流の流行型は A 型 ON1 遺伝
子型で、遺伝子配列は前シーズンまでのものと変
わらなかったため、この年の流行早期化は、RS

ウイルス G 蛋白の遺伝子の変異によるものでは
なく、ほかの要因によると考えられた。一つとし
て、2017 年夏は降雨日数が多かったことがあげら
れる。我々は過去に夏の降水日が多いと流行ピー
クが早くなることを見出した。それ以外には、
RS ウイルスの他の遺伝子の変異 （F 蛋白など） が
関係している可能性があるため、より広い範囲の
ウイルスシークエンスが必要と考えられる。

 E . 結論
　RS ウイルスは 5 類定点疾患であり、わが国の
サーベイランスでは小児科定点による発生動向調
査による患者発生数が把握されている。RS ウイ
ルスの遺伝子型などの病原体調査は地方衛生研究
所レベルで行っているところもあるが、全国の情
報を集約する体制は確立されていない。我々の研
究はその点で国のサーベイランスを補完する垂直
サーベイランスとしての意義があったと考えられ
る。

　謝辞  :  日本外来小児科学会リサーチ委員会の先
生方と松井班の先生方に感謝します。

 F . 研究発表
 1  .  論文発表
1） Zaraket H and Saito R. Japanese Surveillance 

Systems and Treatment for Inf luenza. Curr 

Treat Options Infect Dis 2016; 8（4）: 311-

328.

2） Hibino A, Saito R, Taniguchi K, Zaraket R, 

Shobugawa Y, Matsui T, Suzuki H, the Japa-

nese HRSV Collaborative Study Group., 

Molecular epidemiology of human respiratory 

syncytial virus among children in Japan 

during three seasons and hospitalization risk 

of genotype ON1. Plos One 2018; 13（1）: 
e0192085 

3） Shobugawa Y, Takeuchi T, Hibino A, Hassan 

MR, Yagami R, Kondo H, Odagiri T, and 

Saito R., Occurrence of human respiratory 

syncytial virus in summer in Japan. Epide-

miology and infection 2017; 145（2）: 272-284.

4） 齋藤玲子, RSウイルス 検査を通して考える
感染症対策 看護実践の科学 2017; 42（13）: 
50-56. （平成 29 年 12月）

 2  .  学会発表
・田邊郁望. 2015-16年シーズンの本邦におけ
る RS ウイルスの分子疫学研究. 第65回日本
感染症学会東日本地方会学術集会・第63回日
本化学療法学会東日本支部総会 合同学会. 

2016 年 10月27日. 新潟
・田邊郁望. 2015-16年シーズンの本邦における

RS ウイルス罹患児の臨床症状とウイルス量
の推移. 第 48 回日本感染症学会総会. 2016 年
11月20日. 岡山

 G . 知的財産権の出願・登録状況
1 .  特許取得
　　なし
2 .  実用新案登録
　　なし
3 .  その他
　　なし
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表 1 .  3シーズンのRSV検体採取数（2015-16、2016-17、2017-18）（初診時検体のみ）
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図 1 .  3シーズン（2015-16、2016-17、2017-18）のRSV流行
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図 2 .  RSV-G蛋白解析
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厚生労働行政推進調査事業費補助金 （新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）
総合分担研究報告書

病院小児科の感染症情報によるリスクアセスメント

 研究分担者　中野 貴司　　川崎医科大学小児科学
 研究協力者　田中 敏博　　JA静岡厚生連静岡厚生病院小児科

研究要旨
　感染症対策における様々なレベルでの情報源として感染症サーベイランスは重要であるが、現状
は公的機関による国、都道府県、市町村といった広い範囲を対象にしたものが中心である。しかし、
小児科の日常診療の現場では、より身近な範囲での流行状況を把握することが実際的な意味を持つ。
一般的な市中病院の小児科で診療する立場で地域の感染症サーベイランスを推進していくことに
よって、日々の診療に直結する情報を得たいと考えた。インフルエンザウイルス感染症、細菌性髄
膜炎、マイコプラズマ感染症等を対象として、サーベイランスに取り組んでいる。インフルエンザ
では、ウイルスの薬剤感受性などを経年的にフォローしている。細菌性髄膜炎については、静岡県
内でインターネットを利用した症例登録システムを稼働させており、NESID のシステムの補完的
な役割も果たしていると考える。さらに、これらの活動をベースにして、地域における突発的な感
染症の流行にも情報面で対応、貢献できるように備えをしており、実際に平成 27 年にはマイコプラ
ズマや百日咳の地域流行においても地域で連携した対応に結びついた。IT を活用し、ネットワー
クつくりに重点を置いた形で、地域に根差したサーベイランス活動を継続している。

A . 研究目的
　感染症診療を取り巻く環境は時々刻々と変化し
ている。ゆえに、高い迅速性と精度、きめの細か
さなどの点で充実した感染症サーベイランスが、
日常診療においては有用性が高いものと考えられ
る。小児科の日常診療の中で遭遇する感染症の
サーベイランスについては、世界や国内における
状況の把握は言うまでもなく重要である。その一
方で、都道府県、市町村、学区、学校や園など、
より身近な範囲でのそれが実際的な意味を持つ。
規模は小さいが一般的な市中病院の一つである静
岡厚生病院の小児科で診療する立場で、感染症
サーベイランスに関わり、これを推進していくこ
とによって、地域における日々の診療に直接的に
結びつく情報を得ることが本研究の目的である。

 B . 研究方法
【1】 インフルエンザウイルス感染症のサーベイラ
ンス
　2010/2011シーズンより継続している調査研究

である。静岡厚生病院小児科において、インフル
エンザウイルス感染症を疑われた小児から採取し
た鼻腔吸引液を検体として、そこに含まれるウイ
ルスを検索している。検体は、2015/2016 シーズ
ンまでは第一三共北里ワクチン ワクチン研究所
と川崎医科大学微生物学教室で、2016/2017 シー
ズンからは新潟大学大学院医歯学総合研究科国際
保健学分野の研究室で、インフルエンザウイルス
の分離・同定およびノイラミニダーゼ阻害剤 

（NAI）/ に対する薬剤感受性や遺伝子変異の有無
について解析を行っている。

（倫理面への配慮）
　鼻腔吸引液検体の採取は、日常診療においても
鼻閉対策で鼻汁吸引処置として、また培養検査や
迅速検査の目的で実施されるが、最大限に愛護的
に行うことで、倫理的な配慮とする。患者情報は、
解析に際して連結可能匿名化される。本研究は、
静岡厚生病院倫理委員会において承認を得てい
る。
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【2】 静岡県内における小児細菌性髄膜炎サーベイ
ランス
　静岡県内の小児科医が自由に活動に参加できる
「静岡小児感染症サーベイランス研究会 （発起人 :

田中敏博、松林　正）」 を立ち上げ、この活動の
一つとして、平成 25 年 9 月よりシステムを稼働し
ている。静岡県内の有床の病院小児科に呼び掛け
て研究への協力を依頼し、各施設で入院加療され
た15歳以下の細菌性髄膜炎症例を、独自に開発し
たインターネットシステム （株式会社 エバーメディ
カ http://www.evermedica.com/index.htm によ
る） を利用して登録する。登録された症例は自動
的に分析され、専用のホームページで一般に公開
されている。また、施設ごとのデータは、各施設
で活用可能な形でフィードバックされている。

（倫理面への配慮）
　症例登録は、各施設で ID とパスワードを用い
てログインして行うことによりセキュリティをか
ける。登録される症例に関しては、個人を特定で
きる氏名や施設内 ID などは求めない。本研究は、
静岡厚生病院倫理委員会において承認を得てい
る。
【3】 地域における突発的な感染症の流行に対する
サーベイランスの試み
　平成 26 年夏、静岡市で開催された花火大会の
際に、屋台で販売された冷やしキュウリを原因と
した病原性大腸菌 O157 の集団食中毒が発生し
た。この事案に対して、患者情報の共有を目的と
したサーベイランスシステムを稼働させた1）経験
をもとに、同様の事例に対応できるよう、準備状
態を維持した。

  C  .  研究結果
【1】 インフルエンザウイルス感染症のサーベイラ
ンス
1） ウイルスの NAI に対する薬剤感受性
　治療前に採取された鼻腔吸引液中のウイルスに
関して、NAI 4 剤に対する薬剤感受性 （IC50） を
測定した。2014/2015 シーズンは A 型/H3N2、2015/ 

2016 シーズンは A 型/H1N1pdm および B 型、2016/ 

2017 シーズンは再び A 型/H3N2 がそれぞれ中心
の流行であった。

　A 型については 3 シーズンを通して、IC50 がい
ずれの NAI に対しても1.0nM 未満であり、良好
な感受性であったと同時に、各 NAI に対する値
も著しい差は見られなかった （資料 1-1、2、5）。
B 型については、2015/2016 シーズンに Victoria、
Yamagata の両系統の検体が採取されたが、IC50

は A 型に比較して概ね 1 オーダー高く、特にオセ
ルタミビルに対して顕著であった （資料 1-3、4）。
3 シーズンを通じて、薬剤耐性株は検出されなかっ
た。2015/2016 シーズンは、急性期と回復期とで
IC50 の比較ができたが、治療前後で有意な差は認
められなかった （資料 1-2～4）。
　2016/2017 シーズンについては、A 型/H3N2 

NA 遺伝子の詳細な解析がなされた （資料 1-6）。
IC50 のはずれ値を示した株については、いくつか
の遺伝子変異の傾向が認められた。
2） 迅速検査キットの結果とウイルス学的検索
の結果との比較
　インフルエンザシーズン中に当科で実施した
迅速検査の結果と、同じ鼻汁検体を PCR 法で分
析した結果を比較した （資料 1-7～9）。静岡厚生
病院では、大塚製薬の迅速検査キットを使用して
いる。迅速検査の特異度は流行の型によらず 100％
であった一方で、感度は A 型で約 70％、B 型で
約 50％であった。
3） PCR 法によるより詳細な分析
　2014/2015 シーズンの検体において、ウイルス
学的分析の際に PCR 法陽性例で必ずしもウイル
ス分離ができないことに着目し、その原因を探る
べく、より詳細な分析を研究所に依頼した。
　具体的には、PCR 法で分析する際に得られた
Ct 値に注目した。PCR 法陽性 92 検体のうち、ウ
イルス分離できた 71 例とできなかった 21 例をグ
ラフにプロットすると、Ct 値で 30 のあたりをカッ
トオフ値とみなすことができた （資料 1-10）。さ
らに、各検体を採取した時点の発熱からの日数を
横軸に、Ct 値を縦軸にとってグラフ化した。経
過日数が増すにつれて、ウイルス分離ができない
検体の割合が高くなった （資料 1-11）。
【2】 静岡県内における小児細菌性髄膜炎サーベ
イランス
　平成 30 年 2 月現在、32 の施設の小児科および
専門科が参加 （資料 2-1）し、計 257 例が登録され
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ている。2006 年以降のデータ （190 例分） をグラ
フにして公開している （資料 2-2/https://www.

evermedica01.jp/zuimakuen/share/graph.aspx）。
症例数自体は年々減少しており、中でもインフル
エンザ菌と肺炎球菌を原因とするものは激減し
た。2017 年は登録症例がなかった。近年の症例の
中心は、乳児における GBS を原因とするものと
なっている。登録された症例の半数以上が 0 歳児
であった。GBS を原因とする症例は全例 0 歳児
である。
【3】 地域における突発的な感染症に対するサーベ
イランスの試み
　感染症サーベイランスに関わる地域のネット
ワークの中で、1 年間に 2 つの事案に遭遇した。
1） マイコプラズマによる小学校の学級閉鎖
　平成 27 年 7 月、「発熱と咳が長引く風邪が静岡
市 X 地区の小学校のある学年で流行っている感
触だ。恐らくマイコプラズマ。迅速検査をしたり、
LAMP 法を提出したりということはもちろんす
るが、それ以上何ができるだろうか。先生ならど
うする？」 というご相談を、地域の開業医からい
ただいた。
　直ちに国立感染症研究所・細菌第二部および静
岡市の環境保健研究所に連絡をとり、検体の採取
と解析への協力を依頼した。また、地域で展開さ
れている小児科医中心のメーリングリストに、本
事例を紹介し、各学区への広がりがないか、あれ
ば検体採取への協力を得たい趣旨の情報提供を
行った。
2） 中学校における百日咳の流行
　平成 27 年 7 月初旬からの咳嗽で受診した某中学
の生徒から採取した鼻咽腔吸引液で百日咳菌が
PCR 法で陽性となった。8 月半ば、判明した結果
を母と、夏休み中ではあったが当該中学校養護教
諭に連絡。その母も長引く咳の症状があり、抗体
検査の結果、百日咳と診断された。一方当該中学
校では、夏休み中にもかかわらず緊急職員会議を
開催した上で、注意喚起のメールを翌日の段階で
全生徒に発信、メールを見た生徒が静岡厚生病院
を含む近隣の医療機関を受診した。
　並行してメーリングリストに発信して地域の医
療機関で情報を共有した。保健所にも連絡をとり、
地域における百日咳のサーベイランスとして検体

の解析にあたる体制の確保を得た。静岡厚生病院
からは、平成 27 年 8 月から12 月の間に、当該中学
校の学区在住者を中心に18 症例の検体を提出し、
うち 5 例で LAMP 法陽性 （ 9 ～12歳） が確認され
た。また同時期に外来診療の中で実施した抗体検
査により、11 例が診断基準に合致して百日咳と診
断された。

 D . 考察
　一般的な市中病院である静岡厚生病院小児科
は、全国の多くの小児科同様、ごく日常的な小児
の診療に従事している。その中で、地域における
感染症診療をより充実させていく目的で、「静岡
小児感染症サーベイランス研究会」 を立ち上げ、
随時研究協力施設を募りながら、日常診療の傍ら
研究を進めている。本研究は、静岡厚生病院小児
科およびこの研究会を中心として実施しているも
のである。
　インフルエンザウイルスに関するサーベイラン
スは、2010/2011 シーズンから継続中である。ウ
イルスの薬剤耐性化が常に話題となり、実際に一
部地域で耐性株が見出されているが、当地で検出
された耐性株は、2010/2011シーズンの A 型/

H1N1pdm09 の 1 例のみである。型や系統による
薬剤感受性のパターンの相違について経年的に
データを蓄積していくことは、今後の新しい抗イ
ンフルエンザ薬の登場に向けて基礎情報として重
要であり、また新型のウイルスの流行に対する備
えとしても不可欠である。遺伝子学的検索におい
ても、IC50 がはずれ値を示す株で変異を生じてい
るものが見出されており、今後終始していく必要
がある。インフルエンザウイルスは、流行する型
や株が年々変化することから、引き続き当地にお
けるサーベイランスの継続が重要な役割を果たす
と考える。
　鼻腔吸引液中のインフルエンザウイルスの分析
の副次的な研究であったが、迅速検査キットの性
能評価により、ウイルスの型によってキットの感
度が異なることが把握された。このことにより、
単にキットの性能の良し悪しを議論をするのでは
なく、そのデータを念頭に置いて診療の中で生か
していくことが大切である。また、キットの判定
結果とウイルス学的な解析結果とを比較していく
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中で、ウイルスの活動性を評価することを試みた
ものが、PCR 法における Ct 値を用いた分析であ
る。ウイルス分離の可否や発症からの時間経過と
の関連性が示唆され、ウイルスの感染性や活性の
指標になる可能性があると思われた。
　Hib ワクチンと肺炎球菌ワクチンがわが国に導
入されて以降、小児における細菌性髄膜炎の発生
頻度が大幅に減少しつつあることは各種の調査・
研究から明らかである1, 2）。当地でも情報を共有
し、ワクチン接種率の維持および向上に結び付け
ていくために、静岡県における小児の細菌性髄膜
炎の登録システムを運営している。Hib と肺炎球
菌を原因とする細菌性髄膜炎の患者は著明に減少
している一方で、新生児期を中心とした GBS に
よる髄膜炎は制御されていないものと推察され、
その対策の確立が今後の課題である。
　感染症発生動向調査システム （NESID） は、各
種感染症の発生状況を把握し、情報を広く共有す
る目的で運営されている3）。しかしながら、全国
的な趨勢が把握できる可能性がある一方で地域に
おける動向は捉えられない点、稀な疾患であれば
あるほど登録に協力する施設数の問題から疾患発
生の捕捉が不十分となる可能性、また必ずしもそ
の情報へのアクセスが容易ではないという問題点
が指摘できる。これらの点で、我々が稼働させて
いるシステムは、地域の状況をよく反映し、コミュ
ニケーションよく共有できる点でより優れた側面
を持っていると考えられる。他の疾患にも応用し
たり、また同じシステムを利用して他の地域と連
携や比較を図ったりといった汎用性も期待でき
る。今後はそういった視点を持って、NESID を
補完あるいは発展させるような展開も検討してい
きたいところである。
　細菌性髄膜炎のサーベイランスシステムを運営
してきた経験を生かし、平成 26 年夏に静岡市で開
催された花火大会で発生した病原性大腸菌 O157

の集団食中毒に際し、サーベイランスシステムを
稼働させることができた4）。突発的に発生する感
染症の流行に対し、日頃からサーベイランスシス
テムを整えてきたことが生かされた好例であっ
た。O157 の食中毒ほどの規模ではなかったもの
の、平成 27 年に地域で発生していたマイコプラズ
マと百日咳の流行も、地域のネットワークの中で

感知され、開業医と病院の医師、学校、保健所、
国立感染症研究所との連携につなげることができ
た。これにより、各医療機関において、適正な検
査や治療の実施に結びついていった可能性も高
い。ターゲットを特定しない形でも情報を共有し、
連携して対応していくためには、地域における継
続的なサーベイランス活動が、コミュニケーショ
ンの醸成という観点で重要な役割を果たすものと
実感した次第である。また、情報の迅速かつ正確
な共有のために、メーリングリストやホームペー
ジなどの IT ツールは、大いに活用していくべき
であることを再認識した。

 E . 結論
　身近な地域の状況を把握し、日常診療に直結す
る感染症サーベイランスの体制を、一つの試みと
して静岡県において整え、情報の共有と発信を継
続していきたい。そのために、IT を活用して効率
化、視覚化、有用性の向上を図ることは大きな柱
になると考える。また、有効なサーベイランスと
して機能するためには、地域の関係者の間でネッ
トワークを形成し、日頃より十分なコミュニケー
ションがとられていることが重要である。
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マクロライド耐性肺炎マイコプラズマ感染症に対する
抗菌薬の有効性に関する研究

－肺炎マイコプラズマ感染症の地域的な解析と基幹病院定点の評価－

 研究分担者　石黒 信久　　北海道大学病院　感染制御部
 研究協力者　海方 美紀　　北海道大学医学研究科 小児科学分野
 　　　　　　有賀 　正　　北海道大学医学研究科 小児科学分野
 　　　　　　菊田 英明　　北海道大学
 　　　　　　大庭 幸治　　東京大学大学院　情報学環・学際情報学府
 　　　　　　富樫 武弘　　北海道結核予防会 札幌複十字総合健診センター

研究要旨
【目的】 ① 小児におけるマクロライド （ML） 耐性肺炎マイコプラズマ感染症に対する各種抗菌剤の
治療効果を調査すると共に、② ML 耐性肺炎マイコプラズマのサーベイランスを行い、それを経時
的にフィードバックするシステムを構築することで、臨床医の抗菌薬選択に寄与することを目的と
する。
【方法】 ① 2013 年 7 月から2015 年 8 月までの期間、肺炎マイコプラズマによる肺炎患者の鼻咽頭ぬ
ぐい液を採取して ML 耐性の有無を検査すると同時に、各種抗菌剤の治療効果を検討した。② 2016

年 7 月から 2017 年 11月まで肺炎マイコプラズマ抗原検査あるいは LAMP 法によるマイコプラズマ
核酸検出検査を行ない、検査で陽性となった検体の残り液を用いて ML 耐性の有無を検査した。
【結果】 ①（1） 50 名 （45.9％） の ML 感受性肺炎マイコプラズマ肺炎患者と59 名 （54.1％） から ML 耐
性肺炎マイコプラズマ肺炎患者を対象として解析を行った。ML 耐性株は全て 23S リボゾーム
RNA 上に A2063G 変異を有していた。（2） A2063G 変異を有する肺炎マイコプラズマ株のマクロラ
イド系抗菌薬に対する MIC90 値は A2063G 変異を有さない株に比べて 105 倍以上高値であったが、
MINO と TFLX に対する MIC90 値は A2063G 変異を有さない株と差異はなかった。（3） ML 耐性
肺炎マイコプラズマ感染症に抗菌薬開始から解熱までの日数を比較すると、MINO 使用群で抗菌
薬開始日から解熱までの日数が有意に短かったが、その他の 3 剤 （AZM、CAM、TFLX） 使用群
では抗菌薬開始日から解熱までの日数に有意差はなかった。（4） 抗菌薬開始から解熱するまでの日
数を、ML 感受性あるいは耐性株に分けて検討したところ、抗菌薬による治療開始後 2 日以内に解
熱する症例の 78％は ML 感受性群であり、発熱が 3 日以上持続する症例の 85％は ML 耐性群であっ
た。② （1） 合計 338 名の患者から検体を採取し 222 名 （65.7％） の検体より肺炎マイコプラズマが検
出された。222 名中 98 名 （44.1％） から採取された検体から ML 耐性肺炎マイコプラズマが検出され、
残りの 124 名 （55.9％） から採取された検体から ML 感受性肺炎マイコプラズマが検出された。（2） 
地域による偏りが存在した。
【結語】 ① ML 耐性マイコプラズマによる肺炎に対しては MINO が有効であるが、他の 3 剤 （AZM、
CAM、TFLX） の効果は限定的であった。② ML 耐性肺炎マイコプラズマの検出頻度には地域によ
る偏りがあることが確認された。ML 耐性肺炎マイコプラズマのサーベイランスの臨床的有用性が
高いと思われた。
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A . 研究目的
　近年、マクロライド （ML） 耐性肺炎マイコプ
ラズマの出現が大きな問題となっている。ML 耐
性肺炎マイコプラズマによる感染症の治療にミノ
サイクリン （MINO） やトスフロキサシン （TFLX） 
を必要とするのか等については統一した見解が得
られていない。
　本研究では小児における ML 耐性肺炎マイコプ
ラズマ感染症の実態を明らかにするとともに、
ML 感受性及び耐性肺炎マイコプラズマ感染症に
対する各種抗菌剤の治療効果を調査することに加
えて、ML 耐性肺炎マイコプラズマのサーベイラ
ンスを行い、それを経時的にフィードバックする
システムを構築することで、臨床医の抗菌薬選択
に寄与することを目的とする。

 B . 研究方法
①マクロライド耐性肺炎マイコプラズマ感染症に
対する抗菌薬の有効性に関する研究

 1  .  研究の種類・デザイン
　前向き観察研究
 2  .  対象患者
　2013 年 7 月から 2015 年 8 月までに、道内の医療
機関に通院または入院したマイコプラズマ感染症 

（疑いも含む） 患者のうち、18 歳以下で、胸部レ
ントゲン写真上で肺炎の所見があり、本研究の参
加にあたり、患者本人 （代諾者を含む） の自由意
思による文書同意あるいは口頭説明で同意が得ら
れた患者を対象とする。
 3  .  検体採取方法
　喀痰 （咽頭ぬぐい液でも可） を 2 本の綿棒で採
取する。1 本の検体を用いて 「遺伝子検査方法」 
に示す測定を行い、1 本の検体を用いてマイコプ
ラズマ感染症の迅速検査キットにて検査を行う。
 4  .  遺伝子検査方法
　採取した咽頭ぬぐい液から QIAamp DNA Mini 

Kit （QIAGEN 社） を用いて核酸を抽出し、real-

time PCR 法にてマイコプラズマ遺伝子を検出す
る （J. Clin. Microbiol. 2008, 46（9）: 3116）。23Sリ
ボソーム RNA ドメインⅤ上の A2063C、A2063G、
A2064G、C2617G 変異の有無を検査した （Antimicrob 

Agents Chemother. 48: 4624, 2004）。

 5  .  肺炎マイコプラズマの分離と抗菌薬感受性
　Hayf lick 培地を用いて肺炎マイコプラズマを
分離して （Tex Rep Biol Med 1965. 23: Suppl 1: 

285+）、微量液体培地希釈法により抗菌薬に対す
る MIC （最小発育阻止濃度） 値を測定した（Anti-

microb Agents Chemother 2004. 48: 4624-4630）。
 6  .  被験者の診療情報
　被験者への調査票と主治医への調査票から診療
情報を入手する。
 7  .  統計学的解析
　主要評価項目は抗菌薬服用開始日から解熱 （37.5

度未満） までに要した時間とする。
　抗菌薬服用開始日から解熱 （37.5 度未満） まで
に要した時間を横軸、37.5 度以上の有熱率を縦軸
とするカプランマイヤー曲線を作成し、ログラン
ク検定 （log-rank test） を用いて 2 つの曲線の差
を検定する。
　Cox 比例ハザード・モデルを用いて、抗菌薬服
用開始日から解熱 （37.5 度未満） までに要した時
間に影響を与える因子を解析する。
 8  .  倫理的配慮
　本研究は、北海道大学病院自主臨床研究審査委
員会の審査を経て、北海道大学病院により承認さ
れている （臨床研究番号 : 自012-0174）。
②肺炎マイコプラズマ感染症の地域的な解析と基
幹病院定点の評価

 1  .  研究の種類・デザイン
　前向き観察研究 （検体による探索的研究）
 2  .  対象患者
　2016 年 7 月以降、道内の医療機関に通院または
入院した18 歳以下のマイコプラズマ感染症 （疑い
も含む） 患者のうち、マイコプラズマ抗原検査あ
るいは LAMP 法によるマイコプラズマ核酸検出
検査を行ない、本研究の参加にあたり、患者本人 

（代諾者を含む） の自由意思による同意が得られ
た患者を対象とする。
 3  .  検体採取方法
　マイコプラズマ抗原検査あるいは LAMP 法に
よるマイコプラズマ核酸検出検査は、各検査キッ
トの添付文書に則り実施し、検査で陽性となった
検体の残り液を凍結・保存する。これらの残り液
を北大小児科の研究室に集めて、以下に示す測定
を行う。
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 4  .  遺伝子検査方法
　マイコプラズマ抗原検査の残り液から核酸を抽
出し、real-time PCR 法にてマイコプラズマ遺伝
子を検出する （J. Clin. Microbiol. 2008, 46（9）: 
3116）。ML 耐性遺伝子の検出は Matsuoka らの
報告に従った （Antimicrob Agents Chemother. 

48: 4624, 2004）。
 5  .  被験者の診療情報
　被験者への調査票から情報を入手する。
 6  .  統計学的解析
　マクロライド耐性率について、地区別に、外来
患者/入院患者の区別、患者年齢、を調整した標
準化割合ならびにその 95％信頼区間を年ごとに
算出する。標準集団は全体集団における分布とす
る。また、マクロライド耐性遺伝子の有無を従属
変数、外来患者/入院患者の区別、患者年齢、患
者性別、患者が居住している地区、調査年、検体
提出 1 週間以内にマクロライド系抗菌薬服用の有
無を独立変数としてロジスティック回帰分析を行
う。
 7 .  倫理的配慮
　本研究のすべての担当者は、「ヘルシンキ宣言
（2008年10月修正）」 および 「臨床研究に関する倫
理指針 （平成 20 年 7 月31日改正、以下臨床研究倫
理指針）」 を遵守して実施する。本研究は、北海
道大学病院自主臨床研究審査委員会の審査を経
て、北海道大学病院により承認されている （臨床
研究番号 : 自014-0269, 自016-0097）。

  C  .  研究結果
①マクロライド耐性肺炎マイコプラズマ感染症に
対する抗菌薬の有効性に関する研究

 1  .  解析の対象となった肺炎マイコプラズマ肺炎
患者
　50 名 （45.9％） の ML 感受性肺炎マイコプラズ
マ肺炎患者と59 名 （54.1％） から ML 耐性肺炎マ
イコプラズマ肺炎患者を対象として解析を行っ
た。ML 耐性株は全て 23S リボゾーム RNA 上に
A2063G 変異を有していた。
 2  .  分離された肺炎マイコプラズマ株のML感受
性
　A2063G 変異を有さない肺炎マイコプラズマ株
のマクロライド系抗菌薬の MIC90 値は低値であっ

たが、A2063G 変異を有する肺炎マイコプラズマ
株のマクロライド系抗菌薬の MIC90 値はいずれ
も （A2063G 変異を有さない肺炎マイコプラズマ
株と比べて） 105 倍以上高値であった。MINO と
TFLX については A2063G 変異がある株と A2063G

変異がない株との間に MIC90 値の差異はなかっ
た。
 3  .  肺炎マイコプラズマ患者の背景および抗菌薬
開始から解熱までの日数
　解析の対象となった 109 名 （ML 感受性群 50 名、
ML 耐性群 59 名） の患者背景を表 2 に記載した。
抗菌薬開始日から解熱までの日数に関与する各種
因子を Cox 回帰分析による多変量解析にて解析
したところ、① 入院の有無、② 最初に選択した
抗菌薬、③ ML 耐性遺伝子が影響を与えることが
判明した （表 3 ）。抗菌薬開始から解熱するまで
の時間は、最初に選択する抗菌薬によって大きく
異なる （図 1 ）。
　ML 耐性群 （59 症例） に限定したサブ解析を行
うと、① 入院の有無、② 最初に選択した抗菌薬
が抗菌薬開始日から解熱までの日数に影響を与え
た。AZM 群に比べて MINO 群では解熱する確率
が 37.2 倍高く、CAM 群に比べて MINO群では解
熱する確率が 56 倍高く、TFLX 群に比べて MINO

群では解熱する確率が 77 倍高かった。
　ML 感受性群と ML 耐性群における、抗菌薬開
始から解熱までの日数を抗菌薬別に解析したとこ
ろ、ML 耐性群に ML 系抗菌薬 （CAM、AZM） 
を使用した場合、ML 感受性群に比べて発熱
が 3 日間程度長引くことが判明した （図 1 、2 ）。
MINO と TFLX を使用した場合、ML 感受性群と
ML 耐性群には有熱期間の有意差はなかった （図
2 ）。
②肺炎マイコプラズマ感染症の地域的な解析と基
幹病院定点の評価

 1  .  ML耐性肺炎マイコプラズマの検出頻度
　2016 年 7 月より2017 年 11月までに合計 338 名の
患者から検体を採取し、222 名 （65.7％） の検体よ
り肺炎マイコプラズマが検出された。222 名中 98

名 （44.1％） から採取された検体から ML 耐性肺炎
マイコプラズマが検出され、残りの124 名 （55.9％） 
から採取された検体から ML 感受性肺炎マイコプ
ラズマが検出された。
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 2  .  ML 耐性率の地域差
　旭川市では17 検体中 2 検体 （11.8％）、江別市
では 24 検体中 9 検体 （37.5％）、岩見沢市では 16検
体中 11 検体 （68.8％）、帯広市では 64 検体中 39検
体 （60.9％）、札幌市では 76 検体中 33  検体 （43.4％）
が ML 耐性であり、札幌市内の区によって ML 耐
性は 11.1～100.0％までの変動があった。

 D . 考察
 1  .  ML 感受性および ML 耐性肺炎マイコプラズ
マによる肺炎に有効な抗菌薬
　ML 感受性肺炎マイコプラズマ感染症に AZM、
CAM、 MINO、TFLX を使用した場合の抗菌薬
開始から解熱までの日数を比較すると、全体とし
ては 4 種類の抗菌薬間に有意差を認めるものの
（図 1 ）、2 種類の薬剤を個々に比較した場合には
有意な違いはなかった。
　一方、ML 耐性肺炎マイコプラズマ感染症に
AZM、CAM、MINO、TFLX を使用した場合の
抗菌薬開始から解熱までの日数を比較した場合に
は、MINO 使用群で抗菌薬開始日から解熱まで
の日数が有意に短かった （図 1 ）。その他の 3 剤 

（AZM、CAM、TFLX） 使用群については、抗
菌薬開始日から解熱までの日数に有意差はなかっ
た。
　MINO と TFLX の MIC90 値は ML 感受性肺炎
マイコプラズマと ML 耐性肺炎マイコプラズマで
差異がないが、ML 耐性肺炎マイコプラズマに対
する臨床効果は両薬剤で明らかに異なる。MINO

に比べて TFLX の半減期が長いこと、あるいは
肺組織における移行率に違いがあるため等の理由
が考えられる。
 2  .  ML耐性肺炎マイコプラズマによる肺炎に対
する治療の選択
　肺炎マイコプラズマによる肺炎を CAM や AZM

などのマクロライド系抗菌薬で治療開始した場
合、治療開始後 2 - 3 日以内に解熱しない場合、8

歳以上の患者であれば MINO の使用も選択肢と
なり得る。8 歳未満の肺炎マイコプラズマによる
肺炎患者で発熱が遷延している場合には、短期間
のステロイド剤使用も検討されて良いかもしれな
い。

 3  .  ML耐性肺炎マイコプラズマの検出頻度の地
域差
　全体の集計では、ML 耐性株の占める割合は
44.1％ （98/222） であったが、ML 耐性率には地
域による大きな偏りが存在した。今回の研究結果
は過去の結果と一致する （Jpn J Infect Dis. 2016 

May 20; 69（3）: 186-190）。
　感染症発生動向調査においては、マイコプラズ
マ肺炎は基幹定点把握疾患であり、道内23か所の
基幹定点医療機関から318 例 （2017 年） の報告が
なされている。ただし、感染症発生動向調査にお
いては、マクロライド耐性のサーベイランスが行
われていないことから、今回の研究は感染症発生
動向調査を補填する点で有用性があると考える。
今後、感染症発生動向調査にマクロライド耐性の
結果を取り入れるかどうかについては、費用対効
果の観点の検討が必要である。
 4 .  薬剤耐性 （AMR） 対策アクションプラン
　薬剤耐性 （AMR） 対策アクションプランの成
果目標に 「マクロライド系薬の人口千人当たりの
一日使用量を2013 年の水準から50％削減する」 こ
とが挙げられている。ML 耐性率には大きな地域
差があるため、自施設の周辺のマクロライド感受
性/耐性率を知った上で、診療を行うことが重要
である。道内各地区のマクロライド耐性率の集計
をネット上で閲覧できるシステムを構築したい。

 E . 結論
　ML 耐性肺炎マイコプラズマ感染症に AZM、
CAM、MINO、TFLX を使用した場合の抗菌薬
開始から解熱までの日数を比較すると、MINO 使
用群で抗菌薬開始日から解熱までの日数が有意に
短かったが、その他の 3 剤 （AZM、CAM、TFLX） 
については、抗菌薬開始日から解熱までの日数に
有意差はなかった。
　ML 耐性肺炎マイコプラズマの検出頻度には地
域による偏りがあることが再確認された。ML 耐
性肺炎マイコプラズマのサーベイランスの臨床的
有用性が高いと思われた。
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表 1 .  患者背景

表 2 .  抗菌薬開始日から解熱までの日数に関与する各種因子
（Cox回帰分析による多変量解析）

表 3 .  抗菌薬開始日から解熱までの日数に関与する各種因子
（Cox回帰分析による多変量解析）

ML耐性（59症例）に限定したサブ解析
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n SE

AZM 24 3.4 0.5

CAM 48 3.4 0.4

MINO 12 0.9 0.1

TFLX 8 6.1 2.0

92 3.3 0.3

n SE

AZM 11 2.5 0.6

CAM 26 1.7 0.3

MINO 9 0.9 0.2

TFLX 4 4.3 1.4

50 1.9 0.3

n SE

AZM 13 4.62 0.7

CAM 22 5.3 0.5

MINO 3 1.0 0.0

TFLX 4 8.0 3.7

42 4.9 0.45

図 1 .  最初に選択した抗菌薬の違いによる解熱時間
～服用開始から解熱までの日数～

図 2 .  ML感受性と耐性の違いによる解熱時間
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厚生労働行政推進調査事業費補助金 （新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）
総合分担研究報告書

急性の感染症事例に対するリスク評価の手法に関する研究 :
SOP: standard operation procedure としての文書作成

研究分担者　島田 智恵　　国立感染症研究所感染症疫学センター
研究協力者　松井 珠乃　　国立感染症研究所感染症疫学センター

研究要旨
　急性の感染症事例において適時のリスク評価を行い対応方針について検討することは、早期対応
の観点で重要であるが、国内では現在、標準化された手法はない。そこで、感染研で行っている感
染症事例に関してのリスク評価の手順について、標準化を試みるための第一歩として手順書の作成
を試みた（平成27年度）。さらに、国立感染症研究所実地疫学専門家養成コース （FETP: f ield 

epidemiology training program） で実施している感染症に関する情報収集（EBS:Event-based 

surveillance） と、その情報に基づくリスク評価までの概要について 「FETP 向け EBS 概要説明書」 
を作成した （平成 29 年度）。
　また、外務省領事局 （以下領事局） の協力のもと、感染症による健康危機事例のためのリスク評
価について、複数の医務官の協力を得て在外公館の医務官及び領事向けの手順書 （以下医務官・領
事向け手順書） を作成した （平成 28 年度）。さらに今後の改定に活用すべく、その使用状況と使用
感を把握すべく質問票を用いた調査を行った （平成 29 年度）。その結果、手順書の需要と使用する
機会はあるものの、現状の手順書は難解であるとの意見が多く、演習やケーススタディを通じて、
感染症による健康危機事例におけるリスク評価の基本的な考え方と実際の運用を理解していただく
こと、手順書の利用者を明確にしたうえでの改定が今後の課題と考えられた。

A . 研究目的
　感染症は、ひとたび発生して拡大すれば個人の
健康のみならず社会全体に深刻な影響を及ぼすお
それがあることから、迅速な初動対応が拡大防止
の第一要件である。よって、当該事例の社会に与
えるリスク （健康被害を及ぼす可能性とその大き
さ） を適時に評価し、一般市民等のリスクの認識 

（受け止め方） を考慮した上で、リスクコミュニ
ケーションを適切に行うとともに、リスクの低減
策をとることが重要である。また、誰が行っても
同じような質を保てるように、その手順を標準化
することは、リスク評価の手法の習熟の点で重要
である。現在、国立感染症研究所 (感染研) にお
いて、主に FETP のスタッフと研修生が、日々、
感染症に関する情報収集と、その情報に基づくリ
スク評価を行っているが、その手法について標準
化を試みるべく、文書を作成した (平成 29 年度)。

さらに、リスク評価に資する情報収集方法も標準
化を目的に EBS 概要の説明書作成も試みた。
　外務省在外公館の医務官や領事は、在留邦人お
よび日本からの渡航者の安全や保健に関する情報
収集・発信を担っており、赴任国での感染症に関
する対応もその一環となっている。そこで医務官・
領事が、標準化した手法で同様なリスク評価が行
えるよう、医務官・領事向けの手順書を作成し、
さらにその使用頻度や使用感を明らかにした (平
成 28、29 年度)。

 B . 研究方法
 ① リスク評価手順書と FETP 向け EBS 概要説

明書
　国内外の健康危機管理事例に対応した際の手法
を記述し、「標準的な作業手順書」 として参照でき
るようにまとめた。FETP 向け EBS 概要説明書で
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ある 「国立感染症研究所における感染症分野の
Event-based surveillance （EBS） の運用」 につい
ては、リスク評価に初めて関わる FETP 研修生
を利用者として想定し、WHO 本部や WHO 西太
平洋地域事務局 （WPRO） のガイダンスなどを参
考に感染研で実施しているリスク評価の手順につ
いて、その情報源なども含め明文化した。
 ② 医務官・領事向け手順書
　在外医務官 4 名 （平成 28 年度）、3 名 （平成 29 年
度） と、①の 「リスク評価手順書」 としてまとめ
たものを用いて、ワークショップ、ケーススタディ
を行い、そこでの議論をもとに在外公館での業務
に合わせた 「医務官・領事向け手順書」 の作成を
試みた。具体的には感染研において 2 日間のワー
クショップを開催した。ワークショップではまず、
リスク評価についての概論、つまり、感染症事例
に関する情報の正確さの判断とトリアージ （initial 

risk assessment） とそれに続く、事例へのリス
ク評価について説明し、その手順を確認した。そ
の後、それぞれの医務官が実際に経験した感染症
事例をもとにリスク評価のケーススタディを行っ
た。ケーススタディを通じて得られた標準的手順
書の改善・修正点の提案をもとに、在外公館で行
われる情報収集、情報提供の方法に応じて標準的
手順書を改訂し、医務官・領事向け手順書 （添付） 
を作成し、領事局の協力のもと、2016 年 6 月に完
成させ、在外公館への周知を行った。同手順書に
は、ワークショップで行ったケーススタディもリ
スク評価とその対応の例として添付した。
 ③ 医務官・領事向け手順書の使用状況・使用感
についての調査

　同手順書が医務官・領事に周知された後、更な
る改善点の探索のため、その利用状況、使用感に
ついて質問票を用いて 153の国や地域で勤務する
医務官と領事に対してアンケート調査を実施し
た。

（倫理面への配慮）
　質問票を用いた調査において、質問票への回答
は回答者の自由意志によるものであり、個人情報
も収集していない。さらには、侵襲をともなう検
査や介入も行わないため、倫理面で問題となるよ
うなことはない。

  C  .  研究結果
 ① リスク評価手順書とFETP 向け EBS 概要説
明書 : 年度別報告書に添付

 ② 医務官・領事向け手順書：年度別報告書に添
付

 ③ 医務官・領事向け手順書の使用状況・使用感
についての調査 :

1 .  調査対象 : 153 の国や地域で勤務する医務官
と領事 （基本的に医療の専門知識をもたない
事務官）

2 .  回答者 : 計 319 名。うち医務官 87 名、領事
232 名 （図 1　役職別地域別回答者数）

3 .  手順書の使用状況 （表 1 ） : 回答者のなかで
は、領事に比較して医務官の方が使用したと
答えた割合が高かった。また、感染症による
健康危機事例を経験した医務官・領事は、手
順書をより使用した傾向を認めた。

4 .  手順書の利点 （表 2 、複数回答） : 医務官と
領事で意見が分かれた。領事の回答者計 78 名
では、「アルゴリズムが分かり易い （28 名、
36％）」 が最も多く、次いで 「ケーススタディ
があり理解しやすい （17 名、22％）」 であっ
た。一方、医務官の回答者計 24 名中、最も多
くが利点として挙げたのは、「わかりやすい、
実用的 （ 7 名、29％）」、次いで 「評価項目の
理解、把握、共有が可能  （6 名、25％）」 であっ
た。

5 .  手順書の欠点 （表 3 、複数回答） : 領事で
は、計 66 名の回答者中 44 名 （67％） が 「難解」 
と回答し、次いで 「専門的判断が必要であり
知識・経験が必要 （ 8 名、12％）」、「情報が少
ない国での活用が困難と感じる （ 8 名、12％）」
であった。医務官では、「難解」 とした者が
回答者計 25 名中 8 名 （32％）であり、その他 

「分量が多い （ 7 名、28％）」、「情報が少ない
国での活用が困難と感じる （ 5 名、20％）」、「専
門的判断が必要であり知識・経験が必要 （ 3

名、12％）」 であった。
6 .  その他のコメント （自由記載） : 
・複数の者で論点の共有、報告事項の要点整理
が可能
・収集すべき情報の理解、対応策検討等への理
解が深まった
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・重要事項の確認漏れ、見落としが防げる
・客観性を高められる
・事案発生前に備えることができる
・医学知識がなくてもリスク評価可能
・ケーススタディをもっと入れてほしい
・リスク評価の必要性が理解できない
・本 「手順書」 は転電で送付されているため、
存在及び使用法等がはっきりしなかった

 D . 考察
　リスク評価手順書と FETP 向け EBS 概要説明
書に関して、FETP のリスク評価を含めた EBS 関
連業務は実務を行いながら習得する OJT (on the 

job training) が基本ではあるが、今回作成した
説明書は研修生だけでなく外部の者に業務を説明
するうえでも活用できると考える。
　医務官・領事向け手順書については、感染症に
関連した健康危機事例に際して手順書を使用また
は試用した傾向があった。これはこのような手順
書の需要を示しているとも考えられた。内容につ
いて、作成開始時には利用者として医務官を想定
していたため、内容が医学知識を前提としたもの
になったが、領事だけでなく、医務官からも、感
染症やサーベイランスに関する記述に関して専門
的で難解、というコメントがあったため、今後、
記述内容を平易かつ簡潔にすることが課題であ
る。しかし、文書から得られる知識だけではリス
ク評価の実務が容易でないことは当然のことと思
われる。実際に情報収集をしてリスク評価をする
という演習を、領事・医務官向けに行うことも必
要と考えられた。

 E . 結論
　感染症やその他の健康危機に関する事例の情報
収集とリスク評価は、健康危機管理対応を担って
いる部署では必須で行わなければならないもので
あるが、現状では普段の活動や業務のなかで経験

的または直観的に行われ、それに応じた対応を実
施していることが多いと思われる。このようにわ
が国においては系統的にリスク評価を実施してき
た経験が少ない。今回、リスク評価の手順を、そ
の判断に必要な情報のトリアージ、リスク評価に
必要な情報の内容、対応の種類などに分けて整理
し文書化したが、これにより、誰もが同じ手順で
リスク評価を行うことが可能で、リスク評価に必
要な知識や視点を習得することに貢献すると思わ
れる。今回作成した手順書が、実践の場で用いら
れることにより、改善が必要な点の発見にも繋が
ると思われる。国外においては、昨年もマダガス
カルの肺ペストなど、日本人旅行者または在留邦
人にも曝露の可能性のある感染症の発生があっ
た。日本では入手困難な現地での正確な情報をも
とに、在外公館の医務官・領事が感染症事例につ
いてリスク評価を行うことは、ひいては、日本国
内における当該感染症のリスク評価や対策にも資
するものである。感染症危機管理体制強化の一環
として、厚生労働省、外務省とともに国立感染症
研究所が連携して感染症に関する情報収集、情報
の評価、リスク評価を行うことができる体制構築
は今後も継続していく必要があると考えられる。

 F . 研究発表
 1  .  論文発表
　　なし
 2  .  学会発表
　　なし

 G . 知的財産権の出願・登録状況
1 .  特許取得
　　なし
2 .  実用新案登録
　　なし
3 .  その他
　　なし
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＊34名中、医務官16名（16/８7=18%),　領事18名（18/232＝8％）
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表 1 .  2016年 6月～11月に経験した健康危機事例の有無と手順書利用の頻度

表 2 .  手順書の利点 （複数回答）

表 3 .  手順書の欠点 （複数回答）



–  61  –

厚生労働行政推進調査事業費補助金 （新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）
総合分担研究報告書

イベント （マスギャザリング） における感染症リスクアセスメント

 研究分担者　谷口 清州　　国立病院機構三重病院臨床研究部
 研究協力者　神谷 　元　　国立感染症研究所感染症疫学センター
 　　　　　　蜂巣 友嗣　　国立感染症研究所実地疫学専門家養成コース （FETP）
 　　　　　　藤谷 好弘　　国立感染症研究所実地疫学専門家養成コース （FETP）

研究要旨　2016 年 5 月26～27日に三重県伊勢志摩地方で開催された G7 伊勢志摩サミットにおける
感染症対策のため、プレイベントのリスクアセスメントを行い、そのギャップを埋める形にて、感
染症強化サーベイランスが実施された。幸い、感染症アウトブレイクは認めなかった。今後のマス
ギャザリングイベントに備え、本サーベイランスの有効性、代表性、サミットの地域医療への負荷
等を評価すべく、志摩医師会の所属医療機関を対象にアンケート調査を実施した。感染症法に基づ
く疑似症の報告はゼロであったが、アンケートでは 94 症例が疑似症一号に該当すると回答され、疑
似症サーベイランスの目的や届出基準が十分理解されていなかった可能性があった。感染症法に基
づく疑似症サーベイランスが十分に機能していない理由として、その症例定義の曖昧さが指摘され
たため、最終年度に現状の定義に基づく入院例数とそのなかでの本来の目的である重症例を調査し
たところ、定義を明確化することによって適正な報告が期待出来ることが示唆されたため、これに
基づき症例定義を提言した。

A . 研究目的
　マスギャザリングとは、「一定期間、制限され
た地域において、同一目的で集合した多人数の集
団」 と日本集団災害医学会により定義されている。
多人数が集まる環境は普段の社会生活を過ごす環
境と比較して感染症が流行しやすい状況にある。
また、国際的なイベントにおいては世界中で地域
流行している風土病的な疾患も持ち込まれる可能
性が有り、またこれらは多数が集合している環境
では容易に伝播拡大するリスクがある。マスギャ
ザリングイベントにおける感染症対策として、事
前の地域における疾患のサーベイランスとリスク
評価、イベント開催中の感染症のモニタリングに
よる異常の早期探知と対応、並びにイベント終了
後の地域における感染症のモニタリングやイベン
ト開催前との比較などが重要な要素となる。
　G7 サミットとは、日、米、英、仏、独、伊、加、
7 か国の首脳並びに欧州理事会議長及び欧州委員
会委員長が参加して毎年開催される首脳会議であ
るが、今般、平成 28 年 5 月26～27日、三重県の伊

勢志摩で G7 伊勢志摩サミット （以下、サミット） 
が開催されることとなり、世界中から多くの人た
ちが一カ所に集まり、近年イスラム国によるテロ
の多発もあること、また、各国代表団、報道関係
者、日本政府関係者、警備関係者、消防関係者、
医療関係者等がサミット前後に県内各地を訪れ、
津市、亀山市、鈴鹿市以南のビジネスホテルおよ
び伊勢志摩地域の全宿泊施設を含めて、最大 2 万
5,000 人の宿泊が予想されたため、海外の感染症
の持ち込みや感染症のアウトブレイクのリスクも
想定された。これらに対応するためには、リスク
に合わせた体制の強化が必要であった。
　一方では、2020 年には東京オリンピック・パラ
リンピック競技大会も予定されており、これらに
おける健康危機管理体制も東京都を中心として急
ピッチで準備されているが、外国人観光客はオリ
ンピックは東京だけでは無く、またオリンピック
終了後に国内各地に訪れた外国人観光客は、その
まま日本中に散らばることも考慮されなければな
らない。このため、日本国内で海外にしか存在し
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ない感染症が発生することもあるため、日本中で
認識をあらためておく必要がある。
　交通と流通のグローバル化により、国際的なマ
スギャザリングイベントのみならず、平常時から
も海外からの来訪者も増加していることから、海
外にしか存在しない感染症、特に稀であるが発生
すれば Public Health Impact の高い感染症を迅
速に把握出来る体制を整備しておくことが必要で
ある。
　また、マスギャザリングイベントは、いろいろ
なタイプのものが存在するため、その特徴に応じ
た体制を準備しておくことも重要であり、このた
めこれまでにも多数のプレイベントのリスクアセ
スメントのガイドラインなどが作成されている。
本研究班では、このサミットの機会を捉えて、イ
ベントにおけるリスクアセスメントから一連の強
化サーベイランスを施行し、その評価を行って、
今後の新興感染症対策とマスギャザリングイベン
トのためのサーベイランス体制を検討し、基礎資
料を作成することを目標とした。

 B . 研究方法
　初年度は、伊勢志摩サミットに際して、各国首
脳、各国代表団を含むサミット会議参加者、報道
関係者、日本政府関係者と対策関係者を含むサ
ミット会議以外参加者、そして地元地域社会の 3

つの集団における感染症アウトブレイクの発生リ
スクを評価し、適切なサーベイランス体制を準備
することを目的とした。Mass gathering 時にお
ける、Pre-event のリスクアセスメント手法として、
これまでに標準とされている、WHO 1）、ECDC 2）、
NCPHR 3）のガイドラインに基づき、1） リスクの
特定 （Risk identif ication）、2） リスクの記述的、
定量的分析 （Risk analysis）、3） リスク評価 （Risk 

characterization） の順に行った。
　参考文献
1） World Health Organization. Communicable 

disease alert and response for mass 

gatherings: key considerations, June 2008. 

Available from: http://www.who.int/csr/

Mass_gatherings2.pdf

2） Strengthening surveillance and response to 

communicable disease and possible deliberate 

release threats ahead of mass gatherings, a 

toolkit for EU Member States ECDC tender 

OJ/2008/02/29 - PROC/2008/004

3） Northwest  Center  for  Public  Health 

Practice, University of Washington.  Mass 

gatherings, are you prepared? Available 

from: http://www.nwcphp.org/docs/mass_

gatherings/mass_gathering_print_version. 

pdf

　このリスクアセスメントの結果に基づき、国立
感染症研究所感染症疫学センター、実地疫学専門
家養成コース （FETP）、三重県健康福祉部薬務感
染症対策課感染症対策班、三重県伊勢保健所、伊
勢地区医師会、志摩医師会がともに協力し、本イ
ベントに対する感染症強化サーベイランスを実施
した。特に新興呼吸器感染症対策の観点から感染
症法で定める疑似症定点医療機関を拡大した。ま
た、救急医療の体制が整い、入院治療が可能な 4

つの基幹医療機関を疫学者が直接訪問し、事前に
リスク評価を実施し早期に公衆衛生対応が求めら
れると考えられた感染症 （麻しん、風しん、水痘、
髄膜炎菌感染症、感染性胃腸炎、輸入感染症 [デ
ング熱やMERS等]） を積極的に探索する、医療
機関強化サーベイランスを実施した。
　サミット終了後に、実施したサーベイランス体
制の評価を目的に、サミット開催地である志摩医
師会の協力のもと、同所属の医療機関 56 施設にア
ンケート調査を実施した。また、同時に、サミッ
ト開催が地域の医療にどのくらい負荷をかけてい
たのかについても評価を行った。
　これらの結果より、特に感染症法で規定されて
いるにもかかわらず、疑似症サーベイランスは、
症例定義などの曖昧さから、日常的にはほとんど
報告されておらず、サミットにおける強化サーベ
イランスにおいても、どういった症例を報告すべ
きかの認識が異なっていることが判明した。そこ
で、最終年度は、昨年度の強化サーベイランスに参
加していた基幹定点医療機関において、実際に疑
似症サーベイランス第一号 （Severe Acute Respira-

tory Infection; SARI） に該当する症例、あるい
はそれの母数となる肺炎の入院症例調査を行い、
第一号疑似症の症例定義について検討を行った。
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（倫理面への配慮）
　個人を特定しない集計データによる検討であ
り、倫理的な問題は生じない。

  C  .  研究結果
　対象者別の （首脳級サミット参加者、一般の会
議参加者と報道関係者、地域住民） リスクアセス
メントの結果は以下の通りで、相対的にリスクは
高くはなかった。しかしながら、現状のサーベイ
ランス評価からは、想定される疾患を捉えられな
い可能性も指摘されたため、以下に述べる強化
サーベイランスを行うことが提言された。
　サミットに際しては、1） 強化疑似症定点サー
ベイランス : 症例定義は法律に基づく、原因不明
の重症呼吸症状と原因不明の発熱性発疹症とし
て、インフルエンザ内科系定点 （27）、基幹定点 

（9）、志摩地区医師会診療所 （病院 3 、診療所
41）、伊勢地区医師会 （病院 2 ） からの報告とした。
2） 症候群サーベイランスとして、学校・保育園
サーベイランス （三重県内全施設）、薬局サーベ
イランス （参加調剤薬局）、救急車搬送サーベイ
ランス （全消防本部、出動回数と症状）、警察ス
タッフサーベイランス （全国から派遣された警備
警察官）、感染症法に基づくサーベイランス （ルー
チン）、伊勢志摩基幹医療機関現地監視 （国立
感染症研究所スタッフ） とした。3） Event-based 

surveillance （EBS） : 上述の疑似症サーベイラン
ス対象機関、志摩市医師会と休日応急診療所にて
行い、4） 宿泊施設の従業員におけるサーベイラ
ンスは実行上難しかったため、ホテル・レストラ
ンスタッフにおける健康管理を徹底してもらった。
また行政的に Rumour surveillance として、町内
会に不審者の通報を依頼した。毎日のサーベイラ
ンス情報は以下の様なプロセスにて解析・評価し、
情報共有を行った。
　結果的には問題となる感染症アウトブレイクを
含めた健康危機事象は発生しなかったが、重症例
を把握するための基幹医療機関におけるサーベイ
ランス、地域の流行疾患を把握する上での学校・
保育園サーベイランス、救急搬送、そして地域の
医師のネットワークが有用であることが判明し
た。警察スタッフサーベイランスにおいては、体
調不良のスタッフはその日には出動せず、非番と

なって一般医療機関に受診していたため、警察ス
タッフの朝の点呼における健康状態確認はあま
り有用では無かった。
　サミット及び強化サーベイランス終了後の評
価は、志摩医師会所属医療機関へのアンケートに
より行った。実施された疑似症サーベイランスで
は感染症法に基づく疑似症の報告はなかったも
のの、アンケート回答施設において、この間に疑
似症定義に合致すると判断されたのは、一号 （摂
氏 38 度以上の発熱及び呼吸器症状） では市中の症
例が 81 例 （ 1 施設）、サミット関係者 （各国の首脳
関係者、政府関係者、警察、メディア関係者、開
催されたホテルの従業員など） の症例が 13 例 （2

施設） だった。1 施設から、一号に該当すると判
断されたサミット関係者 13 例中 10 例の詳細につ
いて回答を得、警察官が 9 例、ホテル従業員が 1

例であり、臨床診断は急性気管支炎が 7 例、急性
扁桃炎が 1 例、急性胃腸炎が 2 例だった。
　また、この期間における診療所での診断疾病を
調査したところ、感染性胃腸炎疑いが最多であ
り、市中では 88 例 （ 5 施設）、サミット関係者では
21 例 （ 6 施設） が報告された。また、水痘疑いが
市中で 3 例 （ 2 施設）、日本紅斑熱疑いも市中で 1

例 （ 1 施設） 報告された。麻しん、風しん、髄膜
炎菌感染症、輸入感染症が疑われる症例の報告は
なかった。感染症に限らず、サミット関係者は、
2016 年 3 月22日～ 6 月 6 日の期間に、221  例が 22

施設 （63％） を受診した。年齢の中央値は 28 歳 （範
囲 : 20-61歳）、男性が 219 例 （99％）、全例が日本
国籍だった。職業別に見ると、警察官が 207 例 

（94％） と最多であり、海上保安庁、ホテル従業員、
メディア関係者、政府関係者と続いた。45 例 

（20％） が休日夜間応急診療所を受診していた。
臨床診断名は急性上気道炎が 82 例 （37％）、急性
胃腸炎が 37 例 （17％）と多かった。次いで、湿疹
や蕁麻疹、蜂窩織炎などの皮膚軟部組織疾患が 23

例 （10％）、腰痛や肩関節痛などの整形外科疾患
が 17 例 （8％）、外傷が 15 例 （ 7 ％）、虫刺症が 15

例 （ 7 ％） であった。内科以外に皮膚科や整形外
科を受診する例も多く認めた。
　サミットで実施した感染症強化サーベイラン
スが十分であったかどうか、医療者側の意識につ
いて調査した。28 施設 （80％） が 「十分だった」、
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3 施設 （ 9 ％） が 「不要だった」 と回答した。より
強力な体制を望む回答はなかった。「不要」 と回
答した 3 施設中 2 施設は疑似症定点医療機関であ
り、3. 2 で疑似症に合致する症例について回答頂
いた施設だった。また、自由記載欄に 「予想外の
疾患 （例えば刺虫傷） が多く勉強になった」、「サ
ミット関係者を別枠で調査すべき」、「地域の感染
症の状況をタイムリーに知ることができ、院内で
共有できた」 などの回答を頂いた。
　しかしながら、感染症法で規定されている、疑
似症サーベイランスについては、症例定義などの
曖昧さから、日常的にはほとんど報告されておら
ず、サミットにおける強化サーベイランスにおい
ても、どういった症例を報告すべきかの認識が異
なっていることが判明し、サーベイランスにまた
がる課題と考えられた。
　三重県内の、それぞれ人口規模は、約 28 万人、
約 16 万人、約 8 万人の三つの市の基幹的な医療
機関で協力して頂ける医療機関における 1 年間の
肺炎の入院数は、297-337 にて、おおむね 300 例
前後であった。これは全国レベルでみれば、一年
間に数万の症例報告となる。当然のことながら、
65 歳以上が 74-91％とほとんどが高齢者である。
一方、人工呼吸器装着例は 2 - 5 ％、1 病院での詳
細な検討では、A-DROP 4 点以上、あるいは敗
血症が証明された例、あるいは気管内挿管下での
人工呼吸器装着例の合計は 33 例/297 例 （11.11％） 
であった。小児では、乳児では RS ウイルス感染
症、年長児ではマイコプラズマ感染症がほとんど
で、入院例はあるものの、重症と判断されるよう
な人工呼吸器管理が必要となる症例は年間数例に
留まっていた。

 D . 考察
　これまで日本では、マスギャザリングイベント
に対する感染症対策として、2000 年 7 月に福岡、
宮崎、沖縄で行われた G8 九州・沖縄サミット、
2002 年 5 月31日～ 6 月30日まで日本と韓国で共催
された 2002FIFA ワールドカップ、そして2008 年
7 月に北海道洞爺湖で開催された G8 洞爺湖サ
ミットなどにおいて強化サーベイランスを行って
きた。しかしながら、それらは健康危機の迅速な
把握と包括的な強化サーベイランス体制と総合的

リスクアセスメントの実施を目的に計画されたも
ので、系統的なプレイベントのリスクアセスメン
トに基づいて実行されたものでは無かった。本来、
マスギャザリングイベントとひとくくりに出来る
ものでは無く、その規模も参加者も、またその性
格も異なるものであり、ひとつひとつのイベント
において、リスクアセスメントを行い、それに適
した形での感染症対策が必要である。
　今般の伊勢志摩サミットでは、プレイベントの
リスクアセスメントを行い、それに基づいて特定
されたギャップを埋めるという形で強化サーベイ
ランスを施行した。全体的なリスクは低いという
評価であったが、国際的なイベントでもあり、あ
らかじめ対象疾病別のリスクも考慮して、早期に
公衆衛生対応すべき感染症として麻しん、風しん、
水痘、髄膜炎菌感染症、感染性胃腸炎、輸入感染
症 （デング熱や中東呼吸器症候群等） 及び日本紅
斑熱を挙げた。これにより具体的な方針をもって
伊勢志摩の 4 つの基幹病院において、より重症と
思われる疾病の強化サーベイランスが実施でき
た。この時点ではクリニック等を受診した患者の
探知が課題であったが、医療機関強化サーベイラ
ンスで探知した事例と事後の評価アンケートで回
答頂いた事例を比較すると、探知した病態及びそ
の頻度は概ね一致しており、基幹的な医療機関で
のサーベイランスは概ね地域の状況を反映するも
のと推測された。
　Event-based surveillance （EBS） は、地域の医
師にとって耳新しいものであり、その実行は危惧
されたが、実際にはこれを必要とするような事例
の発生は無かったため、その実効性の評価はでき
なかった。しかしながら、地域の臨床の先生方か
ら日々の診療の雑感とも言うべきコメントは、
EBS の第一歩とされる Rumor surveillance として
機能し、その実情をよく反映していることが判明
し、また、これによって警察官症例の受診集積な
ども判明した。これらからは、EBS を実行する
に当たっては、基幹的な医療機関とともに、地域
の臨床医とのネットワークを形成し、双方向性の
Communication 体制を樹立することが極めて重
要であることが認識された。
　疑似症サーベイランスは日常からも機能してい
なかったが、今回の強化サーベイランスにおいて
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も十分に機能したとは言えず、事後評価でも課題
とされた。問題点としてその症例定義が曖昧であ
ることであり、現場からも、どのような症例を報
告することが期待されているのかがよくわからな
いとの不満も寄せられていた。本症例定義は、「入
院を要する程度に重症」 とされているが、指定届
出医療機関の多くは無床診療所である。このため、
無床診療所では診療所における入院の可否を考え
るが、これは必ずしも医療的な重症度と比例しな
い。また、一方では、「入院を要する程度に重症で、
呼吸困難の状態等を指すもの」 とされており、こ
れは入院を要すれば重症と判断して良いのか、あ
るいは同時に、呼吸困難等の重症症状を有するも
のなのか明瞭ではない。これらによって、届出対
象となっている医療機関では、その届出の際に逡
巡がみられると考えられる。
　今般の調査では、単純に地域の基幹的な医療機
関に入院する 「肺炎」 と診断されている症例は、
一年間に一つの基幹医療機関ではおおむね 300 例
程度であった。しかしながら、「呼吸困難等の状
態を指す」 ことを定義とすれば、実際に報告対象
となるのは肺炎全体の数％、数十例程度となり、
これらはその病原体を追求する上でも合理的な症
例数であろうと考える。
　本来、1 号疾患の重症呼吸器感染症は、 鳥イン
フルエンザウイルス感染症、SARS、 MERS など
の新興ウイルス性呼吸器感染症の早期探知のため
に WHO が提唱したものであるが、この主な目的
は、重症の呼吸器感染症が発生した際に、きちん
と病原診断を付けて必要な対応をとれるようにと
いうことであり、特にわが国では 2020 年に東京
オリンピック・パラリンピック競技大会が予定さ
れており、この際には諸外国から多数の観光客の
来訪が予想され、またこれらの方たちは東京に限
らず日本中に訪れる可能性がある。であれば、少
なくともオリンピック開催までには、 こういう疾
患が日本国内に入っても探知出来るようにしてお
かねばならないだろう。
　今回の調査の結果を踏まえ、重症呼吸器症候群
の定義として、以下のうちのいずれかを満たす市
中肺炎 （CAP あるいは HCAP で、HAP、VAP を
除く） が疑われ、あきらかな誤嚥性肺炎を除く入
院症例とすることを提言する。

1 .  ICU入院または人工呼吸器管理 （挿管による
人工呼吸器管理、非侵襲性陽圧換気、ネーザルハ
イフローを含む）
2 .  肺炎重症度スコア：PSI  5 群 （PSIスコア130

点以上）、又はA-DROP： 4 ～ 5 点
3 .  菌血症を合併した肺炎
　 2 のスコアは小児には適用出来ないため、「小
児呼吸器感染症診療ガイドライン 2011」 の小児市
中肺炎重症度の判定基準のうちの重症例を参考に
して、臨床的判断を行うこととする。また、疑似
症第 1 号以外については、第 2 号も含めて Unusual

な事例は EBS の範疇にて、報告を求めることと
してはいかがかと考える。

 E . 結論
　Mass gathering event、特に国際的なイベン
トでは、世界中で地域流行している感染症が持ち
込まれるリスクがあり、かつ多数の人たちが一カ
所で活動することにより、そのなかで感染拡大す
るリスクは高い。また、これを契機にこれまで国
内に存在しなかった感染症が根付いてしまうリス
クも存在する。昨今の交通と流通のグローバル化
により国外から多数の観光客が訪れている現状と
ともに、2020年に予定されている東京オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会を成功に導くために
も、稀な感染症や Public Health Impact の大き
い感染症を早期探知出来る体制を整備しておく必
要がある。特に現状では新興呼吸器感染症を探知
する疑似症サーベイランスは機能しておらず、ま
たそれら以外の新興不明感染症を探知出来る枠組
みもない。
　感染症法に基づく疑似症サーベイランスを機能
させるためにも、その定義を再検討することが重
要であり、本報告書でその提言を行った。また、
WHO は International Health Regulation にお
いて、健康危機に対する対策として Event-based 

surveillance （EBS） とリスクアセスメントを勧
告しており、これらを実行に移していくことが必
要である。
　特に大勢の人が集まるマスギャザリングイベン
トでは、系統的なプレイベントリスクアセスメン
トを行って、起こりうる感染症のリスクを共有し、
それらを効率的にマネージできるような体制を計
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画することが重要である。
　しかしながら、日頃行っていないことをいきな
り施行するのはきわめて難しいことであり、日頃
から、海外から持ち込まれる新興呼吸器感染症を
含む国内での感染伝播のリスクの高い感染症に対
するサーベイランス体制を整備しておく必要があ
る。このためには、SARI などにおいては明確な
症例定義をもってサーベイランスを行うととも
に、地域のネットワークに基づいた双方向性の
Event-based surveillance 体制が重要と考えられ
た。
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総合分担研究報告書

急性呼吸器感染症の病原体サーベイランスの手法の開発

 研究分担者　佐多 徹太郎　富山県衛生研究所 （平成27年度）
 研究分担者　小渕 正次　　富山県衛生研究所 （平成28-29年度）
 研究協力者　小渕 正次　　富山県衛生研究所ウイルス部 （平成27年度）
 　　　　　　滝澤 剛則　　富山県衛生研究所ウイルス部 （平成27年度）
 　　　　　　米田 哲也　　富山県衛生研究所ウイルス部 （平成28-29年度）

研究要旨
　25 種類の呼吸器ウイルスを検出できる duplex リアルタイム （r） RT-PCR 法を開発し、入院例を
含む急性呼吸器感染症 （ARI） 罹患小児の検体からウイルスの検出を行なった。その結果、ライノ
ウイルスが最も多く検出された。本ウイルスは、通年で流行がみられるが春季に多く検出され、多
種類の遺伝子型が同時に流行している実態が明らかになった。さらに、呼吸器症状が長引く児や重
症例からも多く検出されることから、上気道炎のみならず下気道炎においても検査対象にすべき重
要なウイルスであることが示された。本研究で開発した rRT-PCR 法は、ARI 起因ウイルスを網羅
的に検出できることから、インフルエンザ非流行期における病原体サーベイランスにも有用である
と考えられる。

A . 研究目的
　全国の地方衛生研究所 （地衛研） では、感染症
法に基づいて感染症発生動向調査を実施してい
る。しかし、インフルエンザや RS ウイルス感染
症以外の急性呼吸器感染症 （ARI） については、
検体の収集が困難であったり、検査法が標準化さ
れていないことなどから、十分なサーベイランス
が行われているとはいえない。一方で、平成28年
4 月 1 日からは改正感染症法の施行により、イン
フルエンザ非流行期においても病原体検査を実施
することとなり、インフルエンザウイルス以外の
呼吸器ウイルスについても実験室内診断の必要が
出てきた。
　そこで、本研究では迅速かつ網羅的な呼吸器ウ
イルス遺伝子検出法を開発して、ARI 罹患小児
検体からウイルスの検出を行い、ARIの流行実態
を明らかにするとともにその有用性を評価した。

 B . 研究方法
　富山県内 3 カ所の小児科医院において、ARI で
受診した小児から、鼻腔ぬぐい液を採取した （イ

ンフルエンザ迅速診断陽性例は除く）。25 種類の
呼吸器ウイルス （ライノウイルスA・B・C （平成
28 年度改良）、RS ウイルス A・B、パラインフル
エンザウイルス 1・2・3・4 型、A・B・C 型イン
フルエンザウイルス、ヒトメタニューモウイルス、
コロナウイルス OC43・229E・NL63・HKU1 株、
エンテロウイルス、アデノウイルスB・C・D・E、
ヒトボカウイルス、パレコウイルス （平成 28 年度
追加）、サフォードウイルス （平成 28 年度追加）） 
を対象とした duplex リアルタイム （r）RT-PCR

法によりウイルスを検出・同定した。さらに、重
症急性呼吸器感染症 （SARI） についてもウイル
ス検索を行うため、小児入院例を対象に加えた 

（平成 28-29 年度）。
　RS ウイルスおよびライノウイルス陽性検体に
ついて、RT-PCR 法によりウイルス遺伝子を増幅
し、ダイレクトシークエンス法によりPCR 増幅
産物の塩基配列を決定して詳細な解析を行った。

（倫理面への配慮）
　本研究は、「疫学研究における倫理指針」 に基
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づき、富山県衛生研究所倫理審査委員会に申請し、
承認された （平成 25 年度 受付番号 4、9、平成 26

年度 受付番号 3 および平成 28 年度 受付番号 25-4

変）。

  C  .  研究結果
 1  .  ARI 罹患小児からの呼吸器ウイルスの検出
　平成 25 年 10月～平成 29 年 12月において、ARI

罹患小児 860 名から検体を採取し、呼吸器ウイル
スを検出・同定した。その結果、860 検体から21

種類のウイルスが検出された （計 985 株）。ウイル
ス別ではライノウイルスが 289 例と最も多く検出
され、全体の 29.3％を占めた。次いで、ヒトボカ
ウイルスが 171 例 （17.4％）で、これら 2 種類のウ
イルスで約半数を占めた。ヒトボカウイルスは、
大半が他の呼吸器ウイルスと同時に検出された。
一方で、コロナウイルス 229E 株、パレコウイル
スはそれぞれ 1 例、アデノウイルス D およびサ
フォードウイルスは全く検出されなかった。
　今回の調査対象のなかで呼吸器症状が 2 週間以
上続く保育園入園 1 年以内の 2 歳未満児 （44 名） 
についてみたところ、ライノウイルスが最も多く 

（19.0％）、ウイルスが検出された児の半数からは
複数のウイルスが検出された。
　気管支炎や肺炎などの下気道炎といった重症例 

（酸素吸入あり、一部上気道炎） についても呼吸
器ウイルスを検索するため、平成 28 年 11月～平
成 29 年 9 月にかけて入院患児 14 名から検体を採
取してウイルスの検出を行った。その結果、ライ
ノウイルスが 3 名から検出された。また、パライ
ンフルエンザウイルス 3 型およびパレコウイルス
3型がそれぞれ 2 名から検出された。これらのう
ち、1 名はライノウイルスとパレコウイルス 3 型
の重複感染であった。さらに、RS ウイルス B、
コロナウイルス OC43 株、コロナウイルス NL63

株がそれぞれ 1 名から検出された。
 2  .  RSウイルス流行株の解析
　2014/15 年シーズン （平成 26 年冬季） における
全国ならびに富山県内の定点あたりの RS ウイル
ス感染症患者報告数は過去 10 年間で最多であっ
た。そこで、その原因を明らかにするため、平成
25 年 10月～平成 27 年 5 月の期間に本研究で採取
された RS ウイルス陽性検体 （35 検体） について

ウイルス学的検索を行った。その結果、2014/15

年シーズンおよびその前シーズンのいずれもサブ
グループ A に属するウイルスがサブグループ B

より多く、2014/15 年シーズンには前者の割合が
67％から 74％に増加したことが明らかになった。
両シーズンともサブグループ A 流行株の遺伝子
型は NA1 とその変異型の ON1 であったが、2014/ 

15 年シーズンには ON1 の割合が 50％から 94％に
急増した。
 3  .  ライノウイルス流行株の解析
　本研究で、ライノウイルスは上・下気道炎の区
別なく高率に検出されるウイルスであることを報
告してきた。ライノウイルスは A、B、C の 3 つ
の種に分類され、現在 167 種類の遺伝子型が報告
されているが、国内流行株の種類や遺伝子型の詳
細はほとんど解析されていない。そこで、本ウイ
ルスの流行実態を明らかにするために、平成 27 年
1 月～平成 28 年 12 月までの富山県におけるライノ
ウイルスの検出状況および検出された流行株の種
類と遺伝子型を調べた。
　ライノウイルス陽性の194 検体において、ライ
ノウイルス A、B、C はそれぞれ 104 例 （53.6％）、
18 例 （9.3％）、60 例 （30.9％） であった。ウイルス
は通年で検出されたものの、春季に多い傾向がみ
られた。ライノウイルス A は平成 27、28 年にお
いてそれぞれ 20 種類、18 種類の遺伝子型がみら
れたが、平成 27 年では A78、A82、A40 が、平成
28 年には A28、A58 が多かった。ライノウイルス
C においても多くの遺伝子型の流行が認められた
が、ライノウイルスAと同様に平成 27 年と平成 28

年では主流行株の遺伝子型は異なっていた。ライ
ノウイルス A、B、C は、いずれも上・下気道炎
患者から検出され、種による相違は認められな
かった。

 D . 考察
　本研究では、ARI 起因ウイルスを迅速かつ網羅
的に検出できる実験室内診断法を開発してその有
用性を検証するため、患者検体を収集してウイル
スを検索してきた。呼吸器ウイルスを取りこぼし
なく検出するため、これまで報告されている主要
な呼吸器ウイルス25 種類を検出可能な duplex 

rRT-PCR の系を構築した。平成 25 年 10 月～平成
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29 年 12月の約 4 年間にわたり、ほぼ毎週、通年で
ARI 罹患小児検体を収集してウイルスの検出を
行なった。その結果、860 検体から21 種類のウイ
ルスが検出された。その中でも、ライノウイルス
が最も多く検出され、全体の 1/3 を占めた。ライ
ノウイルスは鼻かぜの原因ウイルスとして知られ
ているが、いくつもの遺伝子型が同時に流行する
ことが通年の患者発生につながっているものと思
われた。さらに、ライノウイルスは呼吸器症状が
長引く保育所入園後間もない児や入院例を含む
SARI 罹患小児からも多く検出されており、上気
道炎のみならず下気道炎の起因ウイルスとしても
重要であることが示された。したがって、ライノ
ウイルスは ARI や SARI のウイルス検査で優先
して検査すべき病原体であるといえる。
　2014/15 年シーズンに富山県内において RS ウイ
ルスの主流行株となった ON1 は 2010 年にカナダ
で見つかった変異株で、中和抗体の標的抗原であ
る G 蛋白の遺伝子に 72 塩基の繰り返し配列の挿
入がみられる。今回の調査で、この変異ウイルス
の流行が患者数の増加につながった可能性が示唆
されたことから、RS ウイルス感染症についても
発生動向を監視していく必要があると思われた。
　改正感染症法の施行に伴い、地衛研ではインフ
ルエンザ非流行期においても検体の収集とウイル
ス検査を実施することとなり、インフルエンザウ
イルス陰性例も検査結果の報告が義務付けられ
た。本研究で開発した duplex rRT-PCR 法はイ
ンフルエンザを含む呼吸器ウイルスを網羅的に検
出できる実験室内診断法であることから、インフ
ルエンザ非流行期の ARI 病原体検査にも有用で
あると思われる。rPCR 法は検出感度や特異性が
高く、分離培養が困難な病原ウイルスも検出・同
定できる。一方で、蛍光プローブ等の試薬類が高
価である。しかし、今回の調査結果から、25 種類
のうち16 種類のウイルス、すなわち、1） ライノ
ウイルス、2） RS ウイルス A、3） RS ウイルス B、
4） A 型インフルエンザウイルス、5） B 型インフ
ルエンザウイルス、6） パラインフルエンザウイ
ルス 1 型、7） パラインフルエンザウイルス 2 型、
8） パラインフルエンザウイルス 3 型、9） パライ
ンフルエンザウイルス 4 型、10） ヒトメタニュー
モウイルス、11） コロナウイルス OC43 株、12） 

コロナウイルス NL63 株、13） エンテロウイルス、
14） アデノウイルス B、15） アデノウイルス C、
16） ヒトボカウイルスを検索対象とすることで、
ほとんどカバーできることが明らかとなった。こ
れらウイルスを本法で検出する場合、96 ウェルプ
レート 1 枚につき10 検体を同時に検査すること
で、類似の市販キットと比較して 1/4 程度にコス
トを抑えることができる。したがって、他の地衛
研でも本法を検査に用いることは十分可能である
と思われる。

 E . 結論
　ARI の起因ウイルス 25 種類を迅速・簡便かつ網
羅的に検出できる rRT-PCR 法を開発し、入院例
を含む患児から検体を収集して呼吸器ウイルスを
検索した。その結果、本法が ARI の実験室内診
断法として有用であることが確かめられた。

 F . 研究発表
 1  .  論文発表
1） 新谷尚久, 小渕正次. 保育園入園後の呼吸器
ウイルス重複感染に関する考察. 外来小児科. 

23（1）: 93-96, 2016．
2） 新谷尚久, 小渕正次. 呼吸器症状が長引く乳
幼児からの呼吸器ウイルスの検出－保育園低
年齢児における遷延する呼吸器症状の解明に
向けて. 小児科. 57（12）: 1483-1488, 2016.

 2  .  学会発表
1） 小渕正次, 小栗絢子, 新谷尚久, 八木信一, 稲
畑　良, 稲崎倫子, 佐賀由美子, 名古屋真弓, 

佐多徹太郎, 滝澤剛則. 富山県におけるRSウ
イルス感染症の流行と流行ウイルスの分子疫
学. 第63回日本ウイルス学会学術集会, 福岡, 

2015年11月.

2） 小渕正次, 新谷尚久. 呼吸器症状が長引く乳
幼児からの呼吸器ウイルスの検出. 第57回日
本臨床ウイルス学会, 福島, 2016年 6 月.

3） 小渕正次, 新谷尚久, 八木信一, 小栗絢子, 米
田哲也, 稲崎倫子, 佐賀由美子, 名古屋真弓, 

板持雅恵, 稲畑　良. 急性上・下気道炎患児
における呼吸器ウイルスの検索と疾患との関
連性. 第64回日本ウイルス学会学術集会, 札
幌, 2016年10月.
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4） 八木信一, 足立雄一, 小渕正次. 富山市の地域
クリニックにおける乳幼児の呼吸器ウイルス
学的調査からこどものかぜ症候群を考える. 

第49回日本小児呼吸器学会, 富山, 2016年10

月.

5） 小渕正次, 米田哲也, 新谷尚久, 八木信一, 小
栗絢子, 種市尋宙, 稲崎倫子, 佐賀由美子, 板
持雅恵. 富山県におけるライノウイルス感染
症と流行ウイルスの分子疫学. 第65回日本ウ
イルス学会学術集会, 大阪, 2017年10月.

6） 八木信一, 足立雄一, 米田哲也, 小渕正次, 藤
田修平. 富山市の地域クリニックにおける乳
幼児の呼吸器ウイルス学的調査第 2 報. 第50

回日本小児呼吸器学会, 東京, 2017年11月.

7） Obuchi M, Yoneda T, Shintani N, Yagi S, 

Oguri A, Taneichi H, Inasaki N, Saga Y, 

Itamoch  M.  Molecular  epidemiology  of 

rhinovirus in children with acute respira-

tory tract infections in Toyama, Japan. 

The 10th World Congress of the World 

Society for Pediatric Infectious Diseases. 中
国・深圳市, 2017年12月.

 G . 知的財産権の出願・登録状況
1 .  特許取得
　　なし
2 .  実用新案登録
　　なし
3 .  その他
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　本研究の実施にあたり、臨床検体の採取にご協
力いただいた小栗小児科医院の小栗絢子先生、八
木小児科医院の八木信一先生、しんたにこどもク
リニックの新谷尚久先生ならびに富山大学医学部
小児科学教室の種市尋宙先生に深謝いたします。
また、サフォードウイルスの rRT-PCR 法の開発
にご協力いただいた金沢医科大学医学部微生物学
講座の姫田敏樹先生に深謝いたします。
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厚生労働行政推進調査事業費補助金 （新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）
総合分担研究報告書

避難民に対する公衆衛生対策

 分担研究者　和田 耕治　　国立国際医療研究センター
 研究協力者　高山 義浩　　沖縄県立中部病院
 　　　　　　稲田 麻衣　　Swiss Tropical and Public Health Institute

 　　　　　　金川 修造　　国立国際医療研究センター
 　　　　　　久保 達彦　　産業医科大学
 　　　　　　古宮 伸洋　　日赤和歌山医療センター
 　　　　　　篠﨑 康子　　国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター
 　　　　　　田中 豪人　　国立国際医療研究センター
 　　　　　　田村 　格　　自衛隊中央病院
 　　　　　　中村 佐知子　北海道大学大学院
 　　　　　　法月 正太郎　国立国際医療研究センター
 　　　　　　福本 　怜　　下関市保健所
 　　　　　　二見 　茜　　国立国際医療研究センター
 　　　　　　横塚 由美　　東京検疫所　検疫衛生課

研究要旨
　欧州では 2015 年のシリア難民危機の際に難民の受け入れ体制が見直され、ガイドラインなどが出
されている。また難民を積極的に受け入れているカナダ、オーストラリアでも積極的に難民の健康
に関する公衆衛生対応の検討が行われている。感染症に関しては、国によっては入国前や入国時の
結核のスクリーニングが行われ、また入国後に医療機関を訪問した際に、B/C 型肝炎、HIV、性
感染症、ワクチンで予防可能な疾患、コレラ、マラリア、蠕虫感染症、腸寄生虫感染症、シャーガ
ス病に対するスクリーニングが行われている。

A . 研究目的
　2016 年に国連難民高等弁務官事務所 （UNHCR）
は、2015 年末時点で、世界において 6,530 万人が
自らの意志ではなく、移動を強いられ、支援を必
要としたと報告した。2015 年は、地中海やヨー
ロッパ南東部を経由して100 万人を超す難民・移
民が欧州に向かい、対応に追われた。海を渡る途
中に船が沈没し、溺死する人など犠牲者も多く出
した。最近では、ミャンマーのロヒンギャ難民が
50万人とも言われている。
　難民とは、1951 年の 「難民の地位に関する条約」 
において次のように定義されている。「人種、宗
教、国籍、政治的意見やまたは特定の社会集団に
属するなどの理由で、自国にいると迫害を受ける

かあるいは迫害を受ける恐れがあるために他国に
逃れた」 人々である。背景は、戦争、飢餓、貧困
と様々であり、国を越える人や国は越えず国内で
避難民としているなど様々な状況がある。
　1975 年に始まったインドシナ難民危機におい
て、ベトナム、ラオス、カンボジアに社会主義政
権が成立したことを主な理由に 90 年代半ばまで
難民が流出した。最終的に祖国を去った人は 144

万人に達したといわれている。日本には約 1 万人
が難民として到来し、そして定住が行われた。
　その後は、日本は難民の受け入れの数は少なく
2016 年の難民申請者は 10,901 人であったが、認定
者は 28 人であった。難民申請者は、多い順にイ
ンドネシア 1829 人、ネパール 1451 人、フィリピ
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ン 1412 人、トルコ 1143 人、ベトナム 1072 人であっ
た。認定された人は、アフガニスタン 7 人、エチ
オピア 4 人などであった。
　諸外国で見ると、例えばドイツは難民を積極的
に受け入れ、2011 年のシリア内戦以降、2015 年
までに 100 万人を超える受け入れを行っている。
難民の受け入れということにより、当然ながら健
康に関する課題が発生する。難民自身の健康をど
う保護するか、そして難民の間で感染症が流行し、
地域にまで広がる可能性もある。欧州に限らず、
カナダ、オーストラリア、米国など難民の健康に
関して様々なガイドラインや手引きなどが示され
ている。
　本研究では、欧州、カナダ、オーストラリアの
難民への公衆衛生対応についてとりまとめた。

 B . 研究方法
　世界保健機構 （WHO）、欧州疾病センター 

（ECDC）、イングランド公衆衛生庁 （PHE）、カナ
ダ、オーストラリアの情報を収集し、必要な事項
を抽出した。

  C  .  研究結果
 1  .  欧州の難民に対する対応
　シリア内戦が 2011 年に始まり、欧州への難民
が増加した。2015 年には、132 万人が欧州連合の
28 カ国に難民として申請が出された。申請が出さ
れた人数をその国の人口あたりで割合を算出した
ところ、一番多かったのはハンガリー、次いでス
ウェーデン、オーストリアであった。実際の数は
ドイツが最も多く、2015 年に 44 万人を受け入れ、
ついでハンガリーが 17 万人であった。2016 年の
初旬から欧州連合とトルコの間で難民の移動を制
限することが合意され、2016 年の 1 月から 3 月ま
で 15 万人がギリシャに入国したが、4 月から 7 月
までは 8,000 人と減少した。その後は、サハラ以
南からの経済移民 （シリア等からではなく） が地
中海経由でイタリアに船で入国している。2016 年
1 月から 5 月は 2,500 人が地中海を移動する際に船
の事故で死亡したといわれている。
 2  .  難民の入国時の健康問題
　どのような人が難民として来たのかは、健康に
関する課題を考える上で重要になる。2015 年にお

いて難民の性別年齢で最も多かったのは、シリア、
イラク、アフガニスタンからの難民申請者のうち
男性が 7 割から 8 割を占めていた。年代別では、
男性の 18-34 歳が 4 割、17 歳未満が 2 割で若い年
代に多かった。また、パキスタン、バングラデシュ
からの難民申請者は 95％が男性であった。長旅で
危険を冒したりするという状況においては若い男
性でなければなしえないという背景もあると考えら
れる。このような人々の健康状態は、一般的に健
康でないと移動ができないということで、”healthy 

immigrant （または単に migrant） effect” と呼ば
れる言葉もある。
　しかしながら、トルコからギリシャを経由した
難民の入国時の健康問題として多かったものを表
1 に示した。症状として最も多かったのは呼吸器
疾患であり、そのほかは頭痛や上腹部痛などコモ
ンな疾患が続く。

表 1 .  トルコからギリシャを経由した難民の
　　   入国時の健康問題 （n=3280） [1]

症状　　　　　　　　人数の割合（％）
呼吸器症状　　　　　　　 23

筋肉痛　　　　　　　　　 18

頭痛　　　　　　　　　　 10

上腹部痛　　　　　　　　　9

皮膚の発疹　　　　　　　　8

アレルギー反応
　または皮膚紅斑　　　　　8

精神疾患　　　　　　　　　5

けが　　　　　　　　　　　5

歯科の問題　　　　　　　　3

循環器疾患　　　　　　　　3

妊娠　　　　　　　　　　　1

3  .  欧州での難民の公衆衛生対応
　欧州連合では、統一された個人の健康記録 

（Personal Health Record） 管理システムが DG 

SANTE により2015 年に作成され、RE-HEALTH 

という難民受付センターと関係機関間のネット
ワークを改善し、医療者向けの 「難民のヘルスア
セスメントの手引き」 を使用した難民の健康改善
を目的とするプロジェクトが International Organ-

ization for Migration （IOM） 主導によって 2016

年より始まっている [2, 3]。また、難民受付セン
ターでの質問紙によるヘルススクリーニングは全
ての EU 加盟国で行われている。スクリーニング
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形式は標準化されておらず、スタッフによる疑わ
しい人への質問でのスクリーニングが主である
が、今後は RE-HEALTH により統一される可能
性がある。
　難民へのヘルススクリーニングは、ドイツ、ハ
ンガリー、スロベニア、スウェーデンでは、ヘル
ススクリーニングは健康弱者 （要医療者） の抽出
を目的としては行われてはいない。ドイツでは、
受付スタッフが感染症兆候のスクリーニングを目
的とした質問を行っている。イタリアでは個室で
初回スクリーニングが行われ、妊婦と小児には特
に注意が払われる。スウェーデンでは自発的な 

（voluntary） スクリーニングであり、医療ニーズ
の必要性の有無の確認と感染症コントロールのた
めに質問により行われる。障害者と緊急処置の必
要な妊婦と PTSD 罹患者は他の方法で認識される
ことになる。オーストリアでは、医療が必要な場
合は医師が Ministry of the Interior に報告し、治
療が行われる。
　欧州の保健機関では、下記に対して現在の移民
の健康問題として下記を挙げている [4]

● ノミ、疥癬などの人口関連感染症 （ブルガリア、
ドイツ、ギリシャ、イタリア、スウェーデン）

● 不衛生環境を起因とする真菌皮膚感染症 （ブル
ガリア）

● 呼吸器感染症 （ブルガリア、スロベニア、ス

ウェーデン） ; 特に小児
● 精神疾患、PTSD （ドイツ、スウェーデン）
● 歯関連問題 （スロベニア、スウェーデン）
● 胃腸関連疾患 （ギリシャ、イタリア）
● 結核 （オーストリア、ドイツ ; 特に小児）
● 外傷 （イタリア）
　英国では、Home Off ice により、指定された国
からの移民に対して、入国前の結核スクリーニン
グが義務付けられている [5]。この処置は、結核
まん延地域 [6] からの移民に対する結核スクリー
ニングが有用であったというエビデンスに基づく 

[7]。その他に、B/C 型肝炎、HIV、性感染症、
ワクチンで予防可能な疾患、コレラ、マラリア、
蠕虫感染症、腸寄生虫感染症、シャーガス病につ
いてもスクリーニングされている国もある。症候
群サーベイランスとして、呼吸器疾患、肺結核疑
い疾患、血性下痢、水様下痢、発熱を伴う発疹、
髄膜炎/脳炎または脳症/昏睡、発熱を伴うリン
パ節炎、ボツリヌス様疾患、敗血症または説明で
きないショック、出血性疾患、急性黄疸、寄生虫
皮膚疾患、説明できない死についても考慮されう
る。性感染症スクリーニングは症状の有無に関わ
らず行うべきとされている [8]。ECDC は 2015 年
に、移民受付の際の症候群サーベイランスの実施
の補助となるハンドブックを作成している [9]。
主要な症候を表 2 に示した。

表 2 .  難民において考慮すべき疾患とその症候
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 4  .  カナダでの移民難民に対するガイドライン
[10]

　カナダの移民および難民の健康に関するエビデ
ンスに基づく臨床ガイドラインでは以下のような
推奨を行っている。
　感染症に関するエビデンスに基づく勧告の概要
　麻疹、おたふく風邪、風疹
　予防接種記録のないすべての成人移民に対し
て、麻疹・おたふく風邪・風疹ワクチンを 1 回接
種する。予防接種記録がない、または不明のすべ
ての子どもの移民に対して、年齢に適した麻疹・
おたふく風邪・風疹についてのワクチン接種を行
う。
　ジフテリア、百日咳、破傷風、ポリオ
　予防接種記録のないすべての成人移民に対し
て、第 1 期の破傷風、ジフテリア、および不活化
ポリオワクチン （ 3 回） の接種を行う。その初回
には無細胞百日咳ワクチンを含めるべきである。
　予防接種記録がない、または不明のすべての子
どもの移民に対して、年齢に適したジフテリア、
百日咳、破傷風、およびポリオのワクチン接種を
行う。
　水痘
　13 歳未満のすべての子どもの移民に対して、血
清検査なしに水痘ワクチンを接種する。
　熱帯諸国から来た 13 歳以上のすべての移民お
よび難民に対して血清水痘抗体のスクリーニング
を実施し、感受性があることが判明した者にワク
チンを接種する。
　B 型肝炎
　アフリカ、アジア、東欧など、慢性 B 型肝炎ウ
イルス感染の血清陽性率が中等度または高値 （B

型肝炎表面抗原の陽性率≧2％） の国から来た成
人と子どもに対して、B 型肝炎表面抗原、B 型肝
炎コア抗体、および B 型肝炎表面抗体のスクリー
ニングを実施する。
　B 型肝炎表面抗原が陽性の場合 （慢性感染）、専
門医に紹介する。
　感受性のある者 （ 3 種のマーカーすべてが陰
性）にワクチンを接種する。
　結核
　結核の発生率の高い国から来た子ども、20 歳未
満の青年、および 20～50 歳の難民に対してカナダ

到着後できるだけ早く、ツベルクリン反応検査に
よるスクリーニングを実施する。
　検査結果が陽性の場合、活動性結核を除外した
のち、潜伏結核感染を治療する。
　イソニアジドを使用する場合、肝毒性を注意深
く監視する。
　HIV

　HIV 感染率が 1 ％を超える国々 （サハラ以南の
アフリカ、カリブ海諸国、およびタイ） から来た
すべての青年および成人に対し、インフォームド
コンセントを得た上で HIV のスクリーニングを
実施する。
　HIV 陽性者を HIV 治療プログラムと検査後カ
ウンセリングにつなぐ。
　C 型肝炎
　有病率≧ 3 ％の地域 （南アジア、西欧、北米、
中米、および南米を含む） から来たすべての移民
および難民に対し、C 型肝炎ウイルス抗体のスク
リーニングを実施する。
　検査結果が陽性の場合、肝臓専門医に紹介する。
　腸内寄生虫
　糞線虫属  :  東南アジアおよびアフリカから新た
に到着した難民に対し、血清検査による糞線虫属
のスクリーニングを実施し、陽性であればイベル
メクチンで治療する。
　住血吸虫属  :  アフリカから新たに到着した難民
に対し、血清検査による住血吸虫属のスクリーニ
ングを実施し、陽性であればプラジカンテルによ
り治療する。
　マラリア
　マラリアのルーチンスクリーニングは実施しな
い。
　最近 3 カ月以内にマラリア流行地に住んでい
た、または旅行した移民の症候性マラリアに注意
する （発熱がある場合、あるいはサハラ以南のア
フリカから来た移民の場合、マラリアを疑う）。
迅速診断検査および厚層・簿層マラリア塗抹標本
検査を実施する。

　精神衛生と肉体的・精神的虐待に関するエビデ
ンスに基づく勧告の概要
　うつ
　総合的治療プログラムが利用可能な場合、系統
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的臨床調査または有効な患者健康質問票 （PHQ-9

または同等物）を用いて成人に対してうつのスク
リーニングを行う。
　大うつ病患者は身体症状 （疼痛、疲労、あるい
はその他の非特異的症状） を呈する可能性があ
る。
　うつが疑われる場合、総合的治療プログラムと
ケースマネジメントまたはメンタルヘルスケアに
つなぐ。
　心的外傷後ストレス障害
　訴えのない個人に外傷についての説明を求める
ことは、益よりもむしろ害になる可能性があるた
め、外傷を受けた状況に関するルーチンスクリー
ニングは実施しない。
　心的外傷後ストレス障害（原因不明の身体症状、
睡眠障害、抑うつやパニック障害などの精神健康
障害）の徴候・症状に注意する。
　児童虐待
　児童虐待のルーチンスクリーニングは実施しな
い。
　身体・精神検査中に児童虐待の徴候・症状に注
意し、合理的疑いがある場合や患者から説明を受
けたのちには、さらに評価する。
　10 代の母親、片親、社会的孤立、低い社会経済
状況、精神衛生あるいは薬物乱用の問題を抱えて
いるなど、高リスクの状態にある移民および難民
の母親に対して、生後 2 年間を対象とする家庭訪
問プログラムを提供すべきである。
　近親者間暴力
　近親者間暴力に関するルーチンスクリーニング
は実施しない。
　近親者間暴力に関連する潜在的徴候・症状に注
意し、合理的疑いがある場合や患者から説明を受
けたのちには、さらに評価する。
　注  :  PHQ-9＝ 9  項目の患者健診質問票。

　慢性非感染性疾患に関するエビデンスに基づく
勧告の概要
　 2 型糖尿病
　 2 型糖尿病のリスクの高い民族集団 （南アジア、
ラテンアメリカ、およびアフリカ） 出身の 35 歳を
超える移民および難民に対して、空腹時血糖検査
によるスクリーニングを実施する。

　鉄欠乏性貧血
　女性
　妊娠可能年齢の女性移民及および難民に対し
て、鉄欠乏性貧血のスクリーニング （ヘモグロビ
ンによる） を実施する。
　貧血がある場合は調査して、適切であれば鉄分
補給を推奨する。
　子ども
　 1 ～ 4 歳の子どもの移民および難民に対して、
鉄欠乏性貧血のスクリーニング （ヘモグロビンに
よる） を実施する。
　貧血がある場合は調査して、適切であれば鉄分
補給を推奨する。
　歯科疾患
　すべての移民に対して、歯痛のスクリーニング
を実施する。歯痛を非ステロイド性抗炎症薬で治
療し、患者を歯科医に紹介する。
　すべての子どもおよび成人の移民に対して、明
らかな齲蝕と口腔疾患のスクリーニングを行い、
必要であれば歯科医または口腔衛生専門家に紹介
する。
　視力
　年齢に適した視力障害スクリーニングを実施す
る。
　視力が 6/12 未満 （習慣的矯正法を用いて） の場
合、眼の包括的評価のために検眼士または眼科医
に患者を紹介する。

　女性の健康に関するエビデンスに基づく勧告の
概要
　避妊
　生殖年齢の女性移民に対して、カナダ到着後ま
もなく、満たされていない避妊ニーズに関してス
クリーニングを実施する。
　文化的に配慮した、患者中心の避妊カウンセリ
ング （女性が選択した方法を与える、その場で避
妊法を提供する、良好な対人関係を育成する） を
提供する。
　ヒトパピローマウイルスのワクチン接種
　 9 ～26 歳の女性患者に対して、ヒトパピローマ
ウイルスのワクチンを接種する。
　子宮頚部細胞診
　性的に活発な女性に対して、パパニコロー （Pap）
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検査により子宮頸部異常のスクリーニングを実施
する。
　情報、信頼関係、および女性開業医へのアクセ
スがスクリーニングとフォローアップの理解を高
める。
 5  .  オーストラリアでの取り組み [11]

　オーストラリアでの取り組みとして、難民に準
ずる背景をもつ人々の健康アセスメントに関する
オーストララシア感染症学会およびオーストラリ
ア難民健康ネットワークの勧告を紹介する。
1） 抄録
　緒言  :  2009 年にオーストララシア感染症学会
は、最近到着した難民の到着後健康アセスメント
に関するガイドラインを発表した。それ以後、オー
ストラリアにやって来る難民と庇護希望者の数は
大幅に増加し （2015～2016 年に17,555 人）、出身
国にも変化が見られた。これらの集団はオースト
ラリア到着前にヘルスケアへのアクセスが乏し
かった可能性が高く、その結果、さまざまな慢性
疾患や感染症のリスクがある。われわれは、2009

年のガイドラインを最新のものにするために、感
染症専門医、一般開業医、公衆衛生専門家、小児
医、および難民保健師を包含する諮問グループを
設立した。
　主要な勧告  :  難民に準ずる背景をもつすべての
人々 （子どもを含む） に、理想的にはオーストラ
リア到着後 1 カ月以内に、各々に合わせた包括的
な健康アセスメントおよび管理計画を提供すべき
である。一般開業医あるいは診療所との最初の接
触が遅れた場合は、いかなる時点でもこれを提供
することができる。推奨されるスクリーニングは、
病歴、検査、過去の調査によって変動し、年齢、
性別、出身国、および通過経路とリスクプロファ
イルに基づいて調整される。ガイドラインの完全
版は、http://www.asid.net.au/documents/item/ 

1225 から入手可能である。
　本ガイドラインによる管理法の変更点：本ガイ
ドラインは、庇護希望者を含む、難民に準ずる背
景をもつすべての人々に適用される。本ガイドラ
インは、非感染性疾患に関してより多くの情報を
提供し、アフリカと同様にアジアと中東を出身領
域として考慮する。重要な変更点は、人間中心の
ケアの重視 ; C型肝炎ウイルス、マラリア、住血

吸虫症、および性行為感染症に関する、画一的で
はなくリスクに基づいたスクリーニング；予防接
種ガイドラインの最新化；および栄養欠乏、女性
の健康、精神衛生など、他の問題に関する新しい
勧告などである。
2） 現在の出発前スクリーニング
　オーストラリアへのすべての定住移民は、出発
の 3 ～12 カ月前に移住前の入国健康診断を受ける
が （29）、それには完全な病歴聴取と検査が含ま
れる。調査は年齢、危険因子、ビザの種類 （30） 
によって異なるが （30）、以下のものが含まれる :

・現在または過去の結核を調べるための胸部X線
検査（年齢11歳以上） ;
・インターフェロンγ遊離試験あるいはツベルク
リン反応検査による潜伏結核感染のスクリーニ
ング （人道ビザを保有する場合、有病率の高い
国から来た場合、あるいは家庭内接触がすでに
あった場合に、2 ～10 歳の子どもを対象とする） ;
・HIV 血清検査 （年齢15歳以上、保護者のいない
未成年者） ;
・B型肝炎表面抗原（HBsAg）検査（妊婦、保護者
のいない未成年者、オンショア保護ビザ、医療
従事者） ;
・C 型肝炎ウイルス （HCV） 抗体検査 （オンショ
ア保護ビザ、医療従事者） ;
・梅毒血清検査 （年齢 15 歳以上、人道ビザ、オン
ショア保護ビザ）。
　注  :  ①既に国内にいる人を難民として認定する 

「オンショア」、難民認定制度や補完的保護に相当
するもの （保護ビザ） と、②「オフショア」、我が
国の第三国定住に相当するものの二本柱で構成さ
れており、後者が圧倒的に多い。
　人道的入国者は、出発地とビザのサブタイプに
応じて、任意の出発前健康診断も提供される （31）。
出発前健康診断には、流行地域におけるマラリア
の迅速診断検査と治療、アルベンダゾールの 1 回
量による蠕虫感染の経験的治療、麻疹・おたふく
風邪・風疹のワクチン接種、および適切であれば
黄熱とポリオのワクチン接種が含まれる。現在、
シリアからの難民コホートは、入国健康診断と出
発前健康診断を組み入れた拡大スクリーニング
と、さらにメンタルヘルス検査および予防接種を
受ける。
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　船で到着した庇護希望者は、通常、移民収容施
設において到着時の健康アセスメントを受けてい
る。航空機で到着した庇護希望者は、出発前の入
国健康診断を受けていない。
3） 一般的勧告
　われわれの全般的勧告は、難民に準ずる背景を
もつすべての人々 （子どもを含む） に対して、理
想的にはオーストラリア到着後 1 カ月以内に、包
括的健康アセスメントと管理計画を提供すること
である。このアセスメントは、一般開業医あるい
は診療所との最初の接触が遅れた場合は、到着後
いかなる時点でも提供することができる。また、
収容が解除された庇護希望者に対しても提供され
るべきである。オーストラリア滞在 12 カ月未満
の人道的入国者は、一般開業医のメディケア払い
戻し健康アセスメントを受けられる。そのような
アセスメントは、プライマリケアの場、あるいは
集学的な難民診療所において行われる可能性があ
る。文書化された海外のスクリーニングと予防接
種記録、および臨床評価も、診断検査の助けとな
るだろう。
　医療提供者は、到着後アセスメントを完了する
際は、人間中心のケアという原則に従うべきであ
る （32, 33）。それには以下が含まれる : 患者の価
値、選好、およびニーズの尊重；ケアにおける患
者の家族および他の医療提供者との協調と統合 ;

コミュニケーションと教育の最適化 ; 必要な場合
は通訳者の提供 ［連邦政府資金による翻訳・通訳
サービスのための Doctor Priority Line （医師優
先の電話サービス） は、1300 131 450である］ ; お
よびヘルスリテラシーを支援するための視覚教
材、文書の補助資料、およびティーチバック･テ
クニックの利用 （34）。健康アセスメントは任意
であり、結果はビザの状況や庇護申請に影響しな
いことを説明することが重要である。
4） 特異的勧告
　勧告は、感染症と非感染症という 2 つの部門に
分けられる。ボックス 2 に、すべての推奨検査の
チェックリストを提示し、ボックス 3 に国別の勧
告の詳細を示す。以下に概要を示す。管理、フォ
ローアップ、および子どもと妊婦についての考慮
事項に関する勧告の詳細については、ガイドライ
ン完全版を参照のこと。

感染症
　結核  :  

・予防治療とフォローアップの提供を意図して潜
伏結核感染検査を提供する。
・35 歳以下のすべての人々に潜伏結核感染のスク
リーニングを提供する。
・ 2 ～10 歳の子どもは、出発前スクリーニングの
一環として潜伏結核感染のスクリーニングを受
けた可能性がある。
・35 歳以上の人々における潜伏結核感染のスク
リーニングと予防治療は、個人の危険因子と特
定の州あるいは準州における所轄の要件によっ
て決まる。
・潜伏結核感染のスクリーニングのためにツベル
クリン反応検査またはインターフェロンγ遊離
試験 （血液） のどちらかを用いる。
・ 5 歳未満の子どもには、インターフェロンγ遊
離試験よりもツベルクリン反応検査の方が望ま
しい。
・ツベルクリン反応検査あるいはインターフェロ
ンγ遊離試験の陽性患者を、活動性結核のアセ
スメントと除外および潜伏結核感染治療の検討
のために専門家による結核サービスへ紹介す
る。
・スクリーニング検査の結果にかかわらず、活動
性結核の疑いがある人は専門家のサービスへ紹
介する。
マラリア  :

・マラリア流行地 （ボックス 3 ） から、あるいは
流行地を通って移動した人に対して、症候がな
い場合は到着後 3 カ月以内、発熱がある場合は
12 カ月以内のいつでも （出発前のマラリア検査
や治療にかかわらず）、マラリア調査を行うべ
きである。
・血液厚層・簿層両方の塗沫標本検査および抗原
ベースの迅速診断検査を行う。
・マラリアの全患者は、専門家による感染症サー
ビスによって、あるいはそれと相談して治療す
べきである。

HIV  :

・以前の結果が陰性でも、その後の HIV 獲得の
可能性は除外されないので、15 歳以上のすべて
の人々、保護者のいない未成年者および養育者
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から分離されたすべての未成年者に対して、
HIV 検査を提供する （この勧告に関して合意が
得られていないことに留意する）。

HBV  :

・入国健康診断の一環としてすでに完了している
のでなければ、すべての人々に HBV 感染検査
を提供する。
・HBV 感染アセスメントには、HBsAg、HB表
面抗体、および HB コア抗体検査が含まれる。
・HBsAg 検査結果が陽性であれば、臨床評価、
腹部超音波検査、および血液検査によるさらな
るアセスメントとフォローアップが必要であ
る。

HCV  :

・以下に該当する人々に対して HCV 検査を提供
する。
- HCV の危険因子をもつ；
- HCV の有病率が高い （＞3％） 国に住んでい
た ;

- 旅行先や危険因子の履歴が不明である。
・最初の検査は HCV 抗体検査である。結果が陽
性の場合、HCV RNA 検査を依頼する。
・HCV RNA 検査結果が陽性の場合、さらなるア
セスメントのために、HCV 治療の認定医に紹
介する。
住血吸虫症  :

・流行国に住んでいた、または途中で通過した
人々に対して、住血吸虫症血清検査を提供する 

（ボックス 3 ）。
・血清検査が陰性の場合、フォローアップは必要
ない。
・血清検査が陽性あるいは不明確な場合 :

- プラジカンテル 1 回量 20 mg/kg を、4 時間
空けて 2 回経口投与する。さらに

- 便の鏡検による虫卵検査、尿試験紙による血
尿検査、および血尿がある場合は終尿の鏡検
による虫卵検査を行う。

・尿または便中に虫卵が認められた場合は、さら
に終末器官疾患を評価する。
糞線虫症：  

・すべての人々に糞線虫血清検査を提供する。
・血清検査が陽性あるいは不明確な場合 :

- 好酸球増加を調べて、便中の虫卵、嚢子、虫

体の鏡検を行う。
- 異常があれば、イベルメクチン 200mg/kg （体
重 15kg 以上） を第 1 日目と第 14日目に投与
し、好酸球数と便試料を再検査する。

・妊婦と体重 15kg 未満の子どもを専門家に紹介す
る。
腸内寄生虫  :

・血液検査で好酸球増加を調べる。
・出発前アルベンダゾール投与の記録がある場
合 :

- 好酸球増加がなく、症状もない場合、調査や
治療は必要ない。

- 好酸球増加が認められれば、便中の虫卵、嚢
子、虫体の鏡検を行い、必要な治療を行う。

・出発前アルベンダゾール投与の記録がない場
合、現地の資源と実践によって、以下の 2 つの
選択肢が容認できる：
- アルベンダゾールの経験的単回投与 （年齢 6

カ月超、体重 10kg 未満、用量 200mg ; 体重
10kg 以上、用量 400mg ; 妊婦では避ける、
クラス D 薬）。

- 便中の虫卵、嚢子、虫体の鏡検を行い、必要
な治療を行う。

Helicobacter pylori （ヘリコバクター・ピロリ） :
・H. pylori 感染のルーチンスクリーニングは推
奨しない。
・高リスクグループ （胃癌の家族歴、消化性潰瘍
の症状・徴候、または消化不良） の成人におい
て便抗体検査あるいは呼気検査によるスクリー
ニングを行う。
・慢性腹痛または食欲不振のある子どもには、H. 

pylori 感染の他に、他の一般的な原因が存在す
るはずである。
・検査の全陽性者を治療する （詳細はガイドライ
ン完全版、表 1.5 および 9.1を参照）。

STIｓ
・STI 獲得の危険因子を有する人々あるいは希望
者に対して STI スクリーニングを提供する。難
民に準ずる背景をもつ人々に対する到着後の一
般的 STI スクリーニングは、現在のエビデンス
では支持されない。
・STI のスクリーニングには、自己採取膣スワブ
または初尿の核酸増幅検査、およびクラミジア
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と淋病に関する咽頭および直腸スワブの検討、
梅毒・HIV・HBV の血清検査が含まれる。
・梅毒血清検査は、15 歳未満の、保護者のいない
子どもおよび養育者から分離された子どもに提
供すべきである。
皮膚疾患  :

・初期理学的検査の一環として皮膚を診察すべき
である。
・鑑別診断は、出身地域によって異なる （詳細は

ガイドライン完全版の表 11.1を参照）。
予防接種  :

・キャッチアップ予防接種を難民の背景をもつ
人々に提供し、彼らが同年齢のオーストラリア
出生者と同等の免疫性を持つようにする。
・文書の予防接種記録がない場合、完全なキャッ
チアップ予防接種を推奨する。
・自然感染の履歴がない場合、14 歳以上の者に
水痘血清検査を推奨する。
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・風疹血清検査を、出産可能年齢の女性において
完了すべきである。

非感染性疾患
貧血およびその他の栄養上の問題  :

・貧血およびその他の血液状態に関する血液検査
スクリーニングを全員に提供する。
・子ども、妊娠可能年齢の女性、危険因子を持つ
男性に対して血清フェリチンを用いた鉄欠乏の
スクリーニングを提供する。
・低ビタミン D 状態の危険因子を 1 つ以上持つ
人々において、初期健康スクリーニングの一環
としてビタミン D 状態を調べる。
・低ビタミン D 状態にある人々に対しては、連
日投与または高用量療法と日光暴露の助言を組
み合わせて、ビタミン D 値が正常範囲に回復
するように治療を行うべきである。
・食物の入手が制限されていた履歴を持つ人々、

特にブータン、アフガニスタン、イラン、およ
び 「アフリカの角」 地域からの人々に対して、
ビタミンB12欠乏のスクリーニングを考慮する。
成人における慢性非感染性疾患  :

・Royal Australian College of General Practi-

tioners Red Book （35） の勧告に従って、以下
のアセスメントを含む非感染性疾患のスクリー
ニングを提供する :

- 喫煙、栄養、アルコール、および身体活動
- 肥満、糖尿病、高血圧、心血管疾患、慢性閉
塞性肺疾患、および脂質障害

- 乳癌、腸癌、および子宮頚癌
・まず、非感染性疾患の有病率が高い地域から来
た人々、あるいは体格指数 （body mass index） 
またはウエスト周囲増加が見られる人々におい
て、糖尿病と心血管疾患リスクを評価する。
精神衛生  :

・情緒面の健康と精神衛生に関するトラウマイン
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フォームド・アセスメントは、到着後スクリー
ニングの一部である。初診時に詳細について具
体的に質問することは一般的に賢明ではない
が、過去のトラウマとウエルビーイングに対す
る影響の可能性を知っていることは必須であ
る。
・子どものアセスメントを行う場合、機能障害、
行動障害、および発達過程ならびに精神症状を
考慮する。
聴力、視力、および口腔衛生  :

・聴力、視力、および歯科衛生の臨床評価は、プ
ライマリケア・健康スクリーニングの一部とし
て組み込むべきである。
女性の健康  :

・慢性疾患、大腸癌、乳癌、子宮頚癌の個々の危
険因子を考慮して、女性に標準予防スクリーニ
ングを提供する。
・妊娠と授乳を考慮し、必要ならば避妊の助言な
ど、ライフステージに合わせた適切な助言と教
育を、青年期を含むすべての女性に対して提供
する。
・対応する医師は、女性器切除・切断および強制
的結婚に関連する臨床上の問題、専門用語、法
律について知っているべきである。

 D . 考察
　英国と欧州では2015年のシリア難民危機の際に
難民の受け入れ体制が見直され、また難民受け入
れを積極的に行っているカナダやオーストラリア
もエビデンスに基づいた対応が行われている。感
染症に関しては、英国では指定された国からの移
民に対しては入国前に結核のスクリーニングが義
務付けられている。胸部レントゲン写真撮影と、
疑い例には喀痰塗抹検査後の医師の診断書が必要
となる。他の感染症については、入国後に受付で
の主に感染症に対する質問によるヘルススクリー
ニングと、医療機関を訪問した際に、NHS での GP

による B/C 型肝炎、HIV、性感染症、ワクチンで
予防可能な疾患、コレラ、マラリア、蠕虫感染症、
腸寄生虫感染症、シャーガス病に対するスクリー
ニングが推奨されているが、標準的なスクリーニ
ングは確立されていない。
　我が国においても今後避難民を受け入れる可能

性がある場合に備えて諸外国の対応を参考に入国
前や入国後の健診などの対応について検討を行う
必要がある。
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A . 研究目的
　本研究では、避難民の流入における公衆衛生上
必要な医療提供体制について海外事例をとりまと
める。

 B . 研究方法
　以下の文献を参考として検討した。
[1] UNHCR’s Principles and Guidance for 

Referral Health Care for Refugees and 

Other Persons of Concern http://www.

unhcr.org/4b4c4fca9.pdf

[2] スフィア・プロジェクト : 人道憲章と人道対
応に関する最低基準・日本語版第 3 版, 2012.  

https://www.refugee.or.jp/sphere/

[3] Guidelines for the U.S. Domestic Medical 

Examination for Newly Arriving Refugees- 

CDC https://www.cdc.gov/immigrantre 

fugeehealth/guidelines/domestic/domestic-

guidelines.html

  C  .  研究結果
 1  .  想定される公衆衛生上の課題
　ア） 多数の傷病者による医療需要への対応
　ボートピープルとして流入する場合には、多数
の傷病者が漂着する可能性がある。医療を要する
避難民に対する医療提供を確保しなければならな
い。とくに、長期間の漂流による脱水や低栄養は
少なくないと考えられる。さらに、船のなかでコ
レラや赤痢、腸チフスなどの感染症が拡がってい
る可能性もある。
　漂着直後には、こうした急性疾患の問題がある
が、ある程度、落ち着いてくると、高血圧や糖尿
病、肺気腫など慢性疾患の管理が求められるよう
になる。また、アルコールや麻薬の常習者、PTSD

厚生労働行政推進調査事業費補助金 （新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）
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イドライン等が出されている。このガイドライン等では、感染症のサーベイランス体制の確立、ワ
クチンの接種、医療通訳を含めた保健医療人材の確保等について掲げられていた。
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など精神保健、性暴力被害の問題への対応が求め
られる可能性がある。
　イ） 持ち込まれる感染症の治療と感染対策
　持ち込まれる感染症については、特別の配慮が
必要である。細菌性赤痢など不衛生な環境で流行
しやすい感染症だけでなく、結核やマラリア等の
スクリーニングも求められる。国内に広げないた
めにも、ワクチン接種や媒介動物対策など感染対
策に力を注ぐ必要がある。
　ウ） 言語や文化的背景の相違による混乱
　言語や文化的背景の相違への対応も必要であ
る。診療にあたっては医療通訳を介する必要があ
り、生活習慣など文化的背景の違いを踏まえた、
精神保健、新生児ケア、リハビリテーション、食
事指導などが求められる可能性がある。

 2  .  避難民保護施設における医療提供体制
　難民としての認定を行うレセプションセンター
および定住を促進したり、第三国への移住を行う
施設において求められる医療提供体制について、
UNHCRによる難民保護におけるヘルスケア・ガ
イドラインや NGO のグループと赤十字・赤新月
社運動による人道援助に関する最低基準を取りま
とめたスフィア・ハンドブックの内容をとりまと
めた [1] [2]。
※ドイツのレセプションセンターは国内に数百設
置されている。Refugee Reception Act of Baden- 

Württembergによって避難民は 4.5m2 の生活ス
ペースまたは、他の法令では一人当たり 6 - 7 m2

のスペースが必要としている。多くのレセプ
ションセンターでは、2 から 4 のベッドがあり、
いすやテーブル、ロッカーがある。女性が一人
の場合には、別棟に生活をするようなことを方
針としている。トイレやシャワーは共同、
10-12人につきシャワーが一つ必要 （実際には
提供できていない施設も多い）。食事の提供も
される。基本的に外出は自由としている。
　ア） 診療所の設置
　プライマリケアを提供する診療所を保護施設に
併設する [3] 。これら診療所では、感染症の診断
が可能となるよう、マラリア等の迅速診断キット
を配備するほか、採取した検体を適切な検査室へ
と輸送できるようにすることが重要である。

　なお、災害医療では、避難している被災者 1 万
人あたり10 のベッドを有する診療所 1 つが必要と
されている。また、医師は少なくとも 5 万人あた
り 1 人。看護師は少なくとも人口 1 万人あたり 1

人。助産師は少なくとも人口 1 万人あたり 1 人が
必要とされている。そして、これら医療従事者は、
その業務内容に応じた適切な研修を受けておくこ
とが求められる。
　イ） 後方支援病院の登録
　診療所で対応できない重症患者や隔離を要する
感染症患者のための後方支援病院を確保する必要
がある。また、搬送手段、共通する保健情報シス
テム （HIS） の確立、そして医療費といった問題
まで詰めておかなければならない。
　ウ） 保健医療人材の確保
　医師、看護師、助産師、保健師などの医療従事
者のほか、医療通訳を確保しなければならない。
また、言語や文化の障壁は、医療支援の効率を極
端に低下させるリスクがある。文字の読めない避
難民も少なくないと考えられ、外国語問診票の活
用にも限界がある。そのようななかで、避難民に
含まれる医療従事者を活用できれば、診療が効率
化できる可能性がある。とくに、ケアもしくはピ
アサポートの視点からは、看護師、保健師、助産
師の役割は大きい。
　エ） 健康教育の実施
　避難民の健康を支えるためには、医療提供だけ
でなく、その文化的背景を踏まえた健康教育が求
められる。そのためにも、避難民自身によるコミュ
ニティ作りが必要である。
　そのうえで、避難民を対象とする健康増進プロ
グラムは、コミュニティの代表者らと協議して開
始することが求められる。主要な健康問題につい
ての認識を共有し、保健医療サービスの利用方法
や、健康維持に必要な情報を提供する。
　オ） サーベイランスの構築
　サーベイランスとは、疾病の発生状況やその推
移などを継続的に監視することにより、疾病対策
に必要なデータを系統的に収集するものである。
その結果を関係者が迅速かつ定期的に共有するこ
とにより、効果的な対策に結びつけることができ
る。
　避難民の受け入れに由来する感染症の発生を早
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期に察知し、その拡大状況を把握するためには、
避難民保護施設におけるサーベイランス体制を確
立することが重要である。そこで、避難民の受け
入れ施設に併設される診療所や後方支援病院にお
ける診療記録を ICT で結び、リアルタイムに収
集するシステムを構築することが考えられる。
　たとえば、症候群サーベイランスの対象症状を
選定する。下痢、嘔吐 （急性消化器症状）、咳、
鼻汁、咽頭痛 （急性呼吸器症状）、突然の高熱 （イ
ンフルエンザ様症状）、発熱を伴う発疹 （麻疹、
風疹）、指間の強いかゆみや発疹 （疥癬） が挙げ
られる。
　カ） 予防接種プログラムの実施
　受け入れた避難民において、定期接種に該当す
るワクチンの接種歴が明らかでない場合には、早
期に接種を行う。対象者が多い場合には、難民向
けの集団接種プログラムを実施する。
　キ） リプロダクティブヘルス
　充実した避難民の保護を行った場合に、ベビー
ブームが到来するリスクを想定しておかなければ
ならない。妊婦や乳児への特別な待遇をセットす
ると、妊娠へのインセンティブが働くこともある。
平和と安全を手に入れて妊娠するのは、避難民の
権利である。しかし、ベビーブームの到来は避難
民の保護を複雑にし、帰還後の生活にも支障をき
たす可能性がある。
　よって、避難民を保護するばかりでなく、自立
した再定住のイメージを早い段階から持たせるこ
とが求められる。また、リプロダクティブヘルス
に関連する物資について、適切に配布することも
必要である。
　ク） メンタルヘルス
　メンタルヘルスの問題は、すべての人道的な状
況において発生する。とくに、避難民の発生に紛
争が関与すると、特にメンタルヘルスに関わる疾
患の罹患率は高くなり、精神医療や心理的社会的
支援のニーズが高まる。
　国際的な災害精神保健に関するガイドラインと
して 『災害・紛争等緊急時における精神保健・心

理的支援に関する IASC ガイドライン』 がある。
最優先すべきこととして安全・安心の確保に努め
ること、その次の段階として保健、医療のニーズ
がある避難民を同定し、保健師などによる臨床的
見守り、精神保健サービスにつなげる。
　医療従事者やボランティアが、精神的な急性症
状を発生している避難民を早期に把握し、必要な
応急処置へと連携することが求められる。
　アルコールは文化的な役割を担うこともあり、
保護施設で禁止することは困難である。しかし、
メンタルヘルスの問題を複雑にすることがあるの
で、その使用は最小限に抑えられるよう、避難民
のコミュニティの代表者と調整する。
　ケ） 遺体の埋火葬
　保護する時点で避難民が死亡していたり、保護
施設における死亡が重なったりするときには、多
数の遺体の管理が必要となる。特殊なケース（コ
レラや出血熱など）を除いて、遺体が感染症の原
因となることは稀であるが、適切な予防措置のも
とに、家族を識別し、葬儀を行う機会を与える必
要がある。
　火葬場や安置施設の対応力を超える状況では、
墓地に埋葬することを認めることについても考慮
する。その際、近隣に埋葬可能な墓地がない場合
には、保護施設内の用地等を臨時の公営墓地とし
た上で埋葬を認めるなど、公衆衛生を確保するた
めに必要となる措置について検討する必要があ
る。

 D . 考察
　避難民の流入における公衆衛生上必要な医療提
供体制について海外事例をとりまとめた。

 E . 研究発表 （論文発表、学会発表）
　　該当なし

 F . 知的財産権の出願・登録状況
　　該当なし
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